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序論

１．はじめに

本論文の主題は，近年インターネットを利用する多くの高校生の間で問題となっているイン

ターネット依存に着目し，高等学校の情報科教育での教育実践研究を通して生徒のインターネ

ット依存の改善を試み，尚且つインターネット環境への適応を促す効果的な教育方法を検討す

る点にある。

インターネットが大人，子どもを問わず現代の人々の日常生活に欠かすことができないツー

ルとなっているということは，もはや言うまでもない。このインターネットは，日本では家庭

のコンピュータをインターネットに接続する商用プロバイダが 1993 年に登場して以降，家庭

や会社での利用が急速に広まった（情報教育学研究会.2011）。そして教育や学習（e ラーニン

グ，遠隔教育など），ビジネス（電子商取引，インターネットショッピングなど），医療・福祉

（遠隔医療，電子カルテなど），都市・交通（VICS，ETC，交通系 ICカードなど）をはじめ

様々な分野で積極的に活用されるようになり，人々の日常生活の利便性を大きく向上させるこ

ととなった。また，このような機器を使うことによって，人との絆を育んだり，感情面や社会

面，精神面の飢えを癒したり，創造的な発想をもとに自己表現したりすることができるように

なるなど，実り多い価値ある瞬間を生み出すことも可能となった（Powers.2012）。

しかし一方で，個人情報漏洩や知的財産の侵害，著作権侵害（佐藤.2014），不正アクセスや

リベンジポルノ，ネット詐欺，出会い系サイトやSNSを介した性犯罪（久保田・小梶.2014），

売春，薬物関連の非行（下田・下田.2013），また近年では SNS への不適切な画像投稿やそれ

に因る炎上（高橋.2014），学校裏サイト（下田.2008），スマートフォンのながら利用に伴う事

故やトラブル（藤川.2014），ネットいじめ（渡辺.2008，原田.2013，戸田ら，2013），そして

本研究で取り上げるインターネット依存など，青少年のインターネット利用に関わるトラブル

や問題はここ数年後を絶たない。このようなインターネット利用に関わるトラブルは子どもた

ちの生活を脅かすものであり（宮川ら.2013），「SNSに限らず，インターネットを舞台とした

トラブルは，新しいサービスが生まれるたびに次から次に新しい種類のものが出現すること」

（香山.2014），「加害者にも被害者にもなり得ること」（鳥飼.2014）などが特徴であると考え

られる。

このように，近年インターネット利用に関わる様々なトラブルや問題が生じてきていた中で，

筆者が本研究を開始した2009年に，『「子どもの携帯電話等の利用に関する調査」の結果』（文
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部科学省.2009）によって，インターネットを利用する高校生の望ましくない依存的な利用実

態がクローズアップされた。その実態は，当時の高校生（携帯電話の所持率 95.9％）の中で，

例えば約 30％の生徒が平日 1 日に 30 件以上のメールのやりとりを行っており，約 9％は 50

件，約5％は100件を超えていたことや，1日の利用時間が3時間を超える生徒が約12％であ

ったこと，さらには授業中や入浴中にまで携帯電話を持ち込んで使用している生徒がいたこと

であった。そして，このようなインターネットの利用頻度の多さ，長さだけでなく，授業中や

入浴中など本来不適切と考えられる場面での利用が高校生の間で見られたという結果は，イン

ターネットを利用する高校生の多くが「インターネットを使う」のではなく「インターネット

に振り回されている」状況，つまりは「ネット依存」（田中.2009a）の状態にあることを意味

しているのではないかと考えられた（鶴田.2012）。

この問題については，文部科学省の調査以前からもネット依存（牟田.2004）やケータイ依

存（岡崎.2007），ネット依存症（柳田.2007），ケータイ中毒（渋井.2008），メール依存症（藤

川.2008）など様々な呼称で，インターネットや携帯電話に依存することに因る悪影響の実例

やその危険性が指摘されてきていた。そのような背景もあり，この頃から藤川・塩田（2008）

や田中（2009a）などによって，学校教育現場で生徒のインターネット依存を予防，改善する

ための教育実践を行うことの必要性が次第に指摘されるようになっていったのである。しかし

まだこの頃は，高校生のインターネット依存の問題が社会的に大きく注目されることはなく，

この問題に関する対策や教育を行うことの必要性の認識も国内ではあまり高まらなかったた

め，このような教育実践やそれに関わる研究はほとんど行われていなかった。

しかしその後，大井田（2013）の調査の一次資料の一つであるプレゼンテーション資料1に

よってインターネット依存の中，高校生が約 51 万 8 千人に上ることが推計され，この結果が

インターネット依存の問題に対する国内の社会的な関心や，彼らに教育を行うことの必要性の

認識を以前に比べてより大きく高めることとなった。この調査においては，現時点で一貫した

基準が示されておらず（鄭・野島 2008），研究者によって様々な定義がなされており，今のと

ころ依存症としての定義が明確になされていないインターネット依存について（樋口 2013a），

その基準を8点中5点以上であった生徒としている。しかし，この点数だけでしかインターネ

1 平成24年度厚生労働省科学研究費補助金 循環器疾患等生活習慣病対策総合研究事業『未成年の

喫煙・飲酒状況に関する実態調査研究』の一次資料

（http://www.med.nihon-u.ac.jp/department/public_health/2012_CK_KI2.pdf）を参考にしたも

のである（参照日 2015.01.25）．
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ット依存の基準が表現されていない状況であり，具体的に中，高校生のどのような状況をイン

ターネット依存と定義するのかについては詳述されていない点が疑問点として考えられる。ま

た，このようにインターネット依存の定義が明確になされていない中で，この調査においてイ

ンターネット依存を測定する判定指標を選択する際に，どのように検討し，数ある指標の中か

ら最終的に『Young Diagnostic Questionnaire for Internet Addiction』を調査に用いることと

したのかの理由について公開資料から読み取ることができないこと，またこの調査では3点以

上を不適応使用者，そして5点以上であった生徒を病的使用者，つまりインターネット依存者

と判定しているが，それぞれの基準をどのように検討したのかという理由についても読み取る

ことができないこと，さらに海外で作成されたものを翻訳した指標による調査だけで日本の中，

高校生のインターネット依存の状況が正確に測定できるとは言い切れないことなどの調査上

の疑問点も考えられる。しかし，このような疑問点が考えられるにしても，インターネット依

存の中学生，高校生が 51 万 8 千人に上ることが推計されたという結果は，日本国内でもこの

問題を大きく注目させることとなった（遠藤・墨岡.2014，磯村.2014，清川. 2014）。

さらに，インターネット依存に陥ることにより，「生活リズムが昼夜逆転して学校生活がま

ともに送れなくなる」，「学力が低下してしまう」，「心身の健康や発達に悪影響が及ぶ」，「親の

クレジットカードを使って買い物やゲームに多額の課金をして金銭トラブルが起きる」などを

はじめとする，中高生がインターネットに依存することに因って生じた問題やトラブルの事例

も近年多数報告されている（遠藤・墨岡.2014，樋口.2013a，2013b，岩崎.2013，竹内.2014a）。

また携帯電話への依存傾向が強いほど学習時間が短いこと（大阪府教育委員会.2008）や，携

帯電話を持つ子どもの学力が低下する傾向にあること（尼崎市教育委員会.2008）も報告され

ている。さらに Nicholas（2010）は，テクノロジーの進歩によって「思索と考察からのみ生

まれる洗練された認識や思考，感情をかき消してしまうかもしれない」ことを，高田（2013）

は，インターネットによって人々の知性や知識，良心などが汚染され得ることを危惧している。

そして，このようにインターネット依存の問題が深刻化していった背景には，ストレス解消

や現実逃避，関係不安，承認欲求，友人との間での同調圧力などといった様々な高校生の心理

状態や欲求，また趣味や嗜好，家庭環境など，複雑で多様な要因が影響いると考えられている

（土井.2014，加納.2008）。さらにそれに加えて，彼らが手軽にインターネットに接続できる

環境や，収益のためにインターネットユーザーに飽きさせない工夫を凝らす企業の事情などの

要因も影響を与えていると考えられる（樋口. 2013b，2014，Rosen et. al.2012）。
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以上のように近年，中学生，高校生のインターネット依存の問題が深刻になりつつある状況

ではあるが，その中でも特に，2009年時点で既に95％を超えており（文部科学省.2009），最

近の調査では約97％（内閣府.2014）と，携帯電話（スマートフォンを含む）の所持率が近年

高い状況を推移している高校生は，パソコンなど他の情報通信端末機器の利用も含めると，ほ

ぼすべての高校生が日常的にインターネットを利用していると言ってもよいと考えられる。さ

らに，このような高校生の利用実態に加えて，樋口（2013a）の「誰もがネット依存への入り

口に立っている」という，どのインターネットユーザーにも依存する可能性があることを示唆

している指摘や，向後（2008）の「ケータイはパソコンと違って，常に身につけるものである

ため，その依存の度合いは深く，日常的になる」という携帯できる端末の依存性の高さを述べ

た指摘などを踏まえると，どの高校生にもインターネット依存に陥ってしまう可能性があると

考えられる。以上より，高校生に対するこのインターネット依存の問題は，今後早急に改善，

解決されていかなければならない喫緊の課題であると考えられた。したがって本研究では，高

校生に焦点を当てて研究を進めていくこととする。

そして，このように高校生を中心とする青少年のインターネット依存の問題が深刻になって

きている状況の中で，近年学校教育場面においてインターネット依存を予防，改善するための

教育を行うことの必要性を述べた指摘が，以前に比べてより広くなされるようになってきた

（五十嵐・青山.2011，吉田.2013，竹内.2014b，岡田.2014）。そして，このような指摘が増え

てきた背景には，高校生の年代であればインターネットの使用歴も大人に比べるとそれほど長

くないが，インターネット依存への対応は「早期に取り組めば，良くなることが多い」（樋

口.2013a）ことや，「家庭での教育はもちろん効果があるが，どの家庭でもしっかりした教育

ができるとは限らないため，学校で子どもたちにネット教育をすることは大変効果的である」

（Frank.2013）こと，さらには高校以降にこのような教育を受ける機会がない生徒も出てく

ること（澤田.2008）などの理由があると考えられる。

しかし日本では，依然として今のところこのインターネット依存の問題への対応，教育が十

分に行われているとは言い難い。そのように考えられる理由は，この高校生を中心とする青少

年のインターネット依存の問題は，先述のように以前からインターネットに依存することへの

危険性が指摘されてきており，その後も加納（2009），藤川（2011），西田（2014）などによ

って類似的なことが指摘されてきていた。また，文部科学省（2009）や総務省（2014）など

によって高校生をはじめとする青少年のインターネット利用に関する実態調査もこれまでに
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数回行われてきていた。しかし，このような指摘や実態調査の結果などを踏まえた政策的な取

り組みは，これまで全く実施されてこなかったためである（清川.2014）。また，インターネッ

ト依存を予防，改善するための教育実践に関する研究の先行事例は，堀田（2006）や中村（2007），

藤川・塩田（2008）など僅かであり，心理面に焦点を当てたインターネット依存に関する研究

に比べると研究事例数も非常に少なく（鶴田.2012），これらの実践研究については，それぞれ

の教育方法の有効性やその効果が科学的に検証されているとは言い難いという課題もある。さ

らに，これまでのところ学校教育現場でもこのような教育実践がしっかりと行われているとは

言い難い状況であるが，このような状況について清川（2014）が「ネット依存を防止するため

の体系的なネットリテラシー教育は全く手つかずの状態である」とも指摘しているためである。

そしてこれまでのところ，このように日本国内でインターネット依存への対策，教育などが十

分に実施されていない背景には，医療の現場においてもこの病気の全貌は見えておらず（樋

口.2013a），また治療方法も確立されておらず手探りの状態にあるため（樋口.2013b），現時点

ではこの問題についてどのような対策，教育をしていくべきかという具体的な方法を検討しづ

らい状況にあることが考えられる。

しかし，このようにインターネット依存の問題への対策や教育が十分になされないままの状

態が今後も続いてしまった場合，インターネット依存に陥る可能性がある，もしくは既に陥っ

てしまっている可能性のある高校生への対応が何もなされることのないまま彼らはこれから

もずっと放置されてしまうこととなる。そして，それによって彼らのインターネット依存の症

状が現在よりも酷くなってしまったり，もしくは新たに依存する人が増加してしまうことなど

によって，今後このインターネット依存の問題が日本社会において現在以上に深刻な状況とな

ってしまう可能性があることが懸念される。

そこで筆者は，このような状況を食い止めるためにも，高校生のインターネット依存を予防，

改善することを目的とする教育実践を行うことの必要性が高まってきている今，本研究を通し

てこのような実践を行う上で効果的な教育方法を検討することにより，学校教育現場にこのよ

うな実践が広く普及し，教育を通して彼らをインターネット依存の危険，リスクから守ること

ができるようにすることを目指していく必要があると考えられた。そして，これまで教育の観

点からインターネット依存の問題の改善，解決を試みた科学的な研究は行われてきていないた

め，本研究を通してこの問題の改善，解決に教育の観点から踏み込んでいこうとする点に，こ

の研究の新規性や研究を行うことの価値があると考えられた。
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2.インターネットの人々への普及とインターネット依存の歴史的背景

ここで，本研究の前提となるものとして，インターネットに関する技術が発展し，人々に普

及していった経緯，及びインターネット依存が社会問題となっていった経緯について概観し，

それらを整理しておきたい。

コンピュータネットワークの代表的な存在であるインターネットは，コンピュータネットワ

ークを相互に結ぶ世界規模の汎用性の高いネットワークである（情報教育学研究会.2011）。こ

のインターネットの前身は1969年に運用を開始したARPANETとされている。これは米国国

防総省がスポンサーとなって運用が開始され，SRI（スタンフォード研究所），UCLA（カリフ

ォルニア大ロスアンゼルス校），UCSB（同サンタバーバラ校）およびユタ大を専用線で結ん

だ学術研究用のパケット交換ネットワークであった（江崎・小林.2002）。そして 1971 年には

15 の大学や研究所が ARPANET に繋がり，1973 年にはノルウェーや英国とも繋がったが，

これがはじめての国際接続となった（長田・上野.2005）。その後 1980 年代後半に全米科学財

団（NSF）の資金援助を受けたNSFNET（National Science Foundation Network）に引き

継がれ，インターネットバックボーンの役割を担って，日本の WIDE（Widely Integrated

Distributed Environment）インターネットを含む，世界各国の学術研究用インターネットと

も相互接続されるようになった。さらに1990年代に入ると，電子メールの普及やWWWなど

のキラーアプリの出現と相俟って商用インターネットサービスが急成長を始めるようになり，

1995年にNSFNETはその役割を終え民間へ運用が移管された（江崎・小林.2002）。

一方で，日本でのインターネットの起源は 1984 年の UUCP 接続を使った JUNET である

（長田・上野.2005）。そして，家庭や会社での利用が広がっていったのは，1993 年に家庭の

コンピュータをインターネットに接続する商用プロバイダが登場した頃からである（情報学教

育研究会.2011）。その後，1995年にWindows95，Internet Explorerが登場して以降，1999

年の携帯電話からのインターネット接続サービスの開始，2004 年のパケット通信料定額制サ

ービスの導入などを経て，現在までの約 20 年の間にインターネットは人々の間に急速に浸透

し，今や多くの人が手軽に利用する時代となった。そして，このように多くの人々にインター

ネットが普及していった背景には，パーソナルコンピュータや携帯電話，また2008，2009年

ごろから発売されたスマートフォンをはじめとする情報通信端末機器のスペックの向上や，通

信環境の快適化などの技術的革新がこの間に急速に進んだことがあると考えられる。またそれ

に伴い，このような情報通信端末機器やそれに関わる関連製品，通信に関わる費用などが低廉
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化し，また機器の利用に関わるサポート制度も充実していき，さらにOSやアプリケーション

ソフトなども人々がより使いやすくなるように改善，改良が進んでいったことも背景にあると

考えられる。

このように，近年の目覚ましい技術革新によってインターネットの利用者が急速に増加して

いったが，その一方でインターネットが普及し始めた1995年初頭の時期には既に，「インター

ネットをサーフィンするがごとくコンピュータモニターの前に座り，家事一切を放棄している

人びとがいる」として，ニューヨークの精神科医である Ivan Goldberg博士が，新しいタイプ

のアディクションの存在を提唱していたのである。Goldberg 博士は，ほんの悪ふざけとして

これらの人びとを滑稽に捉えたにすぎなかったが，一部の研究者たちは，実際にインターネッ

トにアディクトされている人々がいるとして研究を始めたのである（長田・上野.2005，

Boyd.2014）。

その後，ピッツバーグ大学の心理カウンセラーだったKimberly Young博士は「インターネ

ットに依存するという問題は学生のメンタルヘルスにかなり大きな影響を与えている」と確信

し，1996 年のアメリカ心理学会で「新しい臨床的疾患の出現」と題して「インターネット依

存症」を発表し（Young.1996），インターネット依存を測定する尺度である「Diagnostic

Questionnaire」を作成した（Young.1998）。また，その後Young博士は「インターネット依

存症」かどうかを判定する「インターネット・アディクション・テスト（IAT）」も開発し，そ

れと共に「インターネット・アディクション・センター」を立ち上げた。そして，このような

動きに敏感に反応したのが特に韓国，中国，台湾といった国々の精神科医や心理学者であった

（廣中.2013）。その後インターネット依存に関する研究は急速に進んでいき，近年ではインタ

ーネット依存と社会的，心理的，健康的影響などとの関連を検討した研究が広く行われ，それ

らに関する多くの知見が蓄積されてきている（青山・五十嵐.2011）。

例えば，日本でもユーザーの多いオンラインゲームについては，「ゲームは引きこもり状態

の長期化の原因の一つ」であることや（牟田.2003），「自覚を持ちながらゲームに依存すると

無力感が高まり，無自覚に没頭すると日常生活への意欲が減退する」こと（平井・葛西2006），

「オンラインゲームでは、多くの人と同時にコミュニケーションできることから，ユーザー同

士で競争心が増し，その競争心が過剰になれば敵対心や攻撃性が増す」こと（Eastin.2007），

「ゲーム依存の子どもは，教育水準の低い家庭に多く，ネガティブな気持ちに対処するために

ゲームにはまる」こと（Wolfing.2008），「ゲームから抜けられなくなる原因は，ゲームに対す
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る好奇心，ロールプレイに参加していたいという気持ち，他のメンバーへの義理などがある」

こと（Hsu et al.2009），「オンラインビデオゲームをする頻度が高く，チャットや情報検索に

かける時間が長い学生ほど，うつ状態である率が高い」こと（Chen & Tzeng.2010）などが指

摘されている。

また，国内外を問わず近年ユーザーが広がっているSNSに関する研究にはBuffardi（2008）

や Mehdizadeh（2010），DeWall（2011）などによるものがある。そして「SNS の友達の数

の多さや、加工されたプロフィール写真を用いているか否かで、自己愛傾向の高いユーザーが

見分けられる」ことや（Buffardi.2008），自己愛傾向の強いユーザーは「プロフィール写真や

その他自分の写真に魅力的なものを用いる傾向や，頻繁に近況アップデートをする傾向がある」

こと（Mehdizadeh.2010），「FaceBookの自己紹介で一人称単数代名詞を多用する傾向，また

大胆な言葉や下品な言葉を多用する傾向にある」こと（Dewall.2011）などが指摘されている。

また，フェイスブックのユーザーと非ユーザーを比較したところ，「ユーザーの方が自己愛傾

向が強く，それが強まるほど投稿する写真と近況のアップデートが多くなる」こと（Ryan

&Xenos.2011）が明らかにされた研究もある。

さらに，インターネットに依存しやすい人の特徴に関する研究では，「自尊心は 1 週間のイ

ンターネットの利用時間とインターネット中毒に関連している」こと（Armstrong, Philipps &

Saling.2000）や，「ソーシャルスキルが欠けていると感じる人は，対面よりもオンラインでの

交流を好むため，バーチャル世界に没頭し，結果として日常生活にまで影響を及ぼす」こと

（Caplan.2005），「身体的攻撃性の高い生徒ほどインターネット使用が増える」こと（高比良

ら.2006），「テクノロジー中毒になりやすい性格には衝動性，刺激追求，精神病質，社会的逸

脱などが挙げられる」こと（Ko et al.2006），「携帯電話の過剰な使用は友人から認められたい

という承認欲求から生じる」こと（Igarashi et al.2008），「現実社会での居場所のなさが依存

的利用と関連している」こと（藤・吉田.2009），「インターネットでは共通の趣味の人との交

流や個人的な相談が容易であることから，自己肯定感の低い人にとって魅力的な環境である」

（Widyanto &Griffiths.2011）ことなどが指摘されている。

それ以外にも，インターネット依存の原因または結果として社会的・心理的不適合状態があ

るとの仮説の上に論が展開されているものが圧倒的に多く，不安（甘佐ら.2003），社会的スキ

ル（今野ら.2004，柴田・菅.2012），ストレス（金.2007，戸田ら.2004），孤独感（伊田.2003，

伊藤.2009，中川.2008），精神的健康（平井・葛西.2006，鄭.2008），注意力や集中力（Levine



9

et.al.2007，Benbunan.2009）など，ネガティブな要因との関係について論じられているもの

が目立っている（小寺.2014）。

また，国・地域別での研究状況について見てみると，現代社会病理という問題意識のもとで

「インターネット依存」の研究は数多く蓄積されてきており，カナダ（Davis et al.2002;

Nichols & Nicki.2004），オーストラリア（Wang.2001），オランダ（Meerkerk et al.2009），

ノルウェー（Johansson & Götestam.2004），ギリシャ（Siomos et al.2008），ハンガリー

（Demetrovics et al.2008），キプロス（Bayraktar & GÜN.2007）といった西洋圏に加え，近

年では韓国（Kim et al.2006; Whang et al.2003），台湾（Lin & Tsai.2002; Yang & Tung.2007;

Chou & Hsiao.2000），香港（Leung.2004），中国（Cao & Su.2006）といった東アジア地域

での研究も急速に広がってきており，この問題は近年国際的にも関心が高いテーマとなってい

ることが窺える（小寺.2013）。特に，アジア圏での研究が広がってきている背景には，「国際

比較をしてみると、インターネット依存はアジアの国々（日本、韓国、台湾）でかなり高いこ

とが目立っている」（Spitzer.2012）ことが背景にあると考えられる。

以上のように，これまでに行われてきているインターネット依存に関する研究は，先述した

教育実践に焦点を当てた研究の事例数に比べて，心理面に焦点を当てた研究は多く見られ，近

年数多くの知見が蓄積されてきているのである（鶴田.2012）。

次に，インターネット依存に関する国レベルでの取り組みや対応の概観について整理してお

きたい。まず日本では，2002年に文部科学省が財団法人コンピュータ教育開発センター（CEC）

に委託して，「情報化が子どもに与える影響」という調査を行った。ここでは調査結果の詳細

は割愛するが，この調査の結果としては，日本の子どもたちに関する限り「ネット依存傾向と

犯罪に繋がる反社会的行動傾向との間に関係はない」，「ネット依存傾向と不登校の間にも関係

はない」ということがわかり，結論としては「子どもたちの「ネット依存症」を騒ぎすぎるの

は良くない」ということであった（廣中.2013）。しかしその後，2008 年に厚生労働省による

調査によって 20 歳以上の成人の約 2%である 271 万人がネット依存傾向にあることが推計さ

れ，この結果が，久里浜医療センターが国内でいち早くネット依存治療部門を立ち上げるきっ

かけとなったのである。ところが日本では，この調査を含めこれまでからインターネット依存

に関する実態調査が内閣府や総務省，文部科学省などによっても行われてきており，その実態

や危険性が言及されてきているものの，先述のようにこれらのような調査結果を踏まえた国に

よる具体的な対策や教育は今のところ特にとられていないのが現状である（樋口.2013b）。
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一方で，日本よりも早くインターネット依存が大きな問題となった韓国は，「ネット中毒対

策先進国」（清川.2014）とも呼ばれているように，政府を中心に対策が進められている。この

国では，2004 年に最初の全国調査を行って「青少年の 2 割がネット中毒」と判明して以降，

最も深刻な社会問題として政府が本腰を入れるようになった。このような背景を踏まえた具体

的な取り組みとしては，まず第 1 次総合計画として，2010 年に行政安全部韓国情報化振興院

（NIA）にネット中毒対応センターを設置した。そしてこのセンターが中心となって，ネット

中毒率を2012年までに5%以下に減少させるという目標を掲げ，総合計画「i-ACTION2012」

が作られた。具体的には，「ネット中毒予防教育」，「ネット中毒相談及び治療」，「ネット中毒

対応専門人材育成」，「ネット中毒解消のための法制度整備及び環境改善」，「政策の効果判定，

科学性の検証」，「ネット中毒解消に関する民間及び国際協力の強化」が政策課題となった（清

川.2014）。

その後，このような本格的な対策が功を奏してネット中毒率は年々下がったが，2012 年の

調査では青少年のスマホ中毒は18.4％に上ることが明らかとなり，近年韓国でもスマホ（スマ

ートフォン）中毒が問題となってきている。そして現在は，2013 年から 2015 年の間で第 2

次総合計画が実施されているが，これまでの第1次計画との違いは「スマートフォンなどの新

しい機器（ニューメディア）への対応を重点項目とする」，「予防，相談に加えて治療，治療後

の予後対応に力を入れる」，「乳幼児期，小学生，中学生，高校生，大学生，成人と幅を広げて

対応する」ことである（清川.2014）。また最近では，スマートフォン専門の「Sスケール」を

作成することによって，スマートフォン依存に特化した調査や対策に乗り出している（米

田.2014）。

また中国では，2007年の時点で依存症患者が都市部だけで2400万人と推測され，大きな社

会問題となった。この事態を重く見た中国当局はオンラインゲーム依存防止システムを 2007

年から試験的に導入した。これは18 歳未満が1 日に3 時間以上プレイした場合には，それま

でに稼いでいたクレジット（ゲームをする権利）が半分になり，5時間以上プレイすると0に

なってしまうという仕組みである。そして，プレイヤーが 18 歳未満かどうかを把握するため

に，オンラインゲームをする場合には本名での登録が義務づけられ，身分を証明する住民登録

番号も必要となっている。また治療の面でも，中国は世界で最初にインターネット依存を臨床

的な障害，つまり病気として捉え，積極的な対策に乗り出している。例えば，軍隊式の訓練に

医療・心理スタッフによる治療セッションや薬物療法，食事管理がある。軍隊式の訓練という
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点には賛否はあるものの，一定の効果が見られているようである（岡田.2014）。

このように韓国や中国では，政府主導でインターネット依存に関する対策が推進されてきて

いるが，それ以外には諸外国を見渡しても対策や教育が十分に進んでいると考えられる国はあ

まり見当たらない。そして現在も日本だけでなく，アメリカ，ヨーロッパなどを中心に依存に

悩む人は世界中で増加傾向にあり（樋口.2013b），さらに対策が国レベルで行われているとは

言うものの，韓国や中国を筆頭に日本も含めた東アジア地域と，イギリス、ノルウェーなどヨ

ーロッパの一部地域とアメリカが特に有病率が高いことから（岡田.2014），現在も世界の各国

がそれぞれインターネット依存の問題への対応に苦慮している状況にあることが窺える。

3.情報科教育におけるインターネット依存の位置づけ

先述のように，近年インターネット依存の予防，改善を目的とした教育実践を行うことの必

要性が高まってきているが，ここでは次に，本研究で対象とする高校生に必修科目となってい

る情報科教育において，教える内容が具体的に示されている学習指導要領，およびその学習指

導要領をより詳細に記述した学習指導要領解説から，この教育におけるインターネット依存の

取り扱いがどのようになっているのかについて整理する。なお，2003 年に開始された情報科

教育は，2008年に新しく改訂された学習指導要領が告知され，2013年度より年次進行で実施

されている。そして，本研究は 2009 年より行っているため，ここでは改訂前の旧学習指導要

領と改訂後の新学習指導要領の両方について整理することとする。

それではまず，改訂前の旧学習指導要領解説（文部省.2000）について整理する。2003年に

この情報科の教育が開始された当初は，「情報 A」，「情報 B」，「情報 C」の科目のうち最低 1

科目を高等学校在学中の3年間の間に必ず履修することとなっていた（橘.2009）。この情報科

の学習内容は，「情報科学」「情報システム学」の学問に基礎が置かれ，社会的構成主義の考え

方が重視されていた（本田.2003）。そして，この教科の教育目標は大きく「情報活用の実践力」，

「情報社会に参画する態度」，「情報の科学的な理解」の三つに整理されていたが，このうちの

「情報社会に参画する態度」の育成のための学習対象の1つに「コンピュータに依存した社会

の問題」が挙げられていた（岡本ら.2009）。次に情報A，情報B，情報Cの各科目について見

ていくと，「情報B」ではインターネット依存に関する具体的な文言は記述されていなかった。

また「情報A」，「情報C」においてもインターネット依存という文言の入った記述は見られな

かった。しかし「情報A」の科目では，学習指導要領の「第2 内容とその取扱い」の1つに
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「（4）情報機器の発達と社会の変化」が位置づけられており，その中の「イ 情報化の進展が

生活に及ぼす影響」において，「情報化の進展が生活に及ぼす影響を身のまわりの事例などを

通して認識させ，情報を生活に役立て主体的に活用しようとする心構えについて考えさせる」

と記述されている。そして，この部分に該当する学習指導要領解説においては，インターネッ

ト依存と概ね同義であると考えられる「テクノ依存症」と，コンピュータになじめないことに

より不安やストレスを生じる「テクノ不安症」の2つを内訳とする「テクノストレス」（石津.2005）

を学習に取り上げるようにする旨の記述がなされている。また情報 C においても同様に，「第

2 内容とその取扱い」の1つに「（4）情報化の進展と社会への影響」が位置づけられており，

その中の「イ 情報化が社会に及ぼす影響」において，「情報化が社会に及ぼす影響を様々な

面から認識させ，望ましい情報社会の在り方を考えさせる」と記述されている。そして，この

部分に該当する学習指導要領解説において，情報Aと同様にテクノストレスを取り上げるよう

にする旨の記述がなされている。

以上より，情報科が新設された当初の改訂前の学習指導要領では，コンピュータに興味・関

心を持つ生徒が履修することを想定しており，主にコンピュータの機能や仕組みに加え，効果

的に活用するための考え方や方法を生徒に学習させることを目的としていた情報 B ではテク

ノストレスの扱いに関する記述は見られなかったが，情報A，情報Cでは，人や社会がコンピ

ュータやテクノロジーに依存することの問題について指導することが求められていたことが

わかる（文部省.2000）。

次に2008年に告知され，2013年より年次進行で実施されている新学習指導要領（文部科学

省.2011）及び学習指導要領解説（文部科学省.2010）について見ていくこととする。この新学

習指導要領では，「社会と情報」，「情報の科学」の 2 科目が置かれ，いずれかの科目を選択し

て必修することとなった（久野・辰巳.2009）。「社会と情報」は「情報 C」を，「情報の科学」

は「情報 B」を主に継承し，「情報 A」の内容は，両科目に吸収されたと考えられている（元

村ら.2010）。まず「社会と情報」の科目では，学習指導要領の「第 2 内容とその取扱い」の

1つに「(3) 情報社会の課題と情報モラル」が位置づけられており，その中の「ア 情報化が社

会に及ぼす影響と課題」においては，「情報化が社会に及ぼす影響を理解させるとともに，望

ましい情報社会の在り方と情報技術を適切に活用することの必要性を理解させる」と記述され

ている。そしてこの部分に該当する学習指導要領解説においては，「携帯電話依存症やインタ

ーネット依存症などを取り上げ，健康を損なうことなく情報化の恩恵を受けることができるか
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について生徒同士の話し合いを通して考えさせる」と記述されている。このように，ここで初

めて情報科の学習指導要領及び学習指導要領解説の記述の中で「インターネット依存」という

言葉が明記されたのである。これにより，この科目においてはインターネット依存に関する学

習指導が行われる必要があるということが明確に示されたと考えられる。

一方「情報の科学」の科目では，「第2 内容とその取扱い」の1つに「(4) 情報技術の進展

と情報モラル」が位置づけられており，その中の「ア 社会の情報化と人間」においては，「社

会の情報化が人間に果たす役割と及ぼす影響について理解させ，情報社会を構築する上での人

間の役割を考えさせる」と記述されている。そしてこの部分に該当する学習指導要領解説にお

いては，「社会の情報化が生活に果たす役割と及ぼす影響については，情報技術の進展により

生活は便利になる一方で，情報格差やテクノストレスなど様々な問題を生み出していることに

ついて考えさせ，その要因を調べることで，情報技術と人間の関係に興味や関心をもたせる」

と記述されている。このように，「情報の科学」に関する学習指導要領解説の記述では，イン

ターネット依存という言葉は明記されていないが，「テクノストレス」の問題を取り上げる必

要があるという主旨の記述が学習指導要領改訂前の「情報A」，「情報C」の時と同様になされ

ている。

そして，これまでの情報科教育におけるインターネット依存やテクノストレスの扱い，及び

学習指導要領改訂に伴うその扱いの変化を整理すると，旧学習指導要領の解説ではインターネ

ット依存という文言は見られなかったが，それでも概ね同義と考えられるテクノストレスにつ

いては，情報A，情報Cの学習指導において取り上げる必要があることが明記されていた。し

かし情報Bでは，これに関する記述も特に見られなかった。しかし新たに改訂された学習指導

要領の解説では，「情報の科学」ではテクノストレスを扱う必要があるという記述がなされ，「社

会と情報」の科目ではインターネット依存を取り上げる必要があることが明記された。つまり，

学習指導要領改訂前の時点では情報A，情報Cの学習指導においてのみテクノストレスを取り

上げる必要がある旨の記述がなされていたが，今回の新たな改訂によって，すべての高校生に

テクノストレス，もしくはインターネット依存に関する学習指導を行う必要があることが明確

に示されたのである。
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4.本研究の目的

そこで，これまでの議論を整理すると，近年高校生のインターネット依存の問題が深刻にな

ってきている状況の中で，このような状況を改善するために学校教育現場において生徒のイン

ターネット依存を改善することを目的とする教育実践を行うことの必要性が急速に高まって

きている。また，改訂された情報科の新学習指導要領の解説では，情報科の学習指導において

インターネット依存もしくはテクノストレスに関する内容を必ず取り上げる必要があること

が明記された。しかしそれにも関わらず，清川（2014）の指摘にもあるように，現在のところ

このような教育実践が学校教育現場において殆ど行われてきておらず，手つかずの状態になっ

ていることが問題点として指摘されており，またそれに関わる効果的な教育実践や教育方法に

ついて科学的に検討された研究も行われてきていない。そのため，このような教育実践のため

の明確な教育方法や学習活動の確立には至っていない。

そこで本研究では，高校生のインターネット依存を予防，改善することを目的とする単元開

発を行い，高等学校の情報科の授業において筆者自身が授業実践を実施する。その後，学習対

象の生徒を対象に質問紙調査を行い，その分析を通して授業実践の成果と課題について検討す

る。そして，インターネット依存の予防，改善のための教育実践における指導内容や取り上げ

るべき観点などを含めた効果的な教育方法を検討することを目的とする。

そして本研究を通して，インターネット依存の予防，改善のための教育方法を提案し，効果

的な方法の確立，及び学校教育現場へ普及していくことに寄与することができる知見を得よう

とすることを目指す点に本研究の意義や価値があると考える。また，これまで国内では誰も試

みていない教育的観点からこのインターネット依存の問題の改善，解決に踏み込んでいこうと

する点に，本研究を行うことの新規性もあると考えられる。そこで本研究では，このような目

的を達成するために下記の三つの研究を行った。

５．本論文の構成

まず第一章では，従来のインターネット依存改善のための教育実践における教育方法の課題

として，これまでの実践では「授業が視聴覚教材を中心に進められているものが多く，その一

方で，授業内で生徒が自身のインターネット利用状況を振り返ることができる機会が設けられ

ていないことから，彼らが日常生活での自身の利用を意識しながら学習活動に取り組むことが
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できているとは言い難い」，「学習が教室の中だけで収束してしまっており，生徒が授業で学習

したことを日常生活でのインターネット利用に活かしていない可能性が高い」ことなど，授業

が生徒の実生活でのインターネット利用に繋がっているとは言い難いことが課題であると考

えられた。そこで，このような問題点を改善するために，アルコール依存症をはじめとする様々

な依存防止プログラムの知見を参考に新たな教育方法を検討したところ，教育工学のカリキュ

ラム開発の分野において実績のある PDCA サイクルに R（Research）の観点が加えられた

R-PDCAサイクルの活動を活用した授業実践を行うことによって，授業と彼らの日常生活での

インターネット利用とを結び付けながら実践を進めていくことができ，それによって先述の課

題を改善することができるのではないかと考えられた。そこで第一章では，この R-PDCA サ

イクルを活用したインターネット依存改善のための単元開発及び授業実践を行った。そして，

学習対象の生徒への質問紙調査の分析を通してインターネット依存改善のための学習におい

てR-PDCAサイクルの活動を取り入れることの有効性について検討した。

第二章では，高校生のインターネット依存を測定する尺度の開発を試みた。その理由は，第

一章での授業実践を通して，インターネット依存改善のための教育実践では「学習対象の生徒

の依存傾向の実態に応じた実践」や「現代の高校生に見られやすいインターネット依存の依存

的な意識や行動などの特徴に焦点を当てた実践」を行うことができるようにする必要があるこ

とが今後の授業改善のための課題として考えられた。しかし，これまで現代の高校生のインタ

ーネット依存を測定する尺度は存在していなかったため，これまでは学習対象の生徒の実態を

測定した上で，その実態に応じた授業設計を検討することや，高校生に見られやすい依存的な

意識や行動などの特徴に焦点をあてた授業実践を行うことがそもそも困難な状況であった。そ

こで，このような尺度が開発されることによって，いずれの課題も改善した授業実践を行うこ

とが可能になると考えたためである。以上より第二章では，高校生のインターネット依存を測

定するための尺度の開発を試み，その信頼性と妥当性について検討した。

第三章では，第二章での尺度開発によって明らかとなった高校生に見られやすいインターネ

ット依存の依存的な意識や行動を改善することを目的とした教育実践を1年間に渡って行った。

本章での実践は，「学習対象の生徒の実態を事前に測定した上で授業設計を検討している」，「生

徒の依存的な行動だけでなく，依存的な意識や考え方の改善も促すことを目指している」，「依

存的な利用には気をつけさせながらも，日常生活の利便性を高めるインターネットの有効な利

用の大切さの意識を持たせることも目的としている」，「実践校の情報科教育のカリキュラムの
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中に生徒のインターネット依存を改善するための教育を計画的に位置づけ，1 年間に渡って継

続的な教育実践を行っている」，「授業実践を通した学習者の生徒の依存傾向の変容について継

続的に測定している」などの点が，これまでのインターネット依存に関する教育実践研究には

見られなかった本実践の特色である。そして，授業実践を通した生徒の経時的な依存傾向の変

容の分析や，授業前の調査時点で依存のリスクが高かった生徒への個別支援を通した彼らのイ

ンターネット利用に関わる行動や考え方の変容の分析などを通して，1 年間に渡って行った授

業実践の成果と課題について検討した。

そして最後に，終章では本論文の総括を行った。ここでは，本研究を通して得られた成果や

知見を整理し，今後の課題を提示した上で展望を行った。

6.本研究におけるインターネット依存の定義

最後に，本研究を進めていくにあたって，インターネット依存についてのこれまでの実証的

な研究を概観し，本研究における高校生のインターネット依存の状態を定義しておきたい。

現代的意味での「インターネット依存」は，Ivan GoldbergがDSM-Ⅳ（American Psychiatric

Association.1994）の病的ギャンブリング（pathological gambling）の基準をインターネット

に当てはめたのが始まりとされる。また Young は，「インターネット依存」を衝動制御障害

（impulse-control）の一種と捉えて Diagnostic Questionnaire を作成して「インターネット

依存」の可視化を図った（Young.1996）。これは，DSM-Ⅳの病的ギャンブル基準10項目から

インターネットにそぐわない2項目を除外した8項目を読み替えたものであった。さらにその

後YoungはDSM-Ⅳの病的ギャンブルと物質関連障害（substance-related disorders）の基準

をベースとした20項目からなる Internet Addiction Test も開発した（Young.1998）。その一

方で，このように Young が衝動制御障害のアナロジーを用いるのに対して，Griffith（1998）

は行動依存（behavioral addiction）の観点からインターネット依存をとらえた。そして，行

動依存の6基準は，インターネットを対象とした時も有効であり，これによりインターネット

依存の判断が可能であるとした。これは，対象の最重要視（salience），利用時の情緒安定（mood

modification），耐性強化の発生（tolerance），禁断症状の出現（withdrawal symptoms），他

行動との葛藤（conflict），再発（relapse）といった症状がインターネット利用に際しても認め

られれば，それは行動依存と考えられるというわけであった（小寺.2013）。
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それ以外では，Brenner（1997）の Internet Related Addictive behavior inventory（IRABI）

やScherer and Bost（1997），Morahan-Martin and Shumacher（2000），Beard & Wolf（2001），

Caplan（2002），Nichols & Nicki（2004）などによる研究が代表的である（Joinson.2003）。

そして，欧米で作成された尺度の多くは，DSM－Ⅳの基準を参考にしているものが多いとい

う特徴がある（Byun et al. 2009）。

一方国内では，小林ら（2001）が「寝食を忘れてインターネットにのめり込んだり，インタ

ーネットへの接続を止められないと感じるなど，精神的に依存した状態」と定義している。ま

た鄭（2008）は，「インターネットに過度に没入してしまうあまり，コンピュータや携帯が使

用できないと何らかの情緒的苛立ちを感じること，また実生活における人間関係を煩わしく感

じたり，通常の対人関係や日常生活の心身状態に弊害が生じるにもかかわらず，インターネッ

トに精神的に依存してしまう状態」と定義している。

このように，様々な研究者の間でインターネット依存の基準や考え方に差異が見られている

ように，現在までのところこのインターネット依存は一貫した基準は示されておらず（鄭・野

島.2008），医学的な意味での正確な定義はまだ整備されていない（樋口.2013b）。そのため症

状についての統一的な見解も定まっていない（小林.2000）。

またインターネット依存という言葉は，海外では多くは Internet addictionの語が多く充て

られているが，Internet Dependence（Lin・Tsai.2001），Internet Addiction Disorder

（ Wang.2001 ）， Pathological Internet Use （ Davis.2001 ， Morahan-martin ＆

Shumacher.2000），Problematic Internet Use（Davis et al.2002，Caplan.2002）という語が

充てられていることもある（小寺.2013）。一方日本でも，メール依存症（藤川.2008）やネッ

ト依存（田中.2009），ケータイ依存（岡崎.2007，高橋.2009，藤川.2011），インターネット依

存傾向（鄭.2007），インターネット中毒（井上.2011），スマホ中毒症（志村.2013）など様々

な表現がなされている。このように，国内外でインターネット依存が様々な形式で表現されて

いるということも，インターネット依存の明確な基準や定義が定まっていないこの現状を如実

に表していると考えられる。

そしてこのような状況について，小寺（2013）は「『インターネット依存』は理論的な下支

えを有していない」と述べ，「これは学術的概念としての不安定さにもつながっているだけで

なく，インターネット依存そのものが存在するのかという批判にもつながっている」と指摘し

ている。また，「尺度によって（DSM－Ⅳの）参照箇所に一貫性がなく，尺度によって参照元
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が異なるということは，やはりインターネット利用の基盤に何があるかという理論的下支えが

ないことの裏返しでもある」，「インターネット依存は何らかの理論的根拠をもとに提起された

のではなく，目の前で繰り広げられている行動をラべリングするために生まれた概念に過ぎな

い」（小寺.2013）といったことも指摘されている。インターネット依存についてはこれまでに

数多くの研究が行われてきているが，先述のように Goldberg や Young，Griffith などの多く

の研究者が様々な観点からインターネット依存を捉えようとしており，それによって明確な観

点が定まっていないことが，このように指摘される理由と考えられる。

しかしこのような状況ではあるものの，インターネット依存が「人間の様々な心理的な要因

や欲求によってインターネット利用に没頭してしまい，利用時間を自分自身で管理，コントロ

ールすることができなくなり，それによって次第に過度な長時間の利用に繋がり，それが習慣

化して日常生活や心身に悪影響を及ぼす」状態であることは，多くの研究者の間で概ね共通し

た認識であると考えられた。

そして，このように多くの研究者の間で共通していると考えられたインターネット依存に関

する認識を踏まえて，現代の高校生の実態に適した表現になるように定義を検討した。そして

本研究では，高校生のインターネット依存を「何らかの心理的要因や欲求によってインターネ

ットにばかり自分の気が向いてしまったり，自分の気持ちが大きく左右されてしまうといった

ように，インターネットに心理的に依存した状態となってしまい，それによって利用時間を自

分自身でコントロールできないほどに没頭し，それが日々の長時間の利用に繋がり，その結果

として心身の健康状態や普段の日常生活に悪影響を及ぼす状態」（鶴田ら.2014）であると定義

して研究を進めていくこととした。なお，「携帯電話依存（ケータイ依存）」や「SNS 依存」

といった派生語も「インターネット依存」と問題点を共有していることから，本論文ではこれ

らを一括りに「インターネット依存」と捉えることとする（小寺.2013）。
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第1章 R-PDCAサイクルを活用したインターネット依存改善のための教

育実践研究

1.1 はじめに

筆者が本研究に関する研究を開始した2009年に，文部科学省の『「子どもの携帯電話等の利

用に関する調査」の結果』（文部科学省.2009）によって，インターネットを利用する高校生の

望ましくない利用実態がクローズアップされた。その具体的な結果としては，まず高校生（携

帯電話の所有率：95.9％）の約28％が1日のメールのやりとりが30件を超えており，そのう

ち約 9％は 50 件，約 5％は 100 件を超えていたことが挙げられる。また使用時間は，1 日 1

時間以上携帯電話を使う高校生が40％近くおり，そのうち約12％は3 時間を超えていた。さ

らに深夜 11 時以降の時間帯（70.9％）や食事中（21.6％），学校の授業中（18.1％），入浴中

（16.7％）にまで使用している実態があったことなども挙げられる。さらにパソコン利用につ

いても，1日1時間以上利用している割合が約18％でそのうち約5％は3時間を超えていると

いうような結果であった。

このように高校生のインターネットの利用時間，頻度が長いだけでなく，食事中や入浴中な

ど本来不適切と考えられる場面での利用や，睡眠時間が短くなり彼らの心身の健康や発達に，

また日々の学校生活に悪影響が及ぶことが懸念される深夜 11 時以降に利用している生徒が見

られたという結果は，携帯電話やパソコンを持つ高校生の多くが，これらを「使う」のではな

く，これらに「振り回されている」状況，つまりは「ネット依存」（田中.2009a）の状態にあ

ることを意味しているのではないかと考えられた。実際この調査において，高校生自身が携帯

電話に対する心配な点として，「勉強のじゃまになる（24.7％）」，「就寝時間が遅くなる

（18.5％）」，「家にいるときもメールが気になってしまう（18.1％）」ことなどの依存的な行動

や意識を挙げていた生徒が見られている。また保護者も「勉強の妨げになる（37.0％）」，「就

寝時間が遅くなる（24.7％）」といった彼らの依存的な行動を懸念している結果も同時に示さ

れている。

この 2009 年頃は，高校生のインターネットを利用する目的が「メールのやりとりをする」

の 96.3％で最も高く，藤川（2009）が「ケータイ依存」は「メール漬けから始まる」と指摘

しており，また加納（2009）は「メールが来たらすぐに返事をしなければいけないという強迫

観念に駆られ，ケータイを片時も手放せない状態」である「即レス症候群」の危険性を指摘し
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ていることなどにあるように，様々なインターネットのサービスやツールの中でもメールに依

存してしまう，またメールの依存的な利用から携帯電話に依存してしまう生徒が多く見られる

という傾向があるのではないかと考えられた。

1.2 インターネット依存改善のための教育実践研究の先行事例とその課題

この文部科学省の調査によって高校生の望ましくないインターネットの利用の実態が表面

化された頃から，インターネット依存の問題に対する対応や教育の必要性が少しずつ指摘され

るようになっていった。

例えば清川・内海（2009）は，現代の子どもや若者の携帯電話の利用状況を踏まえて，「ケ

ータイ依存症への社会的な対応が必要な段階となっているのかもしれない」と指摘した。次に

藤川・塩田（2008）は，「ケータイに関する指導も，単に被害者，加害者になる場合だけでな

く，最近は『ケータイに依存してしまう場合』についての指導も求められている」とインター

ネット依存に関する教育の必要性を述べている。また田中（2009a）は，現代の高度情報通信

社会におけるネット上の危機や犯罪を「四大ネット危機」と整理した上でその中の1つにネッ

ト依存を取り上げ，この問題に関する教育の必要性を主張している。さらに藤川（2011）は，

「子どもたちには，『ケータイ』依存の問題について知り，自分たちが健全に成長するために

は何が必要かを，自ら考えられるようになってもらう必要がある」と述べている。

しかし先述のように，インターネット依存に関する先行研究は，心理的側面に焦点を当てた

ものは数多く蓄積されているが，その一方で教育に焦点が当てられた研究は僅かである（鶴

田.2012）。そのような中で，教育に関する先行研究は，ネット依存症や，携帯電話の依存など

を主題とした単元プランの開発や授業実践（中村.2007，藤川・塩田.2008など）が挙げられる。

例えば中村（2007）は香山・森（2004）の著書「ネット王子とケータイ姫」を活用し，携帯

電話を節度を守って利用し，望ましい生活習慣を身につけさせることをねらいとした授業モデ

ルを提案している。また藤川・塩田（2008）は，NHKのDVD教材「ケータイ・ネット社会

の落とし穴 Vol.2 ケータイ社会の落とし穴」（NHK エンタープライズ 2006）を活用して

ケータイ依存について考えさせる授業実践を行っている。それ以外では，対象は小学生である

が堀田（2007）が映像クリップを利用し，「ネット依存にならないために，節度のある使い方，

人間関係をしっかり築く大切さにきづくことができる」ことを学習目標とした授業実践を報告

している。
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ところが，これらをはじめとするインターネット依存に関する教育実践研究には，その教育

方法に課題があると考えられた。それはまず，このような実践の成果やその有効性が，科学的

に検証されているとは言い難いことである。次にこのような授業実践の多くは，「視聴覚教材

や読み物教材の視聴」，「教材の登場人物の問題行動や改善点などについて話し合う活動」，そ

の後授業のまとめとして「今後の自分自身の望ましい利用のあり方，付き合い方について考え

る活動」で締めくくられるという流れで進められるものが多く見られる。しかし，このように

教材を中心に進められていく実践では，生徒が授業内で自身の普段の利用状況を振り返ったり，

自身の依存傾向を把握したりする機会を持つことができないまま授業が進められていくこと

となる。そのため先述したような実践では，生徒が自身の日常生活でのインターネット利用を

意識しながら学習を進めることができているのか，また授業の最後に生徒が今後の自分自身に

とって望ましい利用のあり方について考える際に，彼らが教材から自身の実生活での利用に置

き換えて考えられているのかどうかという点に疑問が残ると考えられたことである。また，生

徒が今後の利用のあり方について考えるところで授業が終えられてしまうため，彼らが考えた

ことを日常生活で実際に活かすかどうかは，生徒に全て委ねられる形となってしまっているこ

とも課題であると考えられた。

以上より，従来のインターネット依存に関する教育実践では，学習が教室の中での活動とし

て収束してしまっており，授業を通して生徒に自身の日常生活でのインターネット利用を十分

に意識させるまでには至っておらず，授業が彼らの日常生活でのインターネット利用に活かさ

れていない可能性があるのではないかと考えられた。したがって，インターネット依存改善の

ための授業を行う際には，生徒に自身のインターネットの利用状況や利用行動に目を向けさせ

ることによって普段の日常生活での利用を意識させながら実践を進めていき，その上で必要に

応じて彼らの利用行動の改善に繋げることができるようにする教育実践が必要と考えられた。

1.3 R-PDCAサイクルを活用したインターネット依存改善のための授業実践と評価

1.3.1 依存防止プログラムの分析

そこで，このような課題を改善した教育実践を行うための単元開発を行う上で，アルコール

や薬物などの依存に関する依存防止プログラムや依存回復の手法から，単元開発に活かすこと

ができる教育的知見を得ることが有効ではないかと考えた。その理由は，インターネット依存

は先述のように現在のところ依存症としては明確に定義されていないが，アルコール依存など
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の他の依存症と同様に自分自身の力でコントロールすることができず，それによって生活リズ

ムや心身の健康状態を乱すという点では変わらないためである（白川・長尾.1999）。また，

Frank（2013）も「ネット依存に立ち向かうときに役立つのは，ほかの依存への対処法です。

ネット依存も，アルコールやギャンブル依存と同じ特徴を持っています。ですから，ネット依

存の対処と治療には，他の依存症と治療が当てはまります」と述べているためである。

このような理由から，様々な依存防止プログラムや依存回復の手法に関する先行研究の分析

を行った。そして，以下の3点が単元開発，授業実践を行う上で有益な知見ではないかと考え

られた。

1 点目は，生徒に依存に対する問題意識や危機感を持たせることの重要性である。人が依存

症に陥り，それを治療する際には，自分は依存症だから治す必要があるという，「依存症の自

覚」と「治療するという決心」が必要である（渡辺.2007，片田.2007）。しかし現実には，依

存症という事実を医師等の専門家から宣告されない限り，人は「依存症を自分に起こり得る病

気と認識せず，依存に関して無警戒・無関心・無知である傾向が強い」（渡辺.2007）という特

徴がある。そこで，このような依存に対する人間の考え方の特徴や傾向を踏まえ，インターネ

ット依存についての授業実践を始めていく導入の段階において，まずインターネット依存は自

分にも関わる可能性のある，身近で危険な問題であることを生徒に認識させる必要があると考

えられた。

2 点目は，実生活における行動力を育成することの重要性である。本章における授業実践を

通して生徒に育てたい力は，授業での学習を活かして，生徒がインターネットを利用する上で

自らに必要なルールを設定し，日常生活においてそれを意識して守りながら利用することがで

きる力である。これは言い換えれば，授業での学習を実生活での自身の行動に活かす力のこと

である。このような実生活における行動力の育成について，保健学習の観点から阿部ら（2000）

は，「体や健康に関わる生活や環境の現実を理解させ，知識はもとよりスキルを提供すること

により実践力が高まる」としている。そこでこのような指摘を踏まえ，インターネット依存に

関する授業実践においては，生徒にインターネットに依存することによって及ぼされる心身へ

の悪影響や，その後の日常生活への影響などについて目を向けさせた上で，依存に対する予防

方法や対処方法など，具体的な手段，対応方法について学習する機会を設けることが必要であ

ると考えられた。

3 点目は，生徒の生活習慣を見直し，必要に応じて改善させることの重要性である。そして
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ここでの内容が，本章で行う授業実践において R-PDCA サイクルの活動を取り入れることが

有効ではないかと考え，単元の中に組み込むこととした理由に該当する部分である。依存とは，

ある物事や行動を自分自身の力でコントロールすることができず，ある特定の行動に極端に偏

った生活を送る状態のことである。そこで，このように偏った生活を改善するためには，現状

の生活習慣を分析し，改善案を立て，改善に向けて行動に移していくという一連の取り組みが

必要ではないかと考えられる。そして，このような依存状態からの生活習慣の改善について，

渡辺（2007）は「依存症にかかっていると心の持ち方を変えることは困難であるため，行動面

から変えていく。そのためには生活スタイルを見直すとよい」としており，依存状態の現状の

生活習慣を分析し，その結果を踏まえて改善を目指してしていくことが有効であると述べてい

る。 また，白川・長尾（1999）は，今日一日やるべきこと，取り組むべきことを考え，それ

を達成できるように取り組むこと，つまり，自分に必要な目標を設定し，毎日継続的にその目

標を達成できるように取り組むことが効果的であるとしている。さらに白川（2013）は，行動

記録をつけて自分と向き合い，依存症になった原因をつきとめ，有意義に時間を使うための計

画を立て，行動に移すことが効果的であることを，樋口（2014）は生活のリズムを整えて規則

正しい生活を送ることが回復への第一歩であると述べている。

以上を踏まえて，インターネット依存に関する授業実践を行っていく上で，まず生徒に自身

の利用行動を分析（【R】）させることによって，その問題点や課題を考えさせると共にインタ

ーネット依存は自分自身にも関わる可能性のある，身近で危険な問題であることを生徒に認識

させ，その分析を踏まえた上で自身の利用行動を改善するための改善目標を検討させ（【P】），

その後それを守った利用ができるように一定の期間取り組みを行わせ（【D】），その取り組みに

対する成果，反省点について検討する自己評価（【C】）を行い，それを踏まえたさらなる改善

目標の再検討（【A】）を行わせるという順序でR-PDCAサイクルの活動を行う機会を設けるこ

とにより，生徒のインターネットの利用行動の改善に繋げていくことができるのではないかと

考えた。

1.3.2 R-PDCAサイクルをインターネット依存改善のための教育に活用する意義

前節において，今回の授業実践を進めていく上で活用することとしたこの R-PDCA サイク

ルは，Research（診断），Plan（計画），Do（実施），Check（評価），Action（改善）という

一連の活動を通して，子どもの自己の学習や生活のあり方を自律的に改善する力である自己マ
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ネジメント力の育成を目指すものである（田中.2009b）。これまでこの R-PDCA サイクルは，

教育現場では主に子どもの学力向上を目的に用いられてきた手法である（BenesseⓇ教育開発

センター.2005）。

従来企業や教育現場など様々な組織で用いられてきていた PDCA サイクルは，企業が利潤

追求や安全確保，顧客や労働者の満足度を最大にするために，それぞれの企業内プロジェクト

のマネジメント手法として，計画・実施・評価・改善というプロセスを踏むために作られた経

営モデルである。これは，それまでの作業が経験と勘に頼っていたために，目標に対して最大

の効果を上げることができなかったことへの反省から生まれたものである。そしてそれを教育

工学分野に適用すると，例えば学力向上のための PDCA サイクルとは，学力向上に効果的な

カリキュラム計画や授業計画，学校経営計画などを作り（Plan），それを着実に実施し（Do），

その成果をきちんと評価し（Check），その評価結果を受けて次の改善計画を作って実施する

（Action）という一連の学力向上の取り組みのマネジメントプロセスのことになる。そして，

それをさらに発展させたR-PDCA サイクルは，従来のPDCA サイクルよりもPlan の計画段

階前に行う事前の実態調査（Research）の重要性を強調し，Plan の計画段階を，事前の調査

結果を踏まえた改善プランを作成する段階に高めることができるというメリットを持ったも

のである。これによって，各学校は年度末もしくは年度当初に学力調査を行い，その結果に対

応させて授業と学校運営の改善プランを作成できるようになった（統計数理研究所 .2010）。

そして田中（2009b）は，このR-PDCAサイクルの具体的活動例を示した上で，子ども自身

が家庭での学習や生活習慣を自己改善するための手法としてこのサイクルを活用することが

有効であることを示している。したがって，この活動を本章における授業実践取り入れること

によって，生徒の日常生活でのインターネットの利用行動を改善することを目指した授業実践

を行うことができるのではないかと考えられた。

そこでここでは，この R-PDCA サイクルをインターネット依存改善のための授業実践で取

り入れる意義について述べる。まず【R】では，授業の最初に生徒自身の携帯電話やパソコン

の利用状況の現状やその問題点を把握させることにより，生徒が自らの問題意識としてインタ

ーネット依存の問題を捉え，常に日常生活での利用を意識しながらその後の学習に臨むことが

できるようになる。【P】では，【R】の活動で明らかとなった生徒自身の利用状況の現状や問

題点を踏まえて，彼らが現在の自分自身に必要な利用行動改善のためのルールを設定すること

ができる。実際に，遊橋ら（2008）や藤川（2008）などによって，子どもたちの携帯電話の
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利用にあたってはルールを作ることが重要であると指摘されている。次に【D】では，【P】の

活動において生徒が考えたルールを，ただ考えさせるだけで終わるのではなく，彼らがそれを

実際の日常生活での利用行動に移す機会を授業実践の中に設けることができる。以上の点から，

先述した従来の教育方法の課題が改善できるのではないかと考えられる。さらに【C】では，

生徒が【D】の取り組みに対する自己評価を行い，自分自身の取り組みを客観的に分析するこ

とにより，取り組みの成果や今後の課題，さらなる改善点を明確にすることができる。最後に

【A】では，【C】で見出された今後の課題や改善点を踏まえて生徒が新たなルールを設定し，

さらなる改善に繋げていくことができる。また，一度 R-PDCA サイクルの活動を経験するこ

とによって彼らが一連の活動の流れを把握することができれば，授業後も生徒が自分自身で自

主的に継続して取り組むことができるようになると考えられた。以上より，この R-PDCA サ

イクルの活動をインターネット依存改善のための授業実践に取り入れる意義があると考えら

れた。

1.3.3 目的

以上を踏まえて本研究では，自己の生活のあり方を自律的に改善する力を育てることを目的

とするR-PDCAサイクルの活動を取り入れたインターネット依存に関する授業実践を行った。

そして，インターネット依存改善のための学習における R-PDCA サイクルの有効性について

検討することを目的とした。

1.3.4 授業実践の概要

これまでに述べてきた内容，依存防止プログラムの分析から得られた知見を踏まえて

R-PDCA サイクルを活用したインターネット依存に関する授業の単元構成を行った。そして，

2009年7月から9月の期間で，大阪府にあるK高等学校の情報科の授業内において計8時間

の枠組みで筆者が授業実践を行った。対象は 3 年生 3 クラスの計 137 名（男性 100 名，女性

37名）であった。授業実施日と授業実践の概要は表1-1に示す通りである（鶴田.2012；鶴田・

田中2012）。
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表1-1 授業実践の概要とR-PDCAサイクルの位置づけ

まず，第1回目の授業実践では，生徒に自分自身の携帯電話やパソコンの利用状況の特徴や

傾向を分析させる活動を行った。これが【R】に位置づけられる活動である。本時ではまず最

初に，依存防止プログラムの分析を通して必要と考えられた「生徒にインターネット依存は自

分にも関わる可能性のある，身近で危険な問題である」ことの意識，危機感を持たせることを

目的として「NNN ドキュメント’08 ケータイ依存 もうひとつの“自分”」を視聴させた。

その理由は，この番組は生徒と同年代の人（高校生）が携帯電話に依存している様子が描写さ
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れているため，生徒が同年代の人にも依存している人がいるという事実を知り，インターネッ

ト依存が他人事ではない，自分にも関わり得る危険な問題であることを認識させる上で効果的

と考えたからである。そして生徒が視聴する際に，ケータイ依存症チェックリスト（鶴田 2009）

を用いて，番組に登場した人物はチェックリストのどの質問項目に当てはまるのか，また視聴

後に自分自身はどの項目に当てはまるのかをチェックし，レーダーチャートに示して両者を比

較させた。そして本時の最後に，この後に行う利用改善のための改善目標を検討する【P】の

活動に繋げることを目的として，レーダーチャートに表したチェックリストの結果，および事

前に生徒に記録させておいた1日平均あたりの携帯電話の利用時間やメールの送信件数，パソ

コンの利用時間などの利用実態の記録を参考にさせながら，生徒に自身の利用状況の現状や特

徴，また今後自分に対して改善が必要と考えられる事柄について文章にまとめさせた。

第2回目，第3回目では，田中（2009a）がネット安全教育で活用できる参加型アクティビ

ティとして有効性を検討している「調査研究」の活動を行った。これは，学習者自身がインタ

ーネットや新聞記事等からネット危機に関するテーマについて調べて発表を行うことで，その

ネット危機の危険性を，具体事例をもとに実感を持って理解させることができるという教育効

果を持った活動である。そしてこの活動も，前時と同様に生徒にインターネット依存は自分に

も関わる可能性のある，身近で危険な問題であることを意識させることを目的としたものであ

る。そして授業では，まず国内外のインターネット依存に関わる事例や研究の知見を生徒に講

義形式で解説した。その後，第2回目の授業ではインターネット依存によって及ぼされる様々

な悪影響について，また第3回目の授業では人々がインターネットに依存してしまう要因，及

び依存防止プログラムの分析を通して生徒が学習する機会を設ける必要があると考えられた

インターネット依存の予防方法，対処方法などの対応方法について，インターネット依存に関

する文献，統計資料，新聞記事などを活用して調べさせ，調べた事柄やそれに対する自分自身

の考え，意見をまとめさせた。その上で，生徒同士で調べた事柄や意見を交換させた。この活

動は，筆者から生徒への講義形式の授業に加えて，生徒自身の力で調べたり考えさせたり，ま

た生徒がお互いの調べたことや意見を交流する場を設けることによって，生徒が一層インター

ネット依存について関心や危機感を持ち，意欲的に学習に取り組むのではないかと考えたため

行ったものである。

第4回目では，第1回目で行った利用状況の分析を踏まえ，生徒に今後どのように携帯電話

やパソコンを利用していくことが望ましいのかを考えさせた上で，使用改善計画表の作成を行
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った。これが【P】に位置づけられる活動である。ここでは，第 1 回目の授業で生徒が検討し

た自身の利用状況の現状や特徴，また自分の利用行動に対して改善が必要と考えた事柄を参考

に，本時の終了後に迎える3週間の夏期休暇中に，どのような利用を心掛けるべきかを生徒自

身に考えさせた。そして，使用改善計画表に意識するべきルールとしての改善目標を記入させ

た。これは，夏季休暇というインターネットの誘惑に負けてしまいやすいと考えられたこの時

期に，夏季休暇中に心掛けるべきインターネット利用に関わるルールとしての改善目標を設定

し，日々記録をつけながら守れるように取り組ませることによって，生徒にルールを設け，そ

れを守るように意識してインターネットを利用することの大切さを感じさせることを目的と

した活動である。生徒にはそれぞれ今の自分に必要と考えた目標を設定させ，夏季休暇中はそ

の目標を守った利用できるように取り組ませた。また，毎日の取り組みの状況については使用

改善計画表に記録させた。これが【D】に位置づけられる活動である。

夏季休暇終了後の第 5 回目では，夏季休暇中における取り組みの自己評価の活動を行った。

これが【C】に位置づけられる活動である。本時では，夏季休暇中に記録した使用改善計画表

を持参させた上で，約3週間の取り組みを振り返り，その成果や反省点，また今後の課題につ

いて文章でまとめさせた。

最後に第6回目から第8回目では，使い方宣言文の作成とその発表会を行った。これが【A】

に位置づけられる活動である。この活動は，田中（2009a）がネット安全教育で活用できる参

加型アクティビティとして有効性を検討している「自己宣言」の活動であり，自分で取り組み

たい安全なインターネットの活用方法について友達の前で宣言することにより，安全で人に迷

惑をかけない利用への責任感を育てられる教育効果を持った活動である。本時では，この授業

実践前までの自分自身の利用状況や，夏季休暇中の取り組みの成果，反省点等を踏まえて，ま

た本実践全体のまとめとして，生徒に今後自分自身が携帯電話やパソコンを利用する際に心が

け，意識しようと思うルールを，短文の宣言文形式で3文考えさせた。そして，生徒に教室の

前で「これまでの自身の利用状況とその問題点」，「夏季休暇中の取り組みの成果と反省点」，「こ

れから意識しようと思うルール」についてプレゼンテーションソフトを利用して発表させる活

動を行った。その後，授業全体のまとめとして，発表したことを授業が終了しても継続して守

れるように努力しようという趣旨のまとめを行い，授業実践を終えた。

しかし田中（2009b）は，【A】の活動は，【C】の活動を踏まえて見出された反省点や課題を

もとに新たな目標を設定させ，その後，この授業実践で言えば夏季休暇中の活動のように，生
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徒に再び使用改善計画表を作成させた上でそれにもとづく取り組みを行わせ，その取り組みの

状況を記録，評価させるという形で，継続的に R-PDCA サイクルの活動に取り組ませること

が有効であるとしている。しかし今回の実践では，K 高校の情報科のカリキュラムの都合上，

授業実践の枠組みの中では一度限りの1サイクルの活動しか行うことができず，【C】の活動を

踏まえた【A】の活動では，今後のルールとしての目標を生徒が使い方宣言文として作成，発

表するまでに留まり，その後の生徒の取り組みを授業の中で扱うことができずに終えることと

なった。したがって，どのように活動を生徒に継続的に行えるように授業を設計するかという

ことが，今後の授業改善のための課題の1つとして考えられた。

1.3.5 結果と考察

1.3.5.1 はじめに

先述までのように，本実践ではインターネット依存改善のための教育実践においてR-PDCA

サイクルを活用することにより，生徒に携帯電話やパソコンを利用する上で自身に必要なルー

ルを設定し，そのルールを意識して行動に移すことの大切さを認識させ，そして生徒の日常生

活でのインターネットの利用行動の改善を促すことを目標とした授業実践を行った。

このような目的で行った R-PDCA サイクルを活用した授業実践の評価を行うため，調査 1

として「生徒の学習に対する自己評価」，調査 2 として「ルールを守りインターネットを利用

している生徒数の変化」，調査 3 として「授業を通した生徒の自己認識の変容」に関する質問

紙調査を行った。全ての調査対象は授業を受けた生徒137名であった。

1.3.5.2 生徒の学習に対する自己評価

1．方法

・目的：授業実践における，生徒の学習に対する自己評価を明らかにする。具体的には，R-PDCA

サイクルを取り入れた学習活動を通して，生徒が肯定的に認識すると予想される，携帯電

話・パソコンの使用時におけるルールの認識，インターネット依存に対する考え方・行動に

関する項目について，どの程度の生徒が肯定的な認識を持つことができているのかを明らか

にする。

・日程：2009/11/ 25

・分析方法：先述した内容に関する質問を4項目取り上げ，4件法で回答させた。分析は，「全
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くあてはまらない」，「あまりあてはまらない」は否定的評価として，「あてはまる」，「とて

もあてはまる」は肯定的評価にカテゴリ分けしてχ２検定を行った。質問項目とその結果は

表1-2の通りであり，括弧内は，肯定的評価および否定的評価の各回答者数の内訳を示す。

表1-2 生徒の学習に対する自己評価

項目 質問

自己評価

肯定的

（とてもあてはまる，

あてはまる）

否定的

（あまりあてはまらない，

まったくあてはまらない）

χ2値

ルール

の認識

Q1：授業を通して，携帯電話やパソコンを

使う上でのルールを作ることの重要性を認

識することができた。

113

（95，18）

24

（21，3） 57.82***

Q2：授業を通して，携帯電話やパソコンを

使うときにルールを作り，意識して行動に

移すことの大切さを感じることができた。

127

（103，24）

10

（10，0） 99.92***

考え方

行動

Q3：授業を通して，「ネット依存」の問題に

ついて真剣に考えるようになった。

110

（101，9）

27

（25，2）
50.29***

Q4：授業を通して，携帯電話やパソコンを

使うときに自分の行動を考えるようになっ

た。

122

（115，7）

15

（14，1） 83.57***

（n=137，***=p<.001）

括弧内は4件法にもとづく回答者数の内訳を示す。

2．結果と考察

検定の結果，携帯電話やパソコンを使う上でのルール作りの重要性の認識（χ2(1)=57.82，

p<.001），作成したルールを行動へ移すことの大切さの認識（χ2(1)=99.92，p<.001）に対す

る偏りが有意であった。また，ネット依存に対する考え方（χ2(1)=50.29，p<.001），携帯電

話，パソコン利用における自分の行動を考えること（χ2(1)=83.57，p<.001）に対する偏りが

有意であった。また，どの質問項目についても肯定的評価の回答数の方が多く， 4 段階の内

訳でも，すべての項目において「とてもあてはまる 」と回答した生徒が最も多く，「まったく

あてはまらない」と回答した生徒が最も少ないという結果であった。

以上の結果から，授業実践の中で携帯電話・パソコンとの付き合い方や利用上のルールにつ
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いて考えさせる【P】の活動だけでなく，【D】の活動として，生徒に夏季休暇中の日常生活の

中でそれを意識して取り組ませる機会を設け，生徒がそれに対する成果を感じることができた

ことが，生徒の客観的な自己評価の結果として Q1，Q2 において 80%以上の生徒が授業を通

してルールについて肯定的な認識を持ち，その中でも「とてもあてはまる」と強く認識した生

徒が多かったという結果に繋がったのではないかと考えられる。次に，考え方や行動に関する

項目については，第1回目の学習を中心に，インターネット依存が危険で身近な問題であるこ

とを生徒に意識させながら様々な学習活動に取り組むことができるように単元を設計したこ

とが，Q3 においてインターネット依存の問題について真剣に考えるようになったと肯定的に

認識している生徒が多かったという結果に繋がり，その中でも「とてもあてはまる」と回答し

た生徒が多かったという結果になったのではないか考えられる。また，Q3 の質問に対して肯

定的に評価した生徒が多かったという結果は，同時にインターネット依存に対する危機感や目

的意識を持って学習することができた生徒が多かったことを示していると考えられる。なぜな

ら，インターネット依存について危機感や目的意識を持って学習することができず，目的意識

を持たないまま学習を終えたのであれば，それは，授業を通してこの問題について真剣に考え

るようになったとは言い難いと考えられるためである。さらに，第1回目の授業において【R】

の活動として自分自身の利用状況について自己分析をさせたこと，また【C】，【A】の活動に

おいて，【D】における夏季休暇中のの取り組みを振り返った活動のように，自分自身の利用状

況を見つめなおし，振り返る活動を 2 度行ったことが，Q4 において多くの生徒が携帯電話を

利用する際に，自分自身の利用行動を考えるようになったと肯定的に認識したという結果に繋

がったと考えられる。

しかし一方で，どの項目についても否定的評価をした生徒がおり，「まったくあてはまらな

い」と回答した生徒はいずれも僅かであったが，「あまりあてはまらない」と回答した生徒が

各項目において少なからず見られた。本実践では，インターネット依存の程度の高低や，携帯

電話やパソコンの利用状況に関係なく生徒全員に同じ学習活動に取り組ませたが，それによっ

て依存のリスクの高い生徒や低い生徒などの生徒それぞれの実態に十分に対応できない部分

があったことが，このような結果となった理由として考えられる。まず，依存のリスクが低か

った生徒にとっては「今まで通りで自分は問題ない」，「別にルールを作らなくても大丈夫」等

の認識を持っていたと考えられることから，4 つの質問項目いずれについても肯定的な認識を

持ちにくかったのではないかと考えられる。また，依存のリスクが高かった生徒にとっては，
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本時で行った学習活動だけでは，このような質問項目に関する事柄を肯定的に認識するには授

業時間や学習内容などが不十分であったことが考えられる。

以上より，今後インターネット依存に関する授業実践を行っていく際には，生徒のインター

ネット依存の実態に対応した教育実践ができるように授業設計を検討する必要があること，特

に依存のリスクが低い生徒と高い生徒への学習活動をどのように検討していくかが，今後の授

業改善の課題として考えられた。

1.3.5.3 ルールを守り利用している生徒数の変化

1．方法

・目的：授業実践後に，どの程度の生徒が継続的に自分自身に必要なルールを設定し，それを

意識しながら携帯電話やパソコンを利用しているのかを明らかにする。

・日程：2009/7/8（授業前），11/25（授業後）

・分析方法：質問項目の内容は，「守って使用している」，「守れていない」の 2 件法で回答さ

せた。なお，「ルールそのものを設定していない」という項目も考えられたが，ルールを設

定していなければ守れるものはないため，ここではそれを「守れていない」に含めることと

した。そしてχ２検定を行い，授業実践前と実践後でルールを守って利用している生徒数の

変化を分析した。結果は表1-3の通りである。

2．結果と考察

検定の結果，授業実践前と実践後でルールを守りながら利用している生徒の人数を比較する

と，有意な差が見られた（χ２(1)=23.29,p<0.01）。

この結果から，授業実践を通して，自分自身に必要なルールを設定してそれを意識しながら

携帯電話やパソコンを利用するようになった生徒が44％（61人）増え，全体として74％（101

人）となり，それが一時的なものではなく授業を終えてから約2か月間継続できていることが

確認できた。このようにルールを守って利用するようになった生徒が増えたという結果は，生

徒がどのような利用をすれば自分がインターネット依存に陥る危険性があるのかを自ら判断

した上で，自分自身に必要な行動基準を考え，それに基づいて利用できるようになった生徒が

増えたと言うこともできると考えられた。なぜなら，インターネット依存に陥る危険性がある

使い方を考えられない状態で，自分自身に相応しくない，不適切な行動基準を設定してしまっ

た場合，その基準は自分自身に適していないため，一定期間それを守って利用することが難し
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いと考えられるためである。そして，このように継続してルールを守った利用ができている生

徒が増えた理由としては，特にこれまでは何も意識せずにインターネットを利用していた生徒

にとって，【A】の活動で授業以降に守るべきルールを設定しクラスメートの前で発表させたこ

とや，授業でR-PDCAサイクルの活動を経験してその成果を感じることができたことにより，

多くの生徒が授業後もその経験を活かしてインターネットを利用できていたためではないか

と考えられる。

しかし，授業の最後に使い方宣言文としてルールを設定したにも関わらず，生徒全体の26％

（36 人）がルールを守って利用していないという結果も示された。このような結果になった

理由としては，まず携帯電話やパソコン普段の利用状況やケータイ依存症チェックリストの結

果などから，インターネット依存のリスクが低いと考えられた生徒（27 人）にとっては，わ

ざわざルールを設定しなくてもこれまで通りの利用を続ければ問題ないという考えを持って

いたからではないかと考えられる。また，リスクが高いと考えられた残りの生徒（9 人）につ

いては，先述のように【A】の活動以降，授業の枠組みで生徒の継続的な取り組みを扱うこと

ができず，授業を終えて以降にルールを設けていなかった授業実践前の状態に彼らが戻ってし

まった可能性があること，またルールを意識して利用する行動が十分に定着しなかった可能性

があることなどがその理由として考えられる。

以上の結果からも，インターネット依存のリスクの高い生徒には R-PDCA サイクルを 1 回

だけではなく複数回取り組めるようにしたり，また一方で，リスクの低い生徒にも彼らの実態

に適した学習活動に取り組めるようにしたりするなど，生徒のインターネット依存の実態に対

応した教育実践ができるように授業設計を検討する必要があることが，今後の授業改善の課題

として考えられた。

表1-3 ルールを守って利用している人数（人）

守って

使用している
守れていない

授業前 40 97

授業後 101 36
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1.3.5.4 授業を通した生徒の自己認識の変容

1．方法

・目的：生徒自身のインターネット利用に関わる意識，行動の観点から，生徒が授業前と授業

後での自分自身の変化をどのように認識しているのかを明らかにする。

・日程：2009/11/25

・分析方法：この調査は自由記述形式で行い，授業前と授業後の自分の意識や行動の変化につ

いて記述させた。そして，全ての生徒の記述を類似する内容ごとにカテゴリに分類した。

2．結果と考察

分類の結果，大きく5つのカテゴリに分けられた（表1-4）。そしてこの結果，携帯電話やパ

ソコンを利用する際に，自分自身で様々なことを意識しながら利用していると認識している生

徒の割合が，授業後で 81.6％（（1）+（2）+（3）の合計）と，授業前の 29.1％（（1）+（2）

の合計）に比べ，多くの生徒が授業を通して様々なことを意識しながら利用するようになった

と認識していることが明らかとなった。また，これについては約2ヶ月後に調査を行った結果

であることから，期間に生徒の個人差は多少あると考えられるものの，多くの生徒が授業を終

えてからの約2か月の間もその意識を持って行動できいると言えるのではないかと考えられる。

これは，授業の 1 回目に自己分析【R】を行ったことにより，生徒が自己分析を通して明ら

かとなった自身のインターネットの利用に関わる問題点や課題を意識するようになったこと，

また夏季休暇中の目標の設定【P】と実践【D】，自己評価【C】によって，生徒が夏季休暇中

の取り組みの成果を感じ，それによって携帯電話やパソコンを利用する際には様々なことを意

識しながら利用することが大切であると認識することができたこと，さらに授業終了後以降の

ルールを考えたこと【A】によって授業実践を終えたことにより，生徒が今回のR-PDCAサイ

クルの経験を活かしながら，そのルールを意識して継続的に利用できていることなどが，本調

査において，多くの生徒が自分自身の良い変化を認識しているという結果に繋がった理由では

ないかと考えられる。

しかし先述のように，意識はできていても行動にまで結びつけられていない生徒がいたこと，

授業前とほとんど変わっていないと認識している生徒がいたことを踏まえると，今後の実践で

は，利用行動の改善だけでなく，高校生に見られやすいインターネット依存の依存的な意識や

考え方の改善にも焦点を当てた授業実践を行うことができるようにする必要があると考えら

れた。



35

表1-4 生徒自己意識の変容

カテゴリ名 定義と説明 割合（％）

（1）意識して行動→より意識

以前から利用時間やマナーなど様々なことを意識して利用して

いたが，授業を通してより一層気をつけて利用するようになっ

た。

19.7

（2）意識して行動→変化なし
今まで殻様々なことを意識して利用していたので，授業の前か

らはそれほど変わっていない。

9.4

（3）意識なし→意識して行動

今まではあまり何も考えずに携帯電話やパソコンを利用してい

たが，授業を通して，利用時間や場所，マナーなど様々なこと

を意識して利用するようになった。

52.5

（4）意識なし→意識あり
以前に比べるといろいろと意識するようにはなったが，まだ行

動にまで結び付けられていない。

17.3

（5）意識なし→変化なし 授業前からほとんど考え方や行動は変わっていない。 1.1

1.4 本章のまとめ

本章では，「生徒が授業内で自身の普段の利用行動を振り返る機会を持つことができていな

いまま授業が進められることとなるため，彼らが自分自身の日常生活でのインターネット利用

を意識しながら学習を進めることができているとは言い難い」，「学習が教室の中で収束してし

まっており，学習したことを彼らが日常生活での利用に活かすことができていない可能性があ

る」という従来のインターネット依存改善のための教育実践における教育方法上の課題を改善

するための手法を検討した。そして，依存防止プログラムや依存回復の手法について分析した

ところ，教育工学研究のカリキュラム開発の分野において実績のあるPDCA サイクルにR の

視点を加えたR-PDCAサイクルの活動を取り入れることが有効ではないかと考えられたため，

この活動を取り入れた単元開発，授業実践を試行した。

そして学習対象の生徒に質問紙調査を行った結果，この活動を取り入れた授業実践を通して

下記のことが示された。

・多くの生徒が携帯電話やパソコンの利用におけるルールの大切さについて肯定的な認識を持

ち，自分で決めたルールを意識してインターネットを利用している生徒が増えたこと。

・多くの生徒が授業前に比べて自分自身で様々なことを意識しながらインターネットを利用す

るようになったと認識していること。

さらに，授業実践を通して生徒の1 日の平均利用時間が97 分（SD=0.45）から49 分（SD

＝0.30）に，メールの送信件数が 24 件（SD＝14.25）から 13 件（SD＝5.63）に減少してお

り，これらの結果から生徒の利用行動が全体的に改善していることも確認された（平均利用時

間：t(136)=37.75, p<.01；メールの送信件数：t(136)=14.03, p<.01）。
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以上より，インターネット依存改善のための授業実践において R-PDCA サイクルの活動を

行うことが生徒の利用行動の改善に有効であることが示唆された。そして本研究のように，イ

ンターネット依存改善のための学習において，生徒の日常生活にまで学習活動の場を広げ，生

徒に自身の携帯電話やパソコンの利用状況を振り返らせ，必要に応じて利用状況の改善を促す

ことができるような教育的手法については，現在のところ R-PDCA サイクル以外の手法は提

案，検討されていないため，この手法による教育的な効果は大きいのではないかと考えられた。

しかし先述のように，本来 R-PDCA サイクルは，その活動を一度で終えるのではなく，1

通りの活動を終え，新たな問題，課題が見出されれば，それに対する改善案を立て，再度実践

し，その評価を行うという，連続した取り組みが必要な活動である。そして，それが実現でき

なかったことによって，授業を通して変化があまり見られなかった生徒がいたことも事実であ

る。したがって今後の課題としては，高等学校の情報科における授業実践の中で，本研究にお

いて一度限りの活動でもその有効性が示唆された R-PDCA サイクルの活動を生徒が継続的に

行うことができるように授業設計を検討する必要があると考えられる。また，授業を通した生

徒の変容に関する質問紙調査の方法にも課題があると考えられた。本章の調査は，いずれも授

業前後の2回もしくは授業後の1回のみで行ったものであった。そのため，授業後の生徒の状

態が調査後も維持されていたのか，もしくは変化が見られたのかについてまでは十分に明らか

にすることができなかった。したがって，授業を通した生徒の変容に関する調査方法について

も，継続的に調査を行うようにするなどの工夫が必要であると考えられた。

さらに，このような点に留意して次の実践を行う際には，本実践を通して考えられた「学習

対象の生徒のインターネット依存の実態に対応した実践ができなかった」，「現代の高校生に見

られやすいインターネット依存の依存的な行動だけでなく，依存的な意識や考え方などの特徴

に焦点を当てた実践ができなかった」という課題を改善した実践を行うことができるようにす

る必要がある。そこで，このような実践を行うためには，生徒のインターネット依存傾向の実

態を事前に測定し，把握した上で，高校生に見られやすい依存的な意識や行動などの特徴を改

善することを目的とした授業設計の検討を行っていく必要があると考えられるが，本章の授業

実践終了時点では，高校生のインターネット依存を測定するための尺度は開発されていなかっ

たため，この時点では彼らの実態を測定できる状況にはなかった。したがって第2章では，現

代の高校生のインターネット依存を測定する尺度の開発を試みることによって，彼らの実態を

測定できる状況を整える必要があると考えられた。



37

第2章 高校生向けインターネット依存傾向測定尺度の開発

2.1 はじめに

第１章での実践研究を通して，インターネット依存改善のための教育における今後の授業改

善のための課題として，「学習者の生徒のインターネット依存の実態を測定し，その実態に応

じた教育実践を行うことができるようにすること」，「現代の高校生のインターネット依存に見

られやすい依存的な意識や行動などの特徴に焦点を当てた授業を行うことができるようにす

ること」などが考えられた。

実際，文部科学省（2009）の調査結果を見てもわかるように，高校生の携帯電話やパソコン

の所有状況，またインターネットの利用状況や利用目的は各個人によって様々であると考えら

れる。さらに大野ら（2010）は，インターネット依存を利用するサービスから「リアルタイム

型ネット依存」，「メッセージ型ネット依存」，「コンテンツ型ネット依存」の3つのタイプに分

類している。このような理由からも，生徒の間でインターネット依存のリスクの程度や実態に

は違いがあると考えられるため，インターネット依存改善のための授業実践を行うにあたって

は，学習対象の生徒の依存の実態を測定した上で，可能な限りそれに応じた授業が展開できる

ようにする必要があると考えられる。

しかし第 1 章で行った実践を含め，インターネット依存に関する教育実践の先行研究では，

生徒の実態に応じた授業実践や，学習対象の生徒の発達段階，つまり本研究で言えば現代の高

校生に見られやすいインターネットへ依存の依存的な意識や行動などの特徴に焦点を当てた

実践が行われているとは言い難い。さらにそれ以前の問題として，これまでから高校生のイン

ターネット依存の危険性が指摘されてきていたにも関わらず，彼らのインターネット依存傾向

を測定するための尺度は国内では開発されてこなかったため，これまでは学習対象の生徒の実

態を測ることや，高校生に見られやすい依存的な意識や行動などの特徴に焦点を当てた実践は

そもそも行うことができない状況にあった。

そこで本章では，このような課題を改善するために，高校生のインターネット依存の実態を

測定する尺度の開発を試みていくこととする。

2.2 高校生のインターネット依存を測定する必要性

このように高校生のインターネット依存を測定する尺度が存在しない状況では，先述した授

業改善のための課題が解決できないどころか，現代の高校生の実態を把握し，この問題から彼
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らを守るための対策を検討することすらも困難な状況が今後も続いてしまうと考えられるた

め，早急に尺度が作成される必要があると考えられる。そこでまず，高校生のインターネット

依存を測定することの必要性について，ここで整理しておきたい。

筆者がこのインターネット依存傾向尺度の開発を試みようとした時期は，高校生の携帯電話

の使用率は 90％を超えており，パソコンの使用率も約 85％と，彼らのインターネットに接続

する機器の利用率はここ数年高い状態にあった（内閣府.2013）。この 2 つの使用率を見ると，

ほとんどの高校生がインターネットを日常的に利用していると考えられる。このような状況の

中で，鶴田（2012）は「携帯電話やパソコンを持つ高校生の多くが，『ネット依存』の状態に

あることを意味している」と指摘をすることで，高校生のインターネット依存の問題について

警鐘を鳴らしている。さらに序論でも述べたように，それ以前からもこの問題への警鐘が鳴ら

されてきていた。しかし，これまで日本では高校生のインターネット依存の問題に対する対策，

教育などの取り組みについては殆ど行われていない。その理由としては，インターネット依存

を調査するための診断基準については，彼らより世代が上の大学生向けの尺度は鄭（2007）に

よって作成されているが，高校生向けの尺度はこの時点でまででは作成されておらず，測定す

るための尺度がなければ彼らの現状を把握するための調査を行い，実態を把握することができ

ないため，この問題の治療や予防，教育などの対応，対策の方法について検討することすらこ

れまでは難しい状況にあったためだからではないかと考えられる。

そこでこのような状況を改善するためには，まず高校生のインターネット依存を測定できる

ようにすることが必要なのであり，そのための尺度を作成することによって，彼らの実態の把

握し，その実態を踏まえた教育や対策方法の検討に繋げていけるようにすることが必要と考え

られた。また，先述した高校生の利用実態や鶴田（2012）の指摘なども踏まえると，今後高校

生の間でインターネット依存の問題をより深刻化させないようにするためにも，尺度を開発す

ることによって彼らの実態をいつでも把握できる状態にしておき，それに応じて保護者や教員

などが彼らに適切な対応や指導を行えるようにしておくことも必要と考えられた。

さらに，第1章で行ったような高校生を対象としたインターネット依存の改善のための教育

実践においても，尺度が作成され，生徒の依存傾向や実態を測定できるようにしておくことに

より，例えば依存のリスクが高い生徒には治療的な視点の教育や支援，また依存のリスクが低

い生徒には予防的な視点に立った教育を行うなど，生徒や学級の実態に応じた教育実践を柔軟

に展開することが可能になる。また，尺度が開発されることによって高校生に見られやすい依
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存傾向の特徴も明らかになるため，それに焦点を当てた授業実践を行うことができるようにな

る。以上より，先述した授業改善のための課題も改善できるようになると考えられる。さらに，

その実践において生徒に自身の利用状況の自己分析（【R】の活動）を行わせたことが効果的で

あったことを述べたが，尺度が開発されることによって生徒が自身の依存傾向やその特徴をよ

り客観的に把握できるようになるため，このような活動がより一層充実したものとなるのでは

ないかとも考えられる。

このように，必要に応じて生徒の実態を測定し，彼らの周囲の大人がいつでも適切な対応が

できる状態にしておくためにも，またインターネット依存改善のための教育実践が従来よりも

充実したものとなる可能性があると考えられることなどからも，高校生のインターネット依存

を測定することが重要なのであり，それを可能とする尺度を開発することが必要ではないかと

考える。

2.3 高校生向けインターネット依存傾向測定尺度を開発する必要性

次に，本章で高校生向けのインターネット依存を測定する尺度を作成する理由について，こ

れまでに作成されてきた尺度の適切さ，精度の点から述べていきたい。これまでに作成されて

きたインターネット依存を測定する診断基準や尺度では，海外では例えばYoung（1996，1998）

やSherer and Bost（1997），Morahan-Martin and Shumacher（2000）が作成したものなど

が挙げられる（Joinson.2003）。しかし長田・上野（2005）は「アメリカのインターネット依

存尺度の多くは信頼性及び妥当性の検討が行われていない」と尺度の精度の点についての問題

点を指摘した上で，Young（1998）の信頼性と妥当性の検討を行い，一定の有用性を示してい

る。そして近年では，国内でも尺度作成に関する研究が増えつつある。その代表的なものとし

ては平井・葛西（2006）によるオンラインゲーム依存尺度や，鄭（2007）による日本の大学

生向けのインターネット依存傾向測定尺度などが挙げられる。そしてこれらは，信頼性，妥当

性の検証も行われていることから，精度の点についての問題点は解決されてきていると考えら

れる。したがって，これまでに国内で作成されてきた尺度の精度は高いと考えられるため，そ

れを高校生に適用してよいとも考えられる。

しかしこの尺度開発を試みた頃は，高校生のスマートフォンの所持率が 2012 年度の時点で

55.9％と，2011年の7.2％から急速に増えており（内閣府.2013）， 様々なSNSの利用状況も

高まってきていたため，高校生のインターネット利用の形態も従来に比べて大きく変化し，そ
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の利用目的もより一層多様化してきていると考えられた。そのため，現代の高校生のインター

ネット依存傾向を，スマートフォンや SNS が普及するよりも以前の時期に作成された尺度を

用いて適切に測定できるとは言い難いと考えられた。また，大学生など別の年代層の依存傾向

と高校生のインターネット依存の傾向が極端に異なるとも考えにくいが，測定する対象が高校

生でない尺度を利用して彼らの依存傾向やその実態が適切に測定できるとも言い難い。インタ

ーネットの利用目的や利用の実態は各世代の間で多少なりとも異なると考えられるためであ

る。そして，堀川ら（2012）が尺度の扱いについて「様々な対象集団や依存の類型に対し，一

律に同じネット依存尺度を当てはめてよいのかが問題になる」と述べ，測定したい対象集団に

応じて適切に依存傾向が測られるべきであること示唆する指摘をしているように，測定したい

対象の依存傾向の実態を測ることができる尺度で測定しなければ，その価値や結果の信頼性が

薄れてしまうのではないかと考えられた。

以上より，現存する尺度で現代の高校生の依存傾向の実態を測定することは望ましくないと

考えられたため，本章において高校生のインターネット依存を測定することができるための尺

度を作成することが必要と考えた。

2.4 目的

これまでの議論を整理すると，高校生のインターネット依存傾向を測定できるようにするこ

とが必要であること，また現存する尺度を用いて現代の高校生のインターネット依存傾向を測

定することは望ましくないことが考えられた。さらに，日本の高校生向けに特化した尺度はこ

れまでに開発されていない。したがって本章では，高校生向けインターネット依存測定尺度を

開発し，その信頼性と妥当性を検討することを目的とする。

なお，妥当性の検討のために，本研究では2つの分析を行う。第一に，Young（1996）と鄭

（2007）によるインターネット依存尺度との関連について検討する。Young（1996）の尺度

は，インターネットの長時間使用に伴う，心身や日常生活上での問題の発生，仕事（学業）へ

の支障，利用時間を制限することの失敗，現実逃避など，一般的にインターネット依存者に見

られやすい行動，特徴が内容として含まれている。この基準は，8 項目と非常に簡便に利用で

きる形で構成されており回答者への負担が少ないこと，インターネット依存に関する最初の実

証的研究を行った Young によって作成された基準であること，尺度が年齢や世代を問わず一

般的な依存者に見られる特徴，つまり高校生にも見られる可能性がある特徴で構成されている
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こと，またこの尺度は日本の大学生向けの尺度作成の際に妥当性の検証のために利用されてい

ること（鄭.2007）などから，本研究で開発する妥当性の検証に用いることができると考えた。

そして，この尺度を妥当性の検証に用いることにより，この尺度は一般的な依存者，つまり高

校生にも見られる可能性のある傾向を含んだもので構成されていることから，高校生向けの尺

度の結果と Young の尺度の相関が低くなる可能性は低いと考えられた。したがって，相関が

予想よりも高ければ本研究で作成される尺度に妥当性があると判断できると考えた。なお，相

関は鄭（2007）の結果などを参考に.850前後の結果となると想定した。

また鄭（2007）の尺度は高校生と世代が近い大学生の依存傾向を測定するための尺度として

作成されている。この尺度は大学生に見られやすい傾向として「禁断状態」，「現実との区別支

障」，「日常生活・身体的悪影響」，「仮想的対人関係」，「没入」などを含めた 7 因子 49 項目で

構成されている。そしてこの尺度は，本研究で対象とする高校生と世代が近い大学生に見られ

やすい特徴，傾向で構成されていること，またこの尺度は他の2つのインターネット依存に関

する尺度との相関，および依存傾向と利用時間の関連の検討という2つの観点から妥当性が確

認されていることから尺度の精度も高いと考えられたため，本研究で開発する妥当性の検証に

用いることができると考えた。そして大学生向けの尺度と本研究で作成する尺度では，測定す

る対象の年代が近く，その傾向も大きく異なるとは考えられにくいことから，高校生向けの尺

度の結果と大学生向けの尺度の結果との相関も低くなる可能性は少ないと考えられた。したが

ってこれについても，相関が先述の予想.850よりも高ければ妥当性があると判断できると考え

た。

第二に，作成した尺度を用いた回答者の尺度得点とインターネット利用時間との関連につい

て検討する。インターネット依存に関する先行研究の中には，インターネットの利用時間とイ

ンターネット依存の程度との関連について検討されているもがあり，そこでは，時間数に違い

はあるものの利用時間が長いほど依存の程度が高いという結果が示されている。代表的な国外

の先行研究では，例えばBrenner（1997）やMorahan-Martin and Shumacher（2000）な

どが挙げられる。また国内では，平井・葛西（2006）が，依存傾向の強さは使用時間の長さと

関連が見られることを明らかにした。さらに鄭（2007）も，自身が作成した大学生向けの尺度

の妥当性の検討のために利用時間との関連について検討し，インターネットの利用時間が多く

なるほどインターネット依存傾向が強くなることを検証している。以上より，インターネット

への依存の程度が高い，つまり尺度の得点が高い人ほど利用時間も長い傾向にあると考えるこ
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とができる。したがって，インターネット依存を測定する尺度は，尺度の得点と利用時間との

関連性を検討することにより妥当性を検証することができ，得点が高い人ほど利用時間が長い

という結果が得られれば，その尺度には妥当性が備わっていると判断することができると考え

られた。

2.5 高校生向けインターネット依存傾向測定尺度の開発

2.5.1 予備調査

東京都内の普通科の高校に在籍する生徒85名（1年生43名，2年生42名，平均年齢15.8

歳，SD＝0.68）を対象に行った。そして，「インターネット依存（ネット依存）と聞いて連想

される行動」，「携帯電話やパソコンに依存している（振り回されている）と思うときの行動，

心境」についての自由記述を収集した。

この自由記述を行うにあたり，インターネット依存について学習経験のない生徒，この言葉

を初めて聞くような生徒などにとっては質問の回答が難しくなってしまう可能性があると考

えられた。そのため調査対象の生徒は，その内容や分量等に個人差はあるものの，小学校，中

学校，高等学校のいずれかでインターネット依存に関する学習経験がある生徒とした。

また先述のように，インターネット依存はメール依存症（藤川.2008）やネット依存（田

中.2009），ケータイ依存（岡崎.2007，藤川.2011），インターネット中毒（井上.2011）など専

門家の間でも様々な呼称で呼ばれており，現在のところ統一された呼び方はなされていない。

そして，このような内容に関する学習経験がある生徒を調査対象とはしているものの，この内

容について専門的でない高校生にとっては，インターネット依存という言葉だけを示して質問

すると質問文の理解や回答が困難となる生徒が生じる可能性があると考えた。したがって「イ

ンターネット依存（ネット依存）と聞いて連想される行動」という質問文に加え，「携帯電話

やパソコンに依存している（振り回されている）と思うときの行動，心境」という質問文も併

せて設定することとした。このように複数の質問文を設定することによって，生徒の質問文の

理解，及び回答が少しでも容易となるよう配慮をした。

最後に，このような自由記述を行った理由について述べる。その理由は，本研究では高校生

向けの尺度を作成することを目的としていることから，既存の尺度項目の質問文を参考にする

だけでなく，高校生のインターネット依存に関する考え方や認識，また実際に生徒が経験した
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ことなども参考にすることによって，現代の高校生の依存の状態を付け加えるためであった。

以上より，予備調査の実施方法，また生徒への自由記述の質問文の内容，聞き方は概ね適当で

あったと判断した。

2.5.2高校生向けインターネット依存傾向測定尺度の作成

自由記述で収集された項目，及び先行研究で取り上げた尺度の項目から，教育工学および教

育心理学を専門とする大学教員2名，大学院生1名により項目を検討し，高校生向けインター

ネット依存傾向測定尺度 62 項目を作成した。具体的には，この 3 名は質問文を作成するにあ

たり，質問文が現代の高校生の実態や様子を表しているか，質問文が序論で示したインターネ

ット依存の定義に当てはまるか，質問文の内容が高校生に理解しやすく回答しやすいものとな

っているかなどの点について検討した。

なお，先行研究で取り上げたものは，Young（1996，1998），Morahan-Martin and

Shumacher（2000），先述の鄭（2007），平井・葛西（2006）が作成した尺度，菱山（2009）

の「インターネット依存傾向尺度」，鶴田（2009）の「ケータイ依存症チェックリスト」など

である。そして，これらの中から現代の高校生の依存傾向の様子や実態に該当すると思われる

もの，先に示した定義に当てはまると考えられるものを 3 名により検討し，最終的に 44 項目

を採用した。そして現代の高校生の依存的な行動や考え方などの実態を表すのに相応しい表現

となり，また高校生が質問内容を理解しやすく回答に負担がかからないように質問文を検討し，

必要に応じて一部修正をした。

なお，高校生向けに特化した部分については，例えば吉田・石川（2008）が高校生の利用に

ついて「ケータイ利用はメール中心である」としていることから，インターネットとは別にメ

ールに焦点化した質問項目を設けていることが挙げられる。その際，鄭（2007）の項目を参考

に項目を作成したものもある。例えば「つねにネット上のことが心配で気になる」の項目を参

考に，メールを送ると返事が来るかずっと心配で気になるということを尋ねた「35.メールを

送信すると返信が気になって何度も携帯をチェックする」（表2-1）という項目を作成した。ま

た，メールに関する項目以外で鄭（2007）の項目に対して修正したものについては，「する時

間が長いと周囲の人から文句を言われることがある」という項目について，「周囲の人」がや

や抽象的な表現で高校生にとってイメージしにくく，高校生の生活環境において保護者以外の

人からこのようなことを言われることは少ないと考えられ，さらに予備調査で親から注意され
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た経験を書いていた生徒もいたことから，「33.「インターネットをする時間が長すぎる」と親

から注意されることがある」というように，「保護者から注意される」という生徒にとって理

解しやすい質問文に修正したことなどが挙げられる。

次に，自由記述については，すべての回答を3名でカテゴリに分類した上で，先行研究の時

と同様に，現代の高校生の行動や実態に当てはまると思われるもの，定義に当てはまると考え

られるものを検討し，最終的に18項目を採用した上で，必要に応じて質問文を修正した。

そして，最終的に想定した因子の構想としては，まず従来の尺度研究の多くで検討されてい

る「心理的に依存した状態を表す因子」と「インターネットに多くの時間を割くことを表す因

子」を想定した。また Rosen ら（2012）がテクノロジーやメディアの過剰な利用によって生

じ得る様々な精神疾患の症状や兆候の総称として名づけた”iDisorder”の考え方を参考に，高校

生の利用頻度の高いメール（吉田・石川.2008）の「強迫観念的な利用」，また高校生に見られ

やすい授業中や食事中などでの利用を表す「不適切な場面や場所での利用」，「対面でのコミュ

ニケーションの煩わしさ」，「現実と仮想の区別ができていない状態」などを表す因子が抽出さ

れることを想定した。

このようにRosenらの研究を参考にした理由は，この研究では以前から問題となっていたイ

ンターネット中毒の研究など，90 年代頃から行われている先行研究の事例やそこで得られて

いる知見などに触れながら，それに加えて近年人々への普及，利用が広まってきているスマー

トフォンや SNS などの過剰な利用によって生じる新しい問題を取り上げ，それが様々な精神

的疾患をもたらし得ることを述べている。そして，これまでの先行研究と類似する知見も当然

見受けられるが，スマートフォンや SNS などを利用している現代のインターネット利用者を

対象とした研究である点，また既存の理論に加えて最新の行動科学，神経科学の研究に従って

iDisorder のような症状が誘発されるのかについてそのメカニズムが検討されている点などに，

従来の先行研究には見られなかった新しい特徴があり，このように検討されていることは現代

の高校生の実態を測定する尺度の因子の構想を検討する上で参考になると考えられたためで

ある（鶴田ら.2014）。例えば，インターネットの過剰な利用により，コミュニケーション障害，

強迫神経症，注意欠陥などの疾患になり得る可能性があることが指摘されている。
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2.5.3 本調査

・調査対象：大阪府および東京都内の普通科の高校に在籍する生徒376名（男性：204名，女

性：172 名，平均年齢：16.7 歳（SD=1.01））を対象とした。有効回答数は 376 部（回答率

100％）で，回答抜けなど分析の際に除外するものは見られなかった。

・調査時期：2012年4月から6月。

・調査方法：各学校の情報科の授業時間中に学級単位で実施し，その場で回収した。

・調査内容：①フェイスシート（性別，学年，年齢，インターネットの利用目的，1日の平均

インターネットの利用時間について記入させた）。②作成された高校生向けインターネット依

存傾向測定尺度62項目。③妥当性検証のためのYoung（1996）の8項目および鄭（2007）の

49項目。なお，②及び③の質問項目の回答形式は，それぞれ「まったくあてはまらない（1点）」

から「とてもあてはまる（4点）」の4件法であった。

2.6 結果と考察

2.6.1 高校生向けインターネット依存傾向測定尺度の因子分析

高校生向けインターネット依存傾向測定尺度 62 項目について探索的因子分析（最尤法・

promax回転）を行った。因子抽出の基準を固有値1以上とし，固有値の推移および因子の解

釈可能性から5因子解が最適であると判断された。しかし，因子負荷量が絶対値0.4に満たな

かった項目，二重負荷が見られた項目，天井効果の見られた項目が計 23 項目あったため，こ

れらを削除したうえで再度因子分析を行った。その結果，39 項目が最適であると判断された

（表2-1）。なおフロア効果の見られた項目はなかった。

第1因子は精神的にインターネットに依存している状態やインターネットを利用していない

ときの不安感などを表していると考えられたため「精神的依存状態因子」と命名した。第2因

子はメールの返信が来ないことや，メールそのものが送られてこないことに対する不安や焦燥

感などを表していると考えられたため「メール不安因子」と命名した。第3因子はインターネ

ット利用が長時間続くこと，使い始めると止められないことなどを表していると考えられたた

め「長時間利用因子」と命名した。第4因子はある行動をとりながら携帯電話やパソコンを利

用することなどを表していると考えられたため「ながら利用因子」と命名した。第5因子はネ

ット上でのコミュニケーションに比べ対面でのコミュニケーションが苦手なことや，避ける傾
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向にあることなどを表していると考えられたため「対面コミュニケーション不安因子」と命名

した。

そして先述のように，Rosenら（2012）は iDisorderの観点から，日々の過剰なテクノロジ

ーとの関わりによって様々な精神的疾患の兆候や症状を生じさせ得るとしている。例えば下記

のものが挙げられる。

・インターネットの過剰な使用により禁断症状の問題が生じること。

・ハイテク機器の過度な使用によって強迫神経症のような不安神経症の兆候が生じやすくなる

こと。

・テクノロジーを強迫神経症的に使用する人は1日のインターネット利用時間が長い特徴があ

ること。

・マルチタスク（複数の作業や行動）により集中力や注意力が低下すること。

・魅力的で急速に広まる新たなコミュニケーション手段を前にすると人々はコミュニケーショ

ン障害と似た兆候や症状を示す可能性があり，例えば「対人恐怖症」が該当すること。

これら以外にも，「インターネット上で自己表現を頻繁に繰り返す状態」，「現実と仮想の区

別ができていない」状態など，インターネットに依存することにより様々な疾患の兆候や症状

が生じ得る可能性があることが Rosen ら（2012）によって具体事例をもとに詳細に示されて

いる。しかし，ここに挙げた5つの兆候や症状は，完全に一致しているとは言い切れないもの

の，因子分析で得られた5つの因子の特徴とそれぞれ概ね類似していると考えることができた。

このように，因子分析を通して Rosen ら（2012）の最新の研究成果，知見に類似した「精神

的依存状態因子」，「メール不安因子」，「長時間利用因子」，「ながら利用因子」，「対面コミュニ

ケーション不安因子」の5因子を抽出し，尺度を作成できたことは，現代の高校生向けの新し

い尺度を作成する上で尺度の価値や妥当性をより高めると考えることができたため，納得のい

く結果と考えることができた。

以上の 5 因子 39 項目からなる尺度を「高校生向けインターネット依存傾向測定尺度」と呼

ぶことにする。そしてインターネット依存傾向の得点は，各項目得点を単純に加算する形で算

出することとした。
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2.6.2 尺度の信頼性と妥当性の検討

2.6.2.1 尺度の信頼性の検討

作成された尺度の信頼性を検討するため，Cronbachのα係数を算出した。その結果，39項

目全体ではα＝0.915であった。また各因子については，「精神的依存状態」因子がα＝0.886，

「メール不安」因子がα＝0.822，「長時間利用」因子がα＝0.838，「ながら利用」因子がα＝

0.782，「対面コミュニケーション不安」因子がα＝0.789 であった。以上より，作成された尺

度は一定の信頼性が保証されていると考えられた。

2.6.2.2 尺度の妥当性の検討（１）

尺度の妥当性を検討するため，鄭（2007）および Young（1996）によって作成された尺度

との相関係数を求め，妥当性の検討を行った（表 2-2）。その結果，鄭（2007）の尺度とは

r=.875(p<.01)，Young（1996）の尺度とは r=.918(p<.01)と有意な相関が見られ，作成された

尺度は一定の妥当性があると判断することができた。

本来，この2つの尺度との相関の結果は非常に高いと考えられるため，新しく尺度を作成す

る意義が薄くなるとも考えられる。しかし，高校生向けの尺度と妥当性検証のための尺度の間

においては，先述のように測定しようとしている対象はそれぞれ異なるものの，対象とする世

代が近いことなどの理由から，その結果に大きな違いが出るとは考えておらず，両者との間の

相関が低くなることは想定しにくいと考えていた。また，これまでインターネット依存を測定

する尺度開発に関する研究事例は国内では事例数が少なく（菱山 2009），本章では，国内では

初めてとなる高校生向けに特化した尺度を作成することを目的としていた。以上の理由から，

開発された尺度と妥当性を検証するための2つの尺度との間で高い相関が見られたことにより，

尺度を作成する理由，意義，価値などが薄くなるという解釈はせず，高い相関の結果が得られ，

妥当性のある尺度が作成できたと考えたい。なお表2-2では，作成された尺度をK尺度，Young

の尺度をY尺度，鄭の尺度をT尺度と簡略して表記している。

2.6.2.3 尺度の妥当性の検討（２）

次に，2.4 で取り上げた尺度の得点と利用時間との関連について検討する。ここでは，作成

された尺度の総合得点より上位群25％を「高依存傾向群（H群）」，中位群50％を「中依存傾
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向群（M 群）」，下位群 25％を「低依存傾向群（L 群）」の 3 群に分類し，「1 日のインターネ

ット利用時間」との関連を検討した（図 2-1）。なお，この妥当性の検討方法は，鄭（2007）

が尺度作成の際に行った方法を援用したものである。

そこで，「1 日の平均インターネット利用時間」を従属変数とし，分類した 3 群との分散分

析を行った。その結果，群間において有意差が見られた（F（2，373）＝48.79，p＜.01）。さらに，

Tukey法の多重比較を行ったところ，H群（M=3.67，SD＝2.26）の平均値がM群（M=2.64，

SD＝1.59）およびL群（M=1.31，SD＝0.79）の平均値に比べて1％水準で有意に高かった。

先述のように，インターネットへの依存傾向が高い，つまり尺度の得点が高い人ほど利用時

間も長い傾向にあることが先行研究の分析を通して考えられていた。そして上記の結果におい

ても，尺度得点が高くインターネット依存傾向が高いと考えられる群ほどインターネットの利

用時間が長くなることが検証された。したがってこの結果は，尺度の得点が高いほど利用時間

も長い傾向にあるという従来の先行研究の結果と概ね類似したものとなったと考えられる。以

上の点からも，作成された尺度は一定の妥当性が備わっていると判断することができた。

さらに，今回の尺度開発を通して得られた「精神的依存状態」因子，「長時間利用」因子は

先行するインターネット依存研究から抽出された因子であり，「メール不安」因子，「ながら利

用」因子，「対面コミュニケーション不安」因子は新たな調査研究に基づいて作成された項目

群から構成される因子である。この後半の3つの因子はRosenら（2012）が指摘した iDisorder

の特徴的な因子に類似していると考えられたことから，構成概念妥当性の点からも尺度として

の妥当性が備わっていると考えた。

以上の分析により，本尺度には一定の妥当性があることを支持する結果が得られたと考えら

れるが，この妥当性については今後より詳細に検討していく必要があると考えられる。
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表2-1 因子分析の結果（最尤法・promax回転）
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表2-2 他尺度との相関

K尺度 T尺度 Y尺度

K尺度

T尺度 .875**

Y尺度 .918** .807**

**p<.01

図2-1 1日のインターネット利用時間の比較
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2.7 本章のまとめ

本章では，高校生のネット依存の傾向を測定するための尺度を開発し，その信頼性および妥

当性を検討した。因子分析の結果，「精神的依存状態」因子，「メール不安」因子，「長時間利

用」因子，「ながら利用」因子，「対面コミュニケーション不安」因子の 5 つの因子，計 39 項

目からなる「高校生向けネット依存傾向測定尺度」が開発された。そして，クロンバックのα

係数を算出したところ，全体ではα＝0.915，各因子ではα＝0.782～0.886の値を示したため，

作成された尺度には一定の信頼性が備わっていると考えられた。また，Young（1996）と鄭

（2007）の2つの尺度との相関係数を算出したところそれぞれr=0.875，0.918（いずれもp<.01）

の値を示した。また調査対象者の尺度得点とインターネットの利用時間の関連について検討し

たところ，尺度得点が高い生徒ほどインターネットの利用時間も長い傾向にあることが検証さ

れたため，作成された尺度には一定の妥当性も備わっていることが確認された。さらに，Rosen

ら（2012）の最新の研究成果，知見に類似した5因子を抽出し，尺度を作成できたことは，現

代の高校生向けの新しい尺度を作成する上で尺度の価値や妥当性をより高めると考えられた。

そして，本章で作成された尺度の新規性としては，従来の尺度開発研究では検討されていな

かった「メール不安」因子，「ながら利用」因子，「対面コミュニケーション不安」因子が抽出

された点，また「高校生向け」としているように測定する対象が明確になっており，なおかつ

時代に相応した国内では初めてとなる高校生向けの尺度であることなどが挙げられる。

以上より，本研究において作成された高校生向けインターネット依存傾向測定尺度は，高校

生のインターネット依存傾向を測定するに相応しいものであると考えられた。そして，これに

よって第1章で考えられた「学習者の生徒のインターネット依存の実態を測定し，その実態に

応じた教育実践を行うことができる状況にすること」，「現代の高校生のインターネット依存に

見られやすい依存的な意識や行動などの特徴に焦点を当てた授業を行うことができるように

すること」という授業改善のための課題が解決できるようになったと考えられる。

最後に，インターネット依存を測定する尺度開発に関する研究の今後の課題について述べて

おきたい。本研究で作成された尺度は 5 因子 39 項目であるが，回答者の負担を考えると，尺

度項目をより精選し，より少ない項目でも類似した結果が得られる方が良いと考えられる。ま

た今後は，「依存者」，「依存予備軍」，「非依存者」などのように，依存者の区分が正確にでき

るように尺度の精度を高めていくことも必要である。さらに，このような尺度作成に関する研

究では，情報通信技術の発展や人々のインターネットの利用形態の変化が激しいにも関わらず，
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単発的にしか尺度が開発されておらず，一度作成されて以降改善が加えられた尺度がないとい

う課題も挙げられる。したがって本章で作成された尺度についても，精度や利便性が高まるよ

うに改善を続けながら，時代に応じた高校生の実態が測定できるよう，改善を続けていく必要

もある（鶴田ら.2014）。
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第 3 章 1 年間を通したインターネット依存改善のための教育実践によ

る生徒の依存傾向の経時的変容

3.1 はじめに

3.1.1 問題

第2章において一定の信頼性と妥当性を備えた高校生のインターネット依存を測定する尺度

が開発された。これによって「学習対象の生徒のインターネット依存の実態に応じた実践を行

うことができるようにすること」，「高校生に見られやすい依存的な意識や行動の特徴に焦点を

当てた実践を行うことができるようにすること」という第1章での実践を通して挙げられた教

育方法上の課題が改善できるようになったと考えられた。

また，ここで改めてインターネット依存に関する教育実践研究の課題について検討した。そ

れは，第1章の実践を終えてから間隔があいており，また岩瀧（2012）がその期間の間に「今

日は子どもたちのメディアに対する対応や指導，教育が見直されるべき時期である」とも述べ

ていたためである。そして，インターネット依存改善のための教育実践では下記の3点のよう

な課題があると考えられた。

・先行研究で挙げた実践や第1章での実践のように生徒のインターネット利用の行動変容を促

すことを目指したものは多いが，その一方で，行動変容に加えてインターネットに対する依

存的な意識や考え方などの変容や改善を促すことを目的とした実践は見られないこと。

・第1章での実践を通して考えられた課題でも挙げたように，依存的な行動や意識の改善のた

めには継続的な教育が必要であると考えられるが，そのような実践も見られないこと。

・学習を通した生徒のインターネット利用に関わる行動の変容については授業前後で測定され

た研究はあるが，一方で授業を通した生徒の依存的な意識や行動の経時的な変化や定着の程度

について測定された研究は行われていないこと。

さらに，インターネット依存改善のための教育実践の多くは，利用の際に気をつけること，

制限するべきこと，留意するべき点を生徒に考えさせるなど，インターネットの負の側面につ

いて考えさせる学習内容に偏っているものが多く見られた。また，人々のインターネット利用

に関する研究を見渡しても，インターネットの病的な利用を議論するものは多いが，健全的な

利用については殆ど触れられていない（Davis.2001）。しかし本来，インターネットはその利

点を知り上手く使いこなしていくとこれ以上便利なツールはなく（畠中.2009），人々の日常生
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活の利便性を高め，さらには人々に好ましい影響をもたらすものであり（小林.2000），そして

今やインターネットは現代人にとって欠かすことのできないツールであるため，「生徒には依

存的な利用に気をつけさせながらも，授業ではインターネットの正負の両側面のバランスを上

手くとりながら，インターネットの良さ，長所にもしっかりと触れ，インターネットを有効に

利用することの大切さの意識も高めることができる学習活動も併せて行っていく」ことも必要

と考えられた。

3.1.2 方法

そこで本章では，このように挙げられた授業改善のための課題を踏まえ，高校生のインター

ネット依存状況を改善することを目的とする授業の単元を開発する。本章での単元開発及び授

業実践は，「高校生に見られやすいインターネット依存の依存的な行動だけでなく依存的な意

識や考え方の改善も図る」，「生徒に依存的な利用には留意させながらも，日常生活の利便性を

高めるインターネットの有効な利用の大切さを意識させ，生徒がそのような利用をすることが

できるように促していく」，「学習者の依存傾向の実態を事前に調査し，生徒の実態に応じた教

育実践ができるようにすること」，「生徒の依存的な行動や意識の改善とその定着を促すために，

授業を行う実践校の情報科教育のカリキュラムの中にインターネット依存改善のための教育

を計画的に位置づけて1年間に渡って教育実践を行う」ことが，これまでのインターネット依

存改善のための教育実践には見られなかった本実践の特色である。次に，開発された単元を踏

まえて，筆者自身が私立B高校において1年間に渡る授業実践を行う。

そして，1 年間の授業実践を通した生徒のインターネット依存の経時的変容を分析するため

に，第2章において作成した高校生のインターネット依存傾向を測定するための尺度を用いた

質問紙調査を，授業実践前と各学期終了時，授業実践終了約3ヶ月後の計5回実施する。また

授業実践後には，授業を通した生徒のインターネット利用に関わる自己認識の変容などに関す

る調査も行う。

3.1.3 目的

そして本章では，このように1年間を通して実施したインターネット依存改善のための授業

実践を通した生徒のインターネット依存傾向の経時的変容や，授業実践を通した生徒のインタ

ーネット利用に関する自己認識の変容などに関する調査の結果を分析することにより，1 年間
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に渡って行ったこの授業実践の成果と課題について検討することを目的とする。

3.2高校生のインターネット依存改善のための教育実践とその評価

3.2.1 学習対象の生徒の実態の把握

本研究における授業実践の対象は，私立B高校の1年生41名であった。この学校は，生徒

の携帯電話やスマートフォンの校内への持ち込みや，校内での利用制限に関する校則がなく，

たとえ授業中でも生徒が彼ら自身の判断で自由に端末やインターネットを使うことが認めら

れていることが特徴である。そして，彼らのインターネット依存傾向の把握については，第 2

章において作成した「高校生向けインターネット依存傾向測定尺度」を用いることとした。

この尺度を用いることとした理由は，この尺度は現代の高校生の依存傾向を測定する目的で

作成したものであることが第一に挙げられる（鶴田ら.2014）。またこの尺度は，利用していな

いときの不安感など精神的にインターネットに依存してしまっている依存的な意識や考え方

を表す「精神的依存状態」因子，メールが送られてこないことや，返信が来ないことに対する

不安や焦燥感などの意識を表す「メール不安」因子，インターネット利用が長時間続く状態や，

使い始めると止められない状態などを表す「長時間利用」因子，ある行動をとりながらインタ

ーネットを利用する傾向にある状態を表す「ながら利用」因子，ネット上でのコミュニケーシ

ョンに比べて対面でのコミュニケーションが苦手なことや，それを避ける傾向にある状態や意

識，考え方などを表す「対面コミュニケーション不安」因子という，依存的な行動だけでなく

依存的な意識や考え方も含んだ 5 因子 39 項目からなっており，一定の信頼性と妥当性も確認

されていることがもう一つの理由である。

そして，1学期の情報科の初回の授業（4月15日）に事前調査を実施し，その後各学期終了

後，さらに授業終了3か月後の計5回行った。回答形式は，「とてもあてはまる（4点）」から

「まったく当てはまらない（1点）」の4件法であった。

まず各因子の信頼性係数を検討するためにα係数を算出したところ，「精神的依存状態」因

子ではα＝.968，「メール不安」因子ではα＝.738，「長時間利用」因子ではα＝.892，「ながら

利用」因子ではα＝.854，「対面コミュニケーション不安」因子ではα＝.923 であった。以上

より，各 5 因子について一定の信頼性が確認されたと考えられた。また因子間の相関は，「長

時間利用」因子と「ながら利用」因子，及び「対面コミュニケーション不安」因子の間で，ま
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た「ながら利用」因子と「対面コミュニケーション不安」因子との間では正の弱い相関が見ら

れ，それ以外については正の中程度の相関を示した（表3-1）。

表3-1高校生向けインターネット依存尺度の因子間相関

メール不安 長時間利用 ながら利用
対面コミュニケ

ーション不安

精神的依存状態 .667** .552** .643** .495**

メール不安 .685** .584** .418**

長時間利用 .490** .348**

ながら利用 .391**

**p<.01

次に，学習対象の生徒 41 名の依存傾向の特徴を把握するため，クラスタ分析による分類を

試みた。クラスタ分析では，生徒全員の各因子の因子得点を標準化したものを変量として，ユ

ークリッド距離の2乗をもとにward法による探索的分析を行うことによって類型化を試みた。

そして解釈可能性から，群の説明が最も明快であった3つのクラスタを採用することとした（表

3-2，図 3-1）。この結果から見た各群の傾向（特徴）は，まず 1 群はすべての因子得点が全体

的に高くインターネット依存のリスクが高いと考えられた。2 群は「メール不安」と「長時間

利用」因子がプラスでそれ以外がマイナスであり，1 群に比べると依存のリスクは低いと考え

られるが，メールや SNS 等の利用による長時間利用の傾向が少し窺えると考えられた。3 群

はすべてがマイナスであり，現時点では依存のリスクは低いと考えられた．人数の分布は1群

が5名，2群が31名，3群が5名であり，χ2乗検定を行ったところ1%水準で有意差が認め

られた（χ2(2)＝32.98，p<.01）。

そこで，類型された3群の正確性を検討するために，各群の間でそれぞれの因子の因子得点

の平均に差が見られるかについて一元配置分散分析を行ったところ，5 因子共に 1％水準で有

意であり（「精神的依存状態」因子から順にF(2,38)=28.01, 27.15, 408.45, 24.06, 11.46, すべて

p<.01），多重比較（Sidak）の結果，全ての因子について各群の間において 1％水準で有意差

が見られた（表 3-3）。また各因子の尺度得点についても同様の分析を行ったところ，1％水準
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で有意であり（「精神的依存状態」因子から順にF(2,38)=37.06, 59.07, 45.08, 112.43, 28.20, す

べてp<.01），多重比較の結果，全ての因子について各群の間において1％水準で有意差が見ら

れた（表3-4）。以上より，類型された3群は概ね一定の正確性を備えていると考えられた。

表3-2クラスタ分析によって類型された3群の因子得点の平均

第1群 第2群 第3群

精神的依存状態
平均 1.81 -0.10 -1.18

SD 0.15 0.73 0.11

メール不安
平均 0.81 0.18 -1.91

SD 0.13 0.09 0.59

長時間利用
平均 0.83 0.27 -2.51

SD 0.31 0.24 0.11

ながら利用
平均 1.66 -0.08 -1.17

SD 0.44 0.72 0.52

対面コミュニケーション不安
平均 1.52 -0.19 -0.72

SD 0.75 0.88 0.47

図3-1 クラスタ分析によって類型された3群の因子得点の平均
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表3-3 各群の因子得点の平均値と分散分析の結果

第1群 第2群 第3群 F値 多重比較

精神的依存状態
平均 1.81 -0.10 -1.18

28.01** 1群＞2群＞3群**

SD 0.15 0.73 0.11

メール依存
平均 0.81 0.18 -1.91

27.15** 1群＞2群＞3群**

SD 0.13 0.09 0.59

長時間利用
平均 0.83 0.27 -2.51

408.45** 1群＞2群＞3群**

SD 0.31 0.24 0.11

ながら利用
平均 1.66 -0.08 -1.17

24.06** 1群＞2群＞3群**

SD 0.44 0.72 0.52

対面コミュニケーション不安
平均 1.52 -0.19 -0.72

11.46** 1群＞2群＞3群**

SD 0.75 0.88 0.47

**p<.01

表3-4 各群の尺度得点の平均値と分散分析の結果

第1群 第2群 第3群 F値 多重比較

精神的依存状態
平均 46.61 30.39 20.4

37.06** 1群＞2群＞3群**

SD 1.43 2.36 1.52

メール依存
平均 26.87 23.16 18.00

59.07** 1群＞2群＞3群**

SD 1.08 1.10 2.74

長時間利用
平均 34.81 30.23 21.80

45.08** 1群＞2群＞3群**

SD 1.84 2.26 2.90

ながら利用
平均 26.91 22.87 14.60

112.43** 1群＞2群＞3群**

SD 1.11 1.46 0.55

対面コミュニケーション不安
平均 14.79 8.32 5.06

28.20** 1群＞2群＞3群**

SD 0.92 2.46 1.03

合計得点
平均 149.98 114.97 79.80

55.42** 1群＞2群＞3群**

SD 3.20 4.58 3.05

**p<0.1

3.2.2 授業実践の概要

以上を踏まえ，教育工学を専門とする大学教員と筆者によって単元開発を行った。なお単元

開発の際には，情報科の他の学習内容の進度に大きな支障を来さないようにするため，B高校

の各学期のカリキュラムからは極端に逸脱せず，できる限りこれに沿った中で実施できるよう

に検討した。そして，2013 年 4 月から 2014 年 2 月末の間で授業実践を行った（表 3-5）．な

お，授業実践は第1章の実践同様に筆者自身によって行った。
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3.2.2.1 1学期の授業実践：「メール不安」因子，「対面コミュニケーション不安」因

子に焦点を当てた授業実践

1学期では，「メール不安」，「対面コミュニケーション不安」因子に焦点を当てた授業実践を

行った。その理由は，B高校では1学期の4月から5月頃にかけてメールのコミュニケーショ

ンのマナーや，電話やメールなど様々なコミュニケーションの特徴，情報伝達のモラルなどに

ついて学習することとなっている。そしてこの時期が，B高校の年間カリキュラムの中で学習

内容的にこれらの因子に関する内容を最も取り上げやすいと考えられたためである。

そして，まず 1 回目（4 月 22 日）の授業では，実践校で用いている教科書の学習内容に沿

う形で，メールによるコミュニケーションのマナー，情報伝達のモラルなどに関する講義を行

い，その後メールの使い方に関する実習の授業を行った。

次に2回目（5月13日），3回目（5月27日）の授業では，これらの2因子に焦点を当てた

授業を行った。この 2 つの因子は，それぞれメール利用に関わる望ましくない意識や考え方，

またネット上でのコミュニケーションに頼りすぎる，偏りすぎることによって生じるネットコ

ミュニケーションへの依存的な意識や考え方を表していることが特徴と考えられる（鶴田ら

2014）。そこでこのような意識や考え方を改善するためには，授業を通して生徒に対面や電話，

メール，SNS など様々なコミュニケーションの長所や短所などの特徴について考えさせ，そ

の上でネット上や対面など様々なコミュニケーション場面における望ましい意識や行動につ

いて考えさせることを目的とした学習を行うことが有効ではないかと考えられた。またこの授

業を通して，先述のように生徒には依存的な利用に気をつけさせながらも，インターネットの

利便性を効果的に発揮する使い方（田中.2009），つまり日々の日常生活の利便性を高めるため

にインターネットを有効に利用することの大切さの意識も高めることができる学習を行うこ

とも必要と考えていた。

そこで2回目の授業では，田中（2009）がネット安全教育で活用できる参加型アクティビテ

ィとして有効性を検討しており，このような目的の学習に教育効果のあると考えられた「ロー

ルプレイング」の活動を行った。具体的には，対面での会話，電話，メール，SNS などをし

ているところを生徒に演じさせた。その際，教室，電車内，登下校中，授業中，食事中，勉強

中など様々な場面を設定し，適宜場面や時間帯，演じる人の特徴（依存的な人，依存的でない

人，普段あまり使わない人など），1場面で演じる人数などの条件を変えながら演じさせた。な

お本時では，できる限り生徒が数多く演じることができるようにするために4グループに分か
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れて行った。

その後，この活動を踏まえて，対面，電話，メールや SNS などのコミュニケーションの長

所や短所などの特徴，またこれらの方法で人とコミュニケーションをする際に意識するべきこ

と，日常生活の利便性を高める有効なコミュニケーションツールの利用のあり方などについて

グループで話し合わせた。なお，この2つの活動では各グループに最低1人は1群と3群の生

徒を振り分けるようにした。その理由は，生徒が自分とは異なるインターネット利用に対する

意識や考え方などを持ったクラスメートと一緒に活動することで，彼らにインターネット利用

に関わる意識や考え方は人によって多様であることを感じさせたかったためである（田

中.2009）。またこのような実践では，今のところ共通のルールや常識が成り立っていない，正

解のないスマートフォン利用については，生徒同士で話し合うことによって成り立たせていく

ことが効果的とされているため（竹内.2015），今回の実践では，この後もできる限り生徒同士

で話し合う機会を多く設けることができるようにした。

次に3回目の授業では，田中（2009）がネット安全教育で活用できる参加型アクティビティ

として有効性を検討している「グループ討論」の活動を行った。この活動は，意思決定の難し

い課題やテーマについて話し合うことにより，自分の考え方を持つとともに，多様な考え方に

触れることができる教育効果を持った活動である。そして授業では，生徒にメールや SNS 利

用に対する望ましくない依存的な意識や考え方を改善することを目的として「メールや SNS

を利用するときに不安やイライラを感じずに使えるようにするために，お互いが普段から心が

けておくべきこと」を1つ目のテーマとした。また2つ目のテーマとして，依存的な利用には

気を付けながらも，メールや SNS などを有効に利用することによって日々の日常生活の利便

性を高めることの大切さの意識を生徒に持たせるために「自分たちの日常生活の利便性を高め

るための効果的なネットコミュニケーションの活用のあり方」というテーマを設定した。そし

て，8 グループに分かれてグループ討論をさせた。その後グループごとに討論の内容を報告さ

せることでそれぞれの議論をクラス全体で共有した。

3.2.2.2 2学期の授業実践：「メール不安」因子，「対面コミュニケーション不安」因

子に焦点を当てた授業実践

2 学期では，「長時間利用」，「ながら利用」因子に焦点を当てた授業実践を行った。この 2

因子は，インターネットの利用時間の長さ，利用場所・利用場面の不適切さなど，どちらも日
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常生活の中での依存的な利用行動を表していることが特徴と考えられた。そこで，このような

利用行動を改善していくためには，第 1 章においてその改善に有効性を示した R-PDCA サイ

クルを行い，この活動を通して生徒に自分自身の利用行動にしっかりと目を向けさせ，自身の

利用行動の問題点や課題を考えさせ，その改善に向けた取り組みを継続的にさせていくことが

有効ではないかと考えた。そして，第1章の実践を通して考えられた授業改善のための課題を

踏まえ，可能な限り長い期間継続的にこの活動を行うことができるようにするために，1 年間

の中で最も授業期間の長い2学期にこの活動を行うこととした。

そして2学期の1回目（9月30日）の授業では，R-PDCAサイクルの特徴や実際に活用さ

れた事例について紹介し，2 学期間中に行うこの活動の目的，期待される効果などについて説

明をした。そして【R】の活動の準備として，生徒に自分自身のインターネットの利用行動に

しっかりと目を向けさせるために，1週間のインターネットの利用状況を記録してくることを

次回の授業までの課題とした。

次に2回目の授業（10月7日）では，これまでに実施した尺度の調査結果を生徒に返却し，

この結果と生徒が記録してきた1週間の記録を分析させながら自身の利用行動の問題点や課題

などについて考えさせ【R】，それを改善するための改善目標について検討させた【P】。そし

て目標を検討させる際には，クラスタ分析において分類された群ごとに異なる方法で目標を設

定させた。まず1群の生徒は，インターネット依存のリスクが特に高いと考えられた群である

ことから，改善目標の検討については慎重に行わないといけないと考えられたため，樋口

（2013b）を参考に，筆者との面談を通して改善目標を検討した。一方2群と3群の生徒につ

いては，現時点で1群の生徒のように早急に改善を要する問題のある依存的な行動は窺われな

かったため，彼らには自身で改善目標を検討させた。またそれに加えて， 1学期から生徒に意

識させようとしている「インターネットを有効に利用することの大切さ」についても，生徒に

意識をさせるだけでなく，行動に移す機会を設けることも必要と考えたため，彼らには「日常

生活や学習の利便性を高めるための有効なインターネット利用を心がける」という目標も設定

させた。これは全員同じ目標とし，この活動期間中は常にこの2つの目標を意識させることと

した。そして，生徒にはこの2つの目標を守った利用ができるように意識して取り組ませ，毎

日の取り組みの状況について2週間に渡って記録をつけることを次回の授業までの課題とした

【D】。

3 回目の授業（10 月 21 日）では，自己評価（田中.2009）の活動を行うことによって 2 週
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間の取り組みを振り返り，成果や課題，反省点などについて考えさせる活動を行った【C】。そ

して生徒同士で相互評価も行わせ，その後これらの活動を踏まえて見出された課題や反省点を

改善するための新たな改善目標について検討させた【A】。ここでも1群の生徒には個別に面談

を行った。その結果，3.3.2にて後述するが，5人とも改善目標を守った利用が十分にできてい

たとは判断できなかったため，彼らには今回の実践では新たな改善目標は検討させず，最初に

設定した目標を2学期間中に定着させることができるようにするために，同じ目標で継続的に

取り組ませることとした。そして生徒は，本時で設定した目標を守った利用ができるように取

り組むことを次回までの課題とした。

そしてその後の2学期の授業では，この一連のサイクルの活動を生徒に継続して取り組ませ

ることによって，彼らの依存的な意識や行動を改善すること，及びインターネットを有効に利

用することの大切さの意識を高めていくことを目指した。なお今回の実践では，B高校の情報

科の2学期のこれ以外の他の学習内容の進度，授業回数等の予定を踏まえ，合計3サイクルに

渡って取り組ませた。また1群の生徒への個別的な面談，対応も継続して行った。その理由は，

回復を期待して語り合うことは，様々な依存からの脱却に効果的だからである（西田.2014）。

そして，2 学期最後の授業終了時に改めて 1 群の生徒に面談を行ったところ，同じく 3.2.2 で

後述する彼らの発言や持参してきた記録から，改善目標を守った利用行動が問題なくできるよ

うになり，それが一定期間継続できていたことが確認された。したがって，2 学期間中に行っ

たR-PDCAサイクルの継続的な取り組みを通して，1群の生徒のインターネット利用の行動に

は改善が見られたと判断した。

3.2.2.3 3学期の授業実践3学期：「精神的依存状態」因子に焦点を当てた授業実践

3学期では，「精神的依存状態」因子に焦点を当てた授業実践を行った。これに関する内容を

3学期に行った理由は，B高校では3学期に情報社会の光と影に関する学習内容の一つとして

テクノ依存症やテクノストレスを取り上げ，人がインターネットに依存することの危険性につ

いて学習する機会が設けられている。したがってこの時期が，年間カリキュラムの中で学習内

容的にこの因子に関する内容を最も取り上げやすいと考えられたためである。そしてこの因子

は，生徒の意識や気持ちがインターネットに傾いたり偏ったりしてしまっている依存的な意識

や行動など表していることが特徴と考えられる（鶴田ら.2014）。そこでこのような意識や行動

を改善していくためには，人の意識や気持ちがインターネットに傾いたり偏ったりしてしまう
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要因や理由，またそれによって依存的な行動をしてしまうことがいかに危険であるかというこ

となどについて，生徒に理解，認識させることによって改善を促していくことが有効ではない

かと考えられた。

そこで3 学期では，このような目的の学習に効果的な活動であると考えられ，田中（2009）

がネット安全教育で活用できる参加型アクティビティとして有効性を検討している「調査研究」

の活動を行った。この活動を行うこととした理由は，田中（2009）がこの教育効果を「ネット

問題の危険性を具体事例をもとに実感を持って理解させることができる」としている。そして，

今回の授業でこの活動を行うことにより，人がインターネットに依存してしまう要因，理由や

その危険性，また依存することによって自分の心身や周囲の人に及ぼす悪影響の深刻さ，悲惨

さなどを，実際に依存した人や医療現場から報告されている事例などから実感を持って生徒に

理解，認識させることができ，それが彼らの依存的な意識や行動の改善に繋がるのではないか

と考えられたためである。

そして3学期1回目の授業（1月20日）では，「人がインターネットに依存してしまう要因，

理由」，「インターネットに精神的に依存することによってもたらされる心身や日常生活などへ

の悪影響」，「依存することによって現実世界で失ってしまうもの」についてインターネット依

存に関する文献や新聞記事，webページ等の資料を利用して生徒に調べさせた。またこれと併

せて，本章での実践後も生徒が少しでもインターネット依存のことを意識した利用ができるよ

うにするために，「日頃から自身が取り組めるインターネット依存の予防方法」，「万が一周囲

の人に依存傾向が見られた場合の対処方法」などの対応方法についても考えさせた。そして，

調べた内容と対応方法についてまとめさせた。

次に 2 回目（1 月 27 日）の授業では，生徒が前時でまとめたものについてグループ内で意

見交換をさせた。その後，「なぜ人はインターネットに依存してしまうのか」，「依存してしま

いやすい人の特徴」，「インターネットに精神的に依存してしまうのはなぜ危険なのか」につい

てグループで話し合わせた。

最後に 3 回目の授業（2 月 17 日）は，これが本研究における授業実践の最終回であった。

そこで，インターネットに依存することは危険であるため，依存的な使い方には留意しなけれ

ばならないが，あくまでインターネットは正しく使えば人々の日常生活や学習の利便性を向上

させる便利なツールであることから，そのような有効な利用はこれからも進んで行っていこう

という意識を最後に学級全体で改めて共有しておくことが，この実践の締めくくりとして相応
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しいのではないかと考えた。そこで，「依存的な利用には気をつけながらも，インターネット

の特性を活かして日常生活の利便性を高め，自分たちの生活を豊かにする有効なネット利用を

するために心がけていくべきこと」というテーマでグループ討論をさせた。そして，各グルー

プでの議論を全員で共有し，その後授業全体の総括，まとめをして全ての日程を終了した。
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表3－5 授業計画と学習活動の概要

日程 授業回数 学習活動の概要 カリキュラムとの関係

4/15 鶴田ら（2014）の尺度を用いた事前調査（調査1回目）。 左記の活動は，B高校の1学

期の前半に行う「情報伝達の

モラル」という単元と関連さ

せたものである。そしてここ

では，先生や目上の人にメー

ルを送る時のマナー，様々な

コミュニケーションの手段の

特徴，情報を取り扱うときに

必要なモラル，ルール等につ

いて学習することとなってい

る。そのため，「メール」や「コ

ミュニケーション」の因子に

関する学習が最も行いやすい

と考えた。

4/22 1学期

1回目

メールの送受信の仕組み，情報伝達のモラルなどに関

する講義，及びメールの使い方に関する実習．

5/13 2回目 ロールプレイングの活動を通して「対話」，「電話」，「メ

ール」などの様々なコミュニケーションの手段の特徴，

日常生活の利便性を高めるコミュニケーションツール

の利用のあり方などについて考える学習。

5/27 3回目 「メールやSNSを利用するときに不安やイライラを

感じずに使えるようになるために,お互いが普段から

心掛けておくこと」，「日常生活の利便性を高めるため

の効果的なコミュニケーションツールの利用のあり

方」のテーマについてグループ討論。

6/24 1学期終了時点での調査（調査2回目）。

9/30 2学期

1回目

2学期間中に行うR-PDCAサイクルの活動の目的，期

待される効果，活動計画などについて解説。

＜課題＞1週間の利用状況を記録する。

2学期のカリキュラムと左記

の活動との直接的な関連性は

ない。B高校の2学期のカリ

キュラムは，複数の学校行事

や祝日等を考慮し，学習する

内容の分量に対して，授業回

数には余裕を持たせた授業計

画となっている。左記の活動

は，このような理由から確保

することができた授業回数分

の中で行ったものである。

10/7 2回目 1週間の記録,事前調査の結果を踏まえた自身の利用状

況の問題点の把握【R】，及びそれを改善するための改

善目標の検討【P】。

＜課題＞2週間の取り組みとその記録【D】

10/21 3回目

以降

自己評価による取り組みの振り返り【C】と新たな改

善目標の検討【A】．その後，11/11，25に本時と同様

の活動を実施した。

11/25 2学期終了時点での調査（調査3回目）。

1/20 3学期

1回目

「インターネットに依存することによってもたらされ

る心身や日常生活などへの悪影響」，「若者が依存して

しまう要因，理由」などについて調査研究の活動。

左記の活動は，3学期に行う

「情報化社会の光と影」とい

う単元と関連させたものであ

る。そしてここでは，高度情

報通信社会の進展が人々の生

活にもたらす良い影響，また

人や社会が，情報機器やテク

ノロジーに依存することの悪

影響などについて学習するこ

ととなっている。そのため，

インターネットに依存するこ

とへの悪影響や，日常生活の

利便性を高めるインターネッ

ト利用のあり方等について考

える学習が最も行いやすいと

考えた。

1/27 2回目 前回の授業でまとめた事項について，4人1組になっ

て意見交換．「なぜ人はインターネットに依存してしま

うのか」，「インターネットに精神的に依存してしまう

のはなぜ危険なのか」などについてグループ討論。

2/17 3回目 「インターネットの特性を活かし，日常生活の利便性

を高め，生活を豊かにする有効なインターネット利用

のあり方」についてグループ討論．授業全体の総括，

まとめ。

2/24 3学期終了時点での調査（調査4回目）。

6/7 授業終了3ヵ月後での調査（調査5回目）。
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3.3 授業を通した生徒の変容の分析

本節では，授業実践を通して生徒を対象に行った調査に関する分析を行い，1 年間に渡って

行った授業実践の成果と課題について検討する。具体的には，第2章で作成した尺度を用いた

継続的な調査による各群の生徒の依存傾向の経時的変容の分析，2学期のR-PDCAサイクルの

活動時に行った依存傾向の高い1群の生徒への個別支援を通した生徒の行動や意識の変容の分

析，同じく R-PDCA サイクル時に生徒が取り組んだ日常生活の利便性を高めるための有効な

インターネット利用の実態の分析，そして授業実践を通したインターネット利用に関わる自己

認識の変容に関する調査の分析を通して，授業実践の成果と課題について検討した。

3.3.1 授業を通した生徒の依存傾向の変容の分析

3.3.1.1 方法

・目的：鶴田ら（2014）の尺度を用いた継続的な調査を通して，授業実践を通した生徒の依存

傾向の変容について検討する。

・調査時期：授業前（1 回目：2013 年 4 月 15 日），各学期の授業最終日（2 回目：7 月 1 日，

3 回目：12 月 2 日，4 回目：2014 年 2 月 24 日），授業終了約 3 か月後（5 回目：6 月 3 日）

の計5回であった。

・分析方法：尺度の回答は 4 件法により回答させた。そして，因子ごとに尺度得点を算出し，

群（1 群，2 群，3 群）×時期（1 回目，2 回目，3 回目，4 回目，5 回目）の2 要因分散分析

を行った．結果は表3-6の通りである。

3.3.1.2 結果と考察

（1）第1因子（精神的依存状態因子）

分散分析の結果，この因子については群×時期の交互作用が有意であった（F(8,152)=14.30,

p<.01）。単純主効果を検討した結果，それぞれの時期において各群の間で有意な差が見られた

（『1回目』F(2,38)=44.35，p<.01），（『2回目』F(2,38)=56.61，p<.01），（『3回目』F(2,38)=15.47，

p<.01），（『4 回目』F(2,38)=14.08，p<.01），（『5 回目』F(2,38)=15.74，p<.01）。また，1，2，3

群のいずれの群についても時期の主効果が見られた（『1 群』F(4,152)=40.54，p<.01），（『2 群』

F(4,152)=128.42，p<.01），（『3 群』F(4,152)=20.56，p<.01）。そして多重比較によると， 1 群，2

群では，1 回目から 2 回目，2 回目から 3 回目，3 回目から 4 回目で有意な減少傾向が見られ

た。3群では2回目から3回目で有意な減少傾向が見られた。そしてどの群についても，それ
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以降の調査では減少された状態から有意な変化は見られず，その状態が概ね定着していること

が確認された。

以上より，1，2群の生徒にとっては，1年間を通した各学期での継続的な学習が依存的な意

識や行動などの改善（尺度得点の減少）および授業終了後での定着に有効であったことが示唆

された。これは，3 学期にこの因子に焦点を当てて行った学習が依存的な意識や行動の改善に

有効であったことはもちろんであるが，それに加え，本実践において1年間に渡って行ってき

た各学期での学習を通して，生徒が依存的な利用をすることの危険性について継続的にしっか

りと考えられたことにより，彼らの依存的な意識や行動が少しずつ改善されていったことがこ

のような結果に繋がった理由ではないかと考えられる。また3群の生徒については，依存のリ

スクは低くても，2学期のR-PDCAサイクルがインターネットの利用行動だけでなく，依存的

な意識をより改善する上で有効であることも示唆された。

（2）第2因子（メール不安因子）

分散分析の結果，この因子についても群×時期の交互作用が有意であった（F(8,152)=16.13,

p<.01）．単純主効果を検討した結果，それぞれの時期において各群の間で有意な差が見られた

（『1 回目』F(2,38)=49.81，p<.01），（『2 回目』F(2,38)=19.73，p<.01），（『3 回目』F(2,38)=26.32，

p<.01），（『4 回目』F(2,38)=25.87，p<.01），（『5 回目』F(2,38)=17.04，p<.01）。また，1，2，3

群のいずれの群についても時期の主効果が見られた（『1 群』F(4,152)=80.47，p<.01），（『2 群』

F(4,152)=178.27，p<.01），（『3群』F(4,152)=3.76，p<.05）。そして多重比較によると，1群では1

回目から 2 回目，2 回目から 3 回目，4 回目から 5 回目で有意な減少傾向が見られた．また 2

群では1回目から2回目，2回目から3回目，3群では1回目から2回目で有意な減少傾向が

見られた．そしてどの群についても，それ以降の調査では減少された状態から有意な変化は見

られず，その状態が概ね定着していることが確認された。

以上より，すべての群の生徒にとって1学期に行った学習がメール利用に対する意識や行動

の改善に有効であったことが示唆された。このような結果が得られた理由としては，1 学期の

ロールプレイングやグループ討論などの活動を通して，多くの生徒がメールや SNS などでコ

ミュニケーションを行う際の望ましい意識や考え方などについてしっかり考えることができ

たからではないかと考えられる。また1，2群の生徒にとっては，2学期のR-PDCAサイクル

がインターネットの利用行動だけでなくメールに対する意識や考え方などの改善に有効であ
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ったことも示唆された。これは，R-PDCAサイクルの継続的な取り組みを行う中で，生徒が1

学期に学習したことを意識しながらメール利用ができるようになっていったことが，2 学期以

降での改善，定着に繋がった理由ではないかと考えられる。

（3）第3因子（長時間利用因子）

分散分析の結果，群×時期の交互作用が有意であった（F(8,152)=2.77, p<.01）。単純主効果を

検討した結果，それぞれの時期において各群の間で有意な差が見られた（『1回目』F(2,38)=48.29，

p<.01），（『2回目』F(2,38)=57.52，p<.01），（『3回目』F(2,38)=15.53，p<.01），（『4回目』F(2,38)=14.11，

p<.01），（『5回目』F(2,38)=15.78，p<.01）。また，1，2，3群のいずれの群についても時期の主

効果が見られた（『1 群』F(4,152)=46.93，p<.01），（『2 群』F(4,152)=132.98，p<.01），（『3 群』

F(4,152)=19.50，p<.01）。そして多重比較によると，すべての群で 2 回目から 3 回目，4 回目か

ら5回目で有意な減少傾向が見られた。

以上より，どの群の生徒についても 2 学期に行った R-PDCA サイクルの継続的な活動が長

時間利用の行動の改善，及びそれ以降の定着に有効であったことが示唆された。これは，生徒

が継続的な取り組みを行う中で，改善目標を意識した利用を心がけ，その取り組みの状況を

日々記録することにより，次第にインターネットを利用する時間や使う場所，場面など様々な

事柄を意識しながら利用するようになったことがこのような結果となった理由ではないかと

考えられる。また，2 学期以降も多くの生徒がこのような意識を持った行動を継続できたこと

が，それ以降の定着に繋がった理由と考えられる。

（4）第4因子（ながら利用因子）

分散分析の結果，群×時期の交互作用が有意であった（F(8,152)=3.67, p<.01）．単純主効果を

検討した結果，それぞれの時期において各群の間で有意な差が見られた（『1回目』F(2,38)=90.73，

p<.01），（『2回目』F(2,38)=52.22，p<.01），（『3回目』F(2,38)=17.13，p<.01），（『4回目』F(2,38)=14.80，

p<.01），（『5回目』F(2,38)=13.55，p<.01）。また，1，2，3群のいずれの群についても時期の主

効果が見られた（『1群』F(4,152)=35.71，p<.01），（『2群』F(4,152)=136.51，p<.01），（『3群』F(4,152)=8.02，

p<.01）．そして多重比較によると，1群では2回目から3回目，3回目から4回目で有意な減

少傾向が見られ，2，3 群では 2 回目から 3 回目で有意な減少傾向が見られた．そして，どの

群も以降の調査では有意な変化は見られず，減少された状態が概ね定着していることが確認さ
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れた。

以上より，どの群の生徒についても2学期に行ったR―PDCAサイクルの活動が生徒の理容

業動の改善，およびそれ以降の定着に有効であったことが示唆された。これは第3因子と同様

に，生徒がこの継続的な活動を通して，インターネットを利用する時間や使う場所，場面など

様々な事柄を意識しながら利用できるようになっていったことがこのような結果となった理

由と考えられる。また2学期以降も，多くの生徒がこのような意識をもってインターネット利

用を継続できたことが，それ以降の改善，定着に繋がった理由と考えられる。

（5）第5因子（対面コミュニケーション不安因子）

分散分析の結果，群×時期の交互作用が有意であった（F(8,152)=15.71, p<.01）．単純主効果を

検討した結果，それぞれの時期において各群の間で有意な差が見られた（『1回目』F(2,38)=25.44，

p<.01），（2回目』F(2,38)=25.21，p<.01），（『3回目』F(2,38)=16.13，p<.01），（『4回目』F(2,38)=17.49，

p<.01），（『5回目』F(2,38)=15.56，p<.01）。また，1，2，3群のいずれの群についても時期の主

効果が見られた（『1群』F(4,152)=66.12，p<.01），（『2群』F(4,152)=41.09，p<.01），（『3群』F(4,152)=2.68，

p<.05）．そして多重比較によると，1 群では各回で有意な減少傾向が見られ，2，3 群では 1

回目から2回目で有意な減少傾向が見られた。そして，以降の調査では有意な変化は見られず，

減少した状態が定着していることが確認された。

以上より，1群の生徒にとっては1学期での学習に加え，それ以降の1年間を通した学習活

動が対面コミュニケーションに対する意識の改善に有効であったことが示唆された。また 2，

3群の生徒についても1学期の学習及びそれ以降の継続的な学習が，このような意識の改善及

び定着に有効であったことが示唆された。このような結果が得られた理由としては，まず1学

期のロールプレイングなどの学習を通して，生徒が様々なコミュニケーションの特徴について

考えることができ，そしてネット上のコミュニケーションに偏りすぎず，対面でのコミュニケ

ーションに苦手意識を持たないようにしようとする意識を持つことができたからではないか

と考えられる。そして2学期以降も，R-PDCAサイクルの活動等を通して，生徒がこのような

意識を持った行動が少しずつできるようになっていったことが，それ以降の改善，定着に繋が

った理由ではないかと考えられる。

ただし，以上のように全体的に生徒の依存傾向の改善は見られたものの，各群によって定着

した数値には差が見られており，また生徒1人1人の改善状況にも違いが見られていることか
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ら，授業方法や学習活動には改善の余地があると考えられた。また，何をもって生徒の依存傾

向が改善したのかという判断基準を検討していく必要があることも今後の課題として考えら

れた。

表3-6 各群の生徒の依存傾向の経時的変容

授業前 1学期終了後 2学期終了後 3学期終了後 授業終了3か月後
1回目 2回目 3回目 4回目 5回目

平均 3.84 3.44 3.24 2.96 2.94
SD 0.20 0.17 0.12 0.11 0.12
平均 2.56 2.39 2.29 2.16 2.18
SD 0.45 0.39 0.39 0.35 0.38
平均 1.80 1.76 1.58 1.54 1.54
SD 0.09 0.05 0.10 0.08 0.08

平均 3.86 3.30 2.98 3.00 2.84
SD 0.18 0.11 0.10 0.21 0.16
平均 3.37 2.96 2.85 2.81 2.82
SD 0.31 0.38 0.28 0.27 0.29
平均 2.14 2.02 1.98 1.98 2.06
SD 0.28 0.15 0.16 0.16 0.12

平均 3.80 3.78 3.28 3.18 2.86
SD 0.13 0.12 0.24 0.19 0.18
平均 3.21 3.20 2.75 2.73 2.61
SD 0.26 0.26 0.49 0.43 0.45
平均 2.34 2.26 1.86 1.94 1.68
SD 0.27 0.17 0.08 0.07 0.25

平均 3.78 3.72 3.28 3.02 2.94
SD 0.12 0.14 0.22 0.20 0.19
平均 3.25 3.25 2.74 2.72 2.63
SD 0.19 0.26 0.38 0.37 0.40
平均 2.28 2.18 1.98 1.96 1.82
SD 0.15 0.19 0.19 0.08 0.10

平均 3.65 3.16 2.58 2.46 2.34
SD 0.28 0.25 0.17 0.21 0.15
平均 2.09 1.82 1.73 1.67 1.71
SD 0.59 0.49 0.44 0.41 0.40
平均 1.30 1.18 1.12 1.06 1.06
SD 0.00 0.12 0.15 0.12 0.12
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3.3.2 個別面談を通したインターネット依存のリスクが高かった生徒の変容の分析

次に，授業実施前の調査を踏まえたクラスタ分析によってインターネット依存のリスクが高

いと考えられた 1 群の生徒 5 名に焦点を当て，2 学期の R-PDCA サイクルの活動の際に行っ

た彼らへの個別面談における生徒の発話の記録から，彼らの利用行動や意識の変化について分

析する。具体的には，面談中に生徒が語った内容から，共通点や相違点を検討することによっ

て分析する。生徒の発話内容は，承諾を得た上で IC レコーダに録音し，発話記録を書き起こ

した。なお分析対象の 5 人については，ここでは暫定的に生徒 A，生徒 B，生徒 C，生徒 D，

生徒Eという形で表すこととする。

3.3.2.1 第1回目の個別面談の記録

まず，10月7日の授業において行った第1回目の個別面談の記録について分析する（表3-7）。

ここでは最初に，生徒が授業で自分のインターネット依存尺度の調査結果に対する生徒の認識

について尋ねた。その結果，どの生徒も尺度得点が高く，インターネット依存のリスクが高い

と判断された調査結果について概ね納得しており，生徒それぞれに多少なりとも思い当たる行

動や意識があることが示された（表3-7下線部参照）。その後，尺度による調査結果，及び【R】

での生活状況の記録などを参考にしながら生徒と対話を進め，生徒それぞれの具体的な行動の

問題点について検討した。そしてここまでの話を踏まえて，彼らに今の現状をどのように思っ

ているのかについて尋ねた。その結果，どの生徒も何とかしたい，今の状況は良くない，変え

たいといったような認識は持っていたが，具体的にどのようにすればよいのかということがわ

からずに困惑している状況が窺えた（表3-7波線部参照）。

そこで次に，各生徒の具体的な問題点を踏まえて，生徒それぞれに相応しいと思われる改善

目標を筆者と生徒で検討した。生徒Aは，もともと夜遅くまで起きる習慣があることから睡眠

時間がやや短く，特にスマホを持ってからはその時間帯にゲームやLINEに熱中してしまうよ

うになり，そのせいで最近の生活習慣が良くない状態にあることが窺えた。したがって，夜11

時半に寝て朝しっかり起きられるようにすることで生活習慣を改善すること，さらにインター

ネット利用を 10 時半までとすることで残りの 1 時間を学校の課題や自宅学習などに充てられ

るようにすることを趣旨とした改善目標を立てることによって，生徒Aの望ましくないインタ

ーネット利用の改善を目指すこととした。生徒Bはゲームに熱中してしまいやすく，特にスマ

ホを持ってからは部屋でゲームができるようになったことで両親に注意されることが減った

ため，ゲームがふと気になってしまうとそのまま気持ちがゲームに傾いてしまい，そのまま勉
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強や寝ることをそっちのけでダラダラと続けてしまうところが問題であると考えられた。した

がって，ゲームをダラダラとしてしまわないようにするために，家にあるタイマーを使って娯

楽のネット利用やゲームは1日1時間以内と決めて使うという目標を立てることによって，勉

強とインターネットのメリハリをつけさせ，ダラダラとした利用をしてしまうことの改善を目

指した。生徒 C はメールや LINE が気になりやすく，時にストレスやイライラを感じること

もあり，そのためやり取りが続いている間は勉強など他の事に身が入らないことが多いことが

問題と考えられた。さらに生徒Cのこのような心理状態が，家ではスマートフォンを肌身離さ

ないようにしている理由とも考えられた。したがって，彼にはインターネットを気にし過ぎる

意識を改善し，メリハリのある生活を送ることができるようにするために「勉強するときと寝

るときはスマホを自分の部屋に置かないようにする」という目標と，ストレスやイライラを感

じてまでインターネットに縛られる必要はないという意識を持たせるようにするために

「LINEやメールは気にし過ぎないようにして，良い気持ちの状態で使うことを意識する」と

いう2 つの目標を設定することとした。生徒Dは，Youtube やSNS，ゲームなどをやり始め

ると自力でなかなか止められず，ついダラダラと使ってしまい，それによって夜更かしをして

翌日に影響が出てしてしまうことがあることが問題と考えられた。したがって，ダラダラ使っ

てしまう利用行動と，深夜遅くまでインターネットをしてしまうという生活習慣を改善するた

めに，1日の利用制限時間を1時間と設けることと就寝時間を守って生活を送るようにするこ

とを改善目標として設定した。生徒Eは，メール（最近ではLINE）のやりとりが気になりや

すく，返事が来たらすぐに返そうという意識も強いことからスマホは極力手放さないようにし

ていると考えられ，そのせいで勉強に集中できないことがあったり，寝つきが悪いことがある

ことが問題と考えられた。そこで，インターネットに縛られているとも思えるような生活習慣

を少しずつでも改善していくことを目指して「勉強や寝るときは部屋の外にスマホを置くよう

にする」という目標と，強迫観念的にインターネットを使っている心理状況を改善し，気持ち

に余裕を持った状態で相手とコミュニケーションができるようになることを目指して「あなた

も友達もお互いに気持ちよくやりとりがしたいという思いがあるはずだから，「自分の都合の

いい時に返事をする」，「相手の返事はそのうちくる」ぐらいの意識をもって，自分にストレス

のかからない，余裕を持った気持ち，ペースで使う（返事する）こと」を改善目標とした。

そしてこの改善目標を意識した取り組みを2週間行わせ，10月21日に「2週間の取り組み

を振り返った自己評価」を行う際に，再び個別に面談をすることを確認した。
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表3-7 10月7日の個別対応の面談記録の概要

依存尺度の結果に対する生徒の

認識・感想

生徒との対話から見えた

問題点

今の現状についての認識 改善目標

A あのテストやる時から嫌な感じで

した。点が高かったのは予想通りで

す。ゲームのしすぎで親に怒られる

こともありますし，LINEしてて寝落

ちしたこともありますから。だけ

ど，それが自分には普通だったから

特にどうすることもなかったです。

もともと生活習慣がよくない。さら

に最近はネット（特にLINEやゲー

ム）のせいで寝る時間が遅く，睡眠

時間が短い。

もちろんいいとは思わないですよ。

1 学期の授業で自分よくないなっ

ていうのは薄々思っていましたか

ら。でもどうしたら良いのかわから

ないなって思っているうちにずる

ずる来た感じです。だから，できる

ことなら何とか良くしたいです。

「11時半にはやることを全てやり終え

て，布団に入れるように毎日を計画的

に過ごす。インターネットやスマホは

10時半までにしてそれ以降は絶対に触

らない」

B 丸つけながら，ああ俺って意外と高

いなと思っていました。確かによく

考えてみたら，勉強してるときに，

ネットが気になってついスマホと

かゲームすることとかがよくある

からです。だから，（尺度の得点が）

高いのも仕方ないなって思いまし

た。

ネット（特にゲーム）が気になって

勉強に集中できないことが多々あ

る。メリハリをつけた利用ができて

いない。そのまま勉強をそっちのけ

でネットへ行ってしまうことが多

い。

いけないと思うときもありますけ

ど，それでもやってしまうことが多

いです。友達より遅れるのが嫌だか

ら，友達より先に進んでいたいから

ですかね。でもこれがよくないこと

は分かっているので，なんとか自分

をコントロールしてメリハリを持

てるようになりたいです。

「勉強とネットのメリハリをつけるこ

とを意識して，ネットの時間は 1 日 1

時間に決めてタイマーを使って守るよ

うする」

C LINE とかメールとかがよく気にな

りやすいです。自分でもわかってま

す。そのせいで，寝るのが遅くなる

こともよくあります。だから全体的

に高かったですけど，「メール」と

か「ながら」（の因子）とかが高い

のは特に納得できました。最近はス

マホでできるゲームにもちょっと

はまってきている感じです。

メール（最近は LINE）のが気にな

って仕方がない。特にやり取りが続

いている間は他の事に身が入らな

いことが多い。電車でもほとんどス

マホのようである。家ではほぼ肌身

離さずの状態。

あまり変に気にし過ぎないで LINE

とかを気軽に使えるようになりた

いです。楽しいはずのケータイでイ

ライラしたりストレス感じるのは

良い気がしないですし。今，良い感

じでネットを使ってるとは決して

思っていないですから。でも，自分

ではどうしていいかわからないま

まずーっと来ている感じなんです。

「勉強するときと寝るときはスマート

フォンを自分の部屋に置かないように

する」

「LINEやメールは，あまり気に過ぎな

いようにして，少しでも嫌な気分がし

たら一旦ストップして，とにかく楽し

い良い気持ちの状態で使うように意す

る」

D Youtube とかゲームは結構よくやり

ます。Youtube はついつい関連動画

を見て長くなってしまうし，ゲーム

は始めてしまうと夜中でも 1，2 時

間は普通だからです。それで寝るの

が遅くなって次の日がきついとい

うのも，まあよくありますね。

使い始めるとダラダラと使ってし

まい，なかなかやめられないのが特

徴。Youtube，SNS，ゲームなど利用

目的は様々である。それによって就

寝時間が遅くなることもある。

とにかくやる量を減らさないとい

けないってのは思っています。その

せいで，他のすることにしわ寄せが

きているのはわかっているからで

す。けど，どうすれば自分をコント

ロールして時間を減らしていける

かがわからないんです。

「Youtube，ゲーム，SNSの時間は1日

1時間，寝る時間は11時半と決めて，

毎日を過ごすようにする」

E メールとか，最近はLINEですけど，

返事とかグループのやり取りがな

んか気になってしまうので，いつも

ケータイを持つようにして，すぐ見

れるようにしています。それで何か

メッセージがあるとすぐ返すよう

にしています。だから2つ目と4つ

目（の因子）が高いのは特にやっぱ

りなって思いました。

メール（最近は LINE）の返事やグ

ループのやりとりが気になって仕

方がない。返事が来るとすぐ返すよ

うにしている。そのせいで勉強に集

中できないことがあったり，寝つき

が悪いこともある。家ではほぼ肌身

離さずの状態。

1 学期の授業で気にし過ぎるのは

良くないっていうのはわかったん

ですけど，いざ自分に置き換えると

そうはいかず，いつものように気に

なってしまいます。だから返事とか

をあまり気にせずにLINEとかメー

ルができるようになる方法があれ

ば知りたいし，すぐに返事しないと

って思うのも何とかしたいです。

「寝るとき，勉強の時はスマホを部屋

の外に置くようにする」

「あなたも友達もお互いに気持ちよく

やりとりがしたいという思いがあるは

ずだから，「自分の都合のいい時に返事

をする「返事はそのうちくる」ぐらい

の意識をもって，自分にストレスのか

からない使いやすい気持ち，ペースで

使う」
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3.3.2.2 第2回目の個別面談の記録

その後，10月21日に2週間の取り組みを踏まえた個別面談を実施した（表3-8）。その結果，

「今までよりも生活のリズムも良くなった」（生徒 A）をはじめ，どの生徒も自身の良い変化

を多少なりとも感じていることが明らかとなった（表 3-8 下線部参照）。しかし一方で，どの

生徒も目標を守れなかった日があったことを報告したことから，彼らが十分に改善目標を守れ

るようになったとは判断できず（表 3-8 波線部参照），また彼らもまだ新たな目標を考えるに

は至っていないと考えていた（表 3-8 二重線部参照）。したがって先述のように，ここで彼ら

の改善目標を頻繁に変更するよりも，最初に設定した改善目標を2学期間中に定着できるよう

に同じ目標で継続的に取り組ませる方が彼らにとって良いのではないかと考えられた。

したがって今回の面談を通して，今回の R-PDCA サイクルの活動においては，彼らには最

後まで継続して同一の改善目標を意識した取り組みを継続させることとした。
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表3-8 10月21日の個別面談の記録の概要

2週間の取り組みを振り返った生徒の自己評価・感想

A 先生のチェックがあるからあまり自発的ではなかったし，正直守れない日も何日かあったけ

ど，守れた日もたくさんありました。守れたなって思うときは今までより生活のリズムもよ

くなったかなって思えて，そんな日が特に（取り組みの）後半では多かったからです。けど，

まだ守れていない日もあったから，しっかりこのリズムがもっと身に付くようにルールはこ

のままでもう少し取り組んだ方がいいと思っています。目標を意識して行動していると，前

ままだったら駄目だったと思うこともあって，そう思えたことも収穫だなと思いました。

B 最初はあっと言う間に1時間がたって，だからゲーム止めるのにすごく抵抗があって時間が

オーバーしたときが何日もありましたけど，そういう日が続くうちに少しずつ罪悪感っぽい

気持ちがでてくるようになって，そこからは少しずつ頑張って止めるように頑張りました。

あとは，2週目はレポートとか課題もあったので，今までよりはメリハリがつくようになっ

たと思います。あとは先生に報告しないといけないから頑張ろうって思ったこともありまし

た。今日先生に話さないといけないというのもあったから，100％自力じゃないですけど，

意識して行動したら自分でちゃんと止められるんだって思いました。でも正直，課題が終わ

った日からはまた何回か緩んでしまった日もありました。だから，この後すぐに期末試験も

来るし，1時間で止めるのが当たりの習慣になるように，もう少し（目標は）このままにし

ておこうと思っています。この際きちんと自分で止められるようになろうって思いました。

C やっぱり最初は意識するのは難しかったです。寝るときはリビングにスマホを置いておくよ

うにしたのですが，それはあまり抵抗なかったですが，勉強しているときは難しかったです。

最初の1週間ぐらいはなかなかできなくて，勉強中でも何回か取りに行ってしまった日もあ

りました。でも，やっぱりこのままじゃよくないと思うようになって，そこからは何とか我

慢するようにして，そうしていたらちょっとずつできるようになって，最近やっと少しずつ

慣れてきたかなっていう感じです。あとは，良い気分で使うというのも最初は意識するのが

難しかったです。でも，これも途中から割り切ってLINEやメールは相手もすぐ見るかわか

らないから気にし過ぎないようにって頑張って意識して思うようにしたら，最初は難しかっ

たですけど、すぐにすごく楽だなというのがわかってきました。ストレスたまるなら使わな

い方がいいけど，みんな使ってるし，それなら，楽に使える方がやっぱりいいなと思いまし

た。だから，まだ今回のような使い方には慣れてきたぐらいの状態だと思っているので、こ

れが当たり前になるように続けていきたいと思います。

D ネットの1時間は守れない日の方が多かったですけど，寝る時間はきちんと守れました。そ

れでも2週目に入ったら，それでも1時間よりちょっとオーバーはするときもありますけど，

それぐらいでしっかり終われるようになってきました。今までと違ってダラダラすることが

減ったなと思います。そうしたら，今まではやり過ぎていたと改めて思いましたし，生活の

サイクルも前より良くなった気がします。これからレポートとか期末もありますので，この

習慣がしっかり定着するように続けていきたいです。

E 寝るときはスマホは必ず部屋の外に置いておけました。最初の1週間は勉強しているときは

気になって部屋に持ち込んだ時もときどきありましたけど，少しずつ慣れてきて，2週間目

にはスマホが部屋になくても勉強していても少しずつ気にならなくなってきました。返事も

自分のペースでしたらって先生に言ってもらったのを意識するようにしていたら，友達の返

事もそのうちくるって思えるようになってきて，少しずつ自分のペースであまり気にせずス

トレスを感じずに使えるようになってきました。勉強も前より集中できているしてきている

と思います。でも，まだ慣れ始めたところなので，この際しっかりこの意識に慣れたいです。
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3.3.2.3 第3回目の個別面談の記録

11月11日はこの日までの自己評価の活動を行ったが，この日は，別の学習内容の進度の都

合上この活動加えて別の学習も行う必要があり，面談を行う時間を確保することができなかっ

たため，個人面談を行うことはできなかった。

そして11月25日に，2学期最後の個別面談を行った。3学期以降はカリキュラムの都合上，

2 学期と同様の面談を継続的に行うことは難しかったため，時間を確保して面談する日はこの

日が最後となった。この日は今回が最後の面談となるため，前回の10月25日の面談からの自

身の変化に加えて，2 学期の取り組み全体を振り返った成果，自身の変化などについても尋ね

た。その結果，どの生徒も継続した取り組みを通して，改善目標として定めた行動が概ね問題

なくできるようになり，それが一定期間継続できていたことが確認されたため，先述のように

2 学期間中の継続的な取り組みを通して，1 群の生徒のインターネット利用の行動に改善が見

られたと判断した。そして，どの生徒も自身の生活や学習に良い変化が見られていると認識し

ていることが示された（表3-9下線部参照）。

このように短期間ではあったものの，1 群の生徒の利用行動やその意識に改善が見られた理

由としては，生徒がこの活動に入る前までの1学期の学習を通して依存的な利用はよくないと

認識することができ，その上で尺度の調査や利用状況の記録の結果から自身の利用行動に問題

があることを素直に受け止めることができ，そして自分の依存的な利用行動を何とかしたいと

いう思いで R-PDCA サイクルの活動に取り組めたことが考えられる。また，彼らが最初の 2

週間の取り組みで少なからず良い変化を感じることができ，それが彼らのモチベーションに繋

がり，その後の継続的な活動へも意欲的に取り組めたことも，彼らの利用行動の改善に繋がっ

た理由として考えられる。
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表3－8 11月25日の個別面談の記録の概要

A 最初の方は先生との面談があるからと思ってやっていたときもありましたけど，そもそも自分

のことだからしっかりしようと思って，最初の頃から比べると，2回目あたりからはとても自

発的に意識して取り組めたと思います。この活動に取り組めた期間が長かったおかげもあって

目標を守った利用をすることにすごく慣れましたし，そのおかげでちゃんと定時に寝られるよ

うになって，朝慌てる日もかなり減った気がするからです。それで，こんな機会がなかったら，

前までのままずるずる行って今より酷くなっていたかもしれないから，今回のようなことをし

てもらえて，すごくよかったなって思いました。先生の目から離れてまた元に戻ってしまわな

いように，このあともしっかり意識したいと思います。

B 時間が来たときに「さあ終わり」って思って抵抗なく1時間でちゃんと止められるようになっ

て，しかもそれが当たり前の習慣になったのが，前から変わったなと思うところです。それで

もうすぐテスト前なので先週からは 30 分以内にするようにしています。大変だったけど，1

ヶ月ちょっとの間頑張ったおかげで，危なくなっていく前に良い方向に戻れたなって思いま

す。この何か月かで，自分が変わったなと本当に思うからです。最初から自分だけだと，甘え

も出るし，意思も強くないからなかなか一人で続けられなかったと思うけど，先生に見てもら

っているから手を抜けないっていうのもよかったと思います。

C LINE をしていても，ストレスが今までに比べてほとんど感じずに使えるようになれたんです

よ。家でスマホ持っていなくても気になることはほとんどなくなりましたから。これでちょっ

と安心かなと思います。今まではイライラしたり気を遣いすぎながら使ってばかりでしたけ

ど，最初の面談で良い気分で楽しく使おう，それで何かあったら先生に言ってこいって言って

もらえたのが大きかったです。

D これからテストとか課題が溜まってくるので，ネットの時間を先週からは1日45 分にするっ

て決めました。それでもちゃんと時間を守って止められるるようになったと思うので，9月の

頃よりすごく進歩したと思います。45 分たったらいつもすっと終われているんです。そのお

かげで生活のリズムも良い感じです。この授業で自分が危ないってことに気が付けて，まだ少

ししかたってないですけど，もっと危なくなる前に変われてよかったです。これからもこの状

態を維持できるようにしたいです。

E 友だちの返事が来なかったり遅くても普通に待てるようになって，LINE にもあまり振り回さ

れずに勉強とかも普通にできるようになりました。それに，寝ようと思った時にもスマホを気

にせず落ち着いて寝られるようになったので，自分の行動とか意識が前よりすごく良くなった

なと思いました。そうしていると，自分も相手に返信するのに慌てることとかイライラするこ

ともほとんどなくなりました。先生に言われたことを頑張って意識して行動したら，最初はき

ついときもありましたけど，ちょっとずつ気持ちとか考えが変わってきたので，よかったなっ

て思っています。
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3.3.3生徒が取り組んだ日常生活の利便性を高める有効なインターネット利用の実態

ここでは， 2学期のR-PDCAサイクルの活動時に，2, 3群の生徒が利用行動の改善目標と

併せて設定した目標であった日常生活や学習の利便性を高めるための有効なインターネット

利用について，実際に生徒がどのような行動をとっていたのかについて検討する。具体的には，

2学期でのR-PDCAサイクルの各回での取り組みの終了時に，「あなたは今回の取り組みでど

のような有効な利用をしましたか」という質問を用意し，自由記述で複数回答可の形式で回答

させた．そして，初回の取り組みの終了後に得られた回答をカテゴリに分類した（表3-10）。

その結果，カテゴリとして「情報発信」，「学校生活の利便化・効率化」，「日常生活の利便化」

に大分類された。そして下位カテゴリしては「情報発信」が気象情報・警報や交通情報などを

Twitter 等で発信するなどの「人に役立つ有益な情報の発信」と，学校行事や部活動の試合日

程，速報を発信するなどの「学校に関する情報の発信」に分類された。次に「学校生活の利便

化・効率化」については，運動部の生徒がインターネット上に公開されている動画を活用して

自分のフォームや戦術などを検討するといった「部活動に役立つ情報の収集」，メールを使っ

て教員へ質問するという「教員への質問」，その他「留学生や外国の人との交流」，「ビデオチ

ャットを使った教え合い」，「学習用アプリの活用」，「授業や部活に必要なデータの共有」，「発

展的・自主的な勉強」に分類された。日常生活の利便性では，「スケジュール管理」，「端末を

用いた新聞購読」，「電子図書，電子図書館の利用」，「家庭との連絡」，「ネットショッピング・

オークション」に分類された。その後，実践校の別の情報科教員に協力を求めてカテゴリ分類

を依頼し，筆者と独立した形で分類を行った。その結果，一致率は 93.2％で，k 係数は 0.90

であった。一致しなかったものについては，協議の上修正した。この k 係数は 0.75 以上の場

合，分類されたデータは十分に信頼できると判断される（遠藤.2004）。したがって，ここで作

成されたカテゴリは一定の信頼性を保持していると判断した。なお，授業実践前に行ったクラ

スタ分析によって分類された各群の生徒の間において，利用状況の特徴やその違いなどは見ら

れなかった。また，生徒の有効な利用の行動パターンも明確に類型化することもできず，この

ような利用は，生徒の生活環境，通学手段，天気，また定期試験や学校行事などの時期に左右

されやすいことが背景にあるのではないかと考えられた。

そして1回目から3回目までの生徒の利用状況を見ていくと，「学校生活の利便化・効率化」

における学習，勉強に関するものが全体的に多く見受けられた。その理由としては，R-PDCA

サイクルの活動を行った時期が中間考査から期末考査にかけて時期であり，それならばインタ
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ーネットを有効に活用して勉強や課題に役立てようという意識を生徒が持ちやすい状況であ

ったからではないかと考えられる。また，運動部に所属する生徒の中には3年生が引退した後

の新チームでのメンバー入りを目指す生徒や，既にメンバーに入って秋季大会に臨んでいる生

徒もいたことから，インターネット上に投稿されている一流の選手の動画を見て自分のフォー

ムを検討したり，自主的な練習のメニューを考えたり，戦術や作戦の勉強をしたりしていた生

徒が少数ではあるが見受けられた。

次に「情報発信」のカテゴリでは，人に役立つ有益な情報の発信として，電車に関する運行

情報や，気象情報などについてTwitterなどを利用して発信していた生徒がいた。このような

生徒の特徴は，公共交通機関を利用して通学する生徒が中心であり，遠方から通学する生徒に

は実際に役立っているようであった。また，授業が終わってすぐに欠席した友達に授業や課題

の内容を連絡してあげている生徒も見られた。次に学校に関する情報の発信では，実践校は先

述のように携帯電話やスマートフォン利用に関わる校則がないことから，少数ではあるが文化

祭や学芸発表会などの学校行事や，運動部の試合予定や試合結果の速報，文化部のイベントな

どを在校生や学外に向けて情報を発信している生徒もいた。

最後に日常生活の利便化については，まず授業以前からスケジュール管理や端末で新聞を読

んでいるという生徒が最初はそれぞれ3名，6名であった。これはどの生徒も保護者，もしく

は兄弟姉妹の影響を受けたことによって始めたようであった。しかし，このような活用をして

いる生徒を見た別の数名の生徒が，彼らを参考にこのような行動を取り入れるようになり，最

後の調査では数名ずつであるが増加していることが確認された。また電子図書や電子図書館の

利用についても以前から利用経験のある生徒であった。そして，当然と言える結果ではあるが，

最も人数が多く見られたのは家庭との連絡であった。帰宅時の急な雨の日に迎えに来てもらっ

たり，部活動や電車の延着等で帰宅が遅くなるときなどに保護者に連絡したりしている生徒が

殆どであった。また，実践校では部活動や生徒会活動などに取り組みながら通学時間が片道 1

時間を超えて通学する生徒も多く見られることも，保護者との連絡にインターネットを活用し

ている生徒が多いことを表わしている理由と考えられた。最後にネットショッピング・ネット

オークションについては，部活動で必要な道具や，勉強やレポート作成に必要なパソコン，電

子機器類などをインターネットで複数のお店を比較しながら最終的に一番安い価格のものを

購入したり，自宅で不要になったものをリサイクルする目的でオークションに出したりしてい

る生徒が少数ではあるが見られた。
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このように，各回の調査において生徒が様々な有効な利用をしたという結果が見られた理由

は，1 学期の授業において「日常生活の利便性を高めるための効果的なコミュニケーションツ

ールの利用のあり方」についてグループ討論させたことによって，日常生活の利便性を高める

有効なインターネット利用を進んでしようとすることへの彼らの意識が高まり，このような意

識を持った状態で 2 学期の R-PDCA サイクルの活動に意欲的に取り組めたからでないかと考

えられる。また，校則や先生の目を気にすることなくインターネットを校内外で自由に使える

というB高校の学校の環境も，パソコンでノートを作成したり，レポート作成をしたり，プレ

ゼンテーション資料を作成したり，教員にメールで授業内容に関する質問をしたり，またSNS

上でクラスのアカウントを作成してそこでクラスメートと必要な情報共有したりするなどと

いった，生徒の有効なインターネット利用を促進させる要因の1つになったのではないかと考

えられる。

日常生活や学習の利便性を高める有効なインターネットの利用方法は，このような使い方を

すれば有効に使うことができていると判断できる正解はない。しかし以上のように，1 回目の

調査以降，2 回目，3 回目の調査において生徒の新たな有効な利用をしたという生徒は見られ

なかったものの，生徒から様々な有効な利用をしたという報告が得られたという結果や，別の

生徒がしている有効な利用を参考に自分自身にもそれを新たに取り入れたという生徒が見ら

れたという結果は，授業を通して生徒に「インターネットは正しく使えば人々の日常生活や学

習の利便性を向上させる便利なツールであることから，そのような有効な利用は積極的に行っ

ていくべきである」という意識や考え方を多少なりとも持たせることができ，それを彼らが行

動に移すこともできていると言えるのではないかと考えられた。

ただし，この生徒の有効なインターネット利用に対する意識や行動の変化については，本章

で行った授業実践だけではなく，B高校のインターネットを自由に使えるという学校の環境や，

居住地，通学時間などの家庭環境，生徒が利用している端末など，授業以外の様々な要因も関

与している可能性があると考えられるが，今回の調査ではこのような点についてまでは詳細に

検討できなかったことが調査方法上の反省点として考えられる。また，生徒が表 3-10 のよう

な行動をしていたからといって，それだけで彼らがインターネットを十分に有効に使えるよう

になったと考えるのはあまりにも短絡的である。したがって，学校の環境や今回のような授業

実践と，生徒が有効なインターネット利用の大切さの意識を持つこと，またそれを彼らが行動

に移すようになること等との関係性については，より詳細に検討していく必要があることが今
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後の課題として考えられる。また，生徒がインターネットを有効に利用できているかどうか，

インターネット環境に適応できていているかなどについて客観的に測定できる方法について

検討する必要があることも同じく今後の課題として考えられる。
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表3-10 生徒が行った日常生活や学習の利便性を高めるための有効なインターネット利用

カテゴリ 下位カテゴリ
1回目

10/27

2回目

11/11

3回目

11/25

情報発信 人に役立つ有益な情報の発信 14 17 13

学校に関する情報の発信 3 5 2

学校生活や学習

の利便化・効率

化

部活動に役立つ情報の収集 5 8 4

友人との連絡，情報の共有（学校，部活，勉強のこと） 34 35 35

教員への学習内容の質問 8 4 13

留学生や外国の人との交流（語学の勉強） 2 2 3

ビデオチャットを使った教え合い，議論，ミーティング 8 6 11

学習用アプリの活用 8 10 3

勉強や部活で必要なファイルの共有 13 9 11

英語・語学の勉強（単語調べや訳のチェック） 25 14 27

メモ帳やワープロソフトによるノート作成 4 5 5

レポート作成 2 3 6

発展的・自主的な勉強 4 5 0

日常生活の

利便性の向上

スケジュール管理 3 4 7

端末を用いた新聞購読 6 6 9

電子図書，電子図書館の利用 5 4 4

家庭との連絡 33 35 30

地図アプリの活用 4 2 7

天気予報の確認 10 9 11

電車の運行情報や交通経路の確認 5 8 5

ネットショッピング・オークション 3 5 4

（各欄の数字は人数を表す。N=36）



83

3.3.4 授業を通したインターネット利用に関わる自己認識の変容

3.3.4.1 方法

・目的：生徒が自身のインターネット利用に関わる意識や行動について，授業前と授業後での

変化をどのように認識しているのかを明らかにする。

・調査時期：3学期授業最終日（2月24日）

・分析方法：この調査は自由記述の形式で行い，授業前後でのインターネット利用に関わる自

身の意識や行動の変化について記述させた．そして，全ての記述を類似する内容ごとにカテ

ゴリに分類した．表3-12のように群ごとに人数を記している。

3.3.4.2 結果と考察

分類の結果，大きく5つのカテゴリに分けられた。まず1群の生徒については，本実践では

R-PDCAサイクルにおいて面談を繰り返し行うなど，彼らの依存的な意識や行動の改善に重点

を置いたことが，表 3-12 の（1），（2）のように 5 人全員から自身の改善状況に関する記述が

見られた理由ではないかと考えられる。この記述では，改善状況が途中と認識している生徒と

概ね改善されたと認識している生徒の2つに分かれたが，R-PDCAサイクルをはじめ，彼らが

1 年間の学習を通して依存的な利用をすることの危険性を学び，それを意識した利用ができる

ようになってきたと感じられていることが，このような認識に繋がったのではないかと考えら

れる。

次に，2，3 群の生徒については，インターネットの有効な利用を意識し，行動するように

なったという記述が多く見られた。（3）の生徒については，これまではインターネットを必要

最低限しか使っていなかったようであるが，1 学期のグループ討論を通してインターネットを

有効に利用することの大切さの意識を持つことができ，2学期のR-PDCAサイクルの活動を通

してその意識を実際の行動に移すことができたこと，そしてそれが2学期以降も継続できてい

ることがこのような認識に繋がった理由ではないかと考えられる。（4）の生徒については，彼

らは遠方から1時間以上かけて通学したり，その上で部活動や生徒会活動で早朝からや，放課

後遅くまで練習や活動に励んでおり，少しでも勉強を効率よくしようと考えている生徒であっ

た。そのような環境で彼らが高校生活を送る中で，グループ討論を通してインターネットを有

効に活用することの大切さを意識するようになり，R-PDCAサイクルにおいて，それならば勉

強を効率よくするためにインターネットを有効に活用しようと行動に移し，それが継続できて
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いることがこのような認識に繋がった理由と考えられる。（5）の生徒については，授業前まで

はインターネットを有効に利用することをあまり意識していなかったようである。それが授業

を通してインターネットを有効に利用することの大切さを意識して行動するようになったこ

とにより，SNS の不適切な書き込みや，有害・悪質なサイトへのアクセスなど，ネット利用

に関わる不適切な行動に歯止めをかけるようになったという主旨の記述であった。これは，彼

らが1年間の学習を通してインターネットを有効に利用することの大切さを認識することがで

き，また R-PDCA サイクルを通して自身の行動を意識するようになったことにより，彼らが

「インターネットは有効に使うべきものであり，不適切な利用はよくない」というような意識

を持った利用ができるようになったことが，このような認識に繋がった理由と考えられる。

表3-12 インターネット利用に関わる生徒の自己認識の変容

3.4本章のまとめ

本章では，高校生に見られやすいインターネット依存の依存的な意識や行動などの特徴の改

善と，インターネットの有効な利用を促すこと目的とした単元を開発し，私立B高校において

授業実践を行った．そして，生徒の継時的な変容と授業実践の効果について検討した。

その結果，各群によって差異は見られたものの，生徒のインターネット依存傾向については

全体的に授業実践前に比べて改善され，授業終了後も概ね一定期間定着していたことが明らか
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となった。次に，多くの生徒がインターネットを有効に利用することの大切さを認識し，行動

に移すことができるようになっていることも確認された。なおこれについては，本章で行った

授業実践だけでなく，生徒が校則や教師の目を気にすることなくインターネットを校内外で自

由に使えるというB高校の学校の環境も，彼らの有効なインターネット利用を促進させる要因

の1つになっているのではないかということも考えられたが，この点の詳細な検討については

十分にできなかったため今後の課題としたい。さらに，授業実践を通して生徒の1日の平均利

用時間が授業前後で122 分（SD=0.60）から71 分（SD＝0.25）に，メールやSNS のメッセ

ージ等の送信件数が55件（SD＝20.87）から37件（SD＝13.04）に減少しており，これらの

結果から生徒の利用行動が全体的に改善していることも確認された（平均利用時間：

t(40)=13.23, p<.01；送信件数：t(40)=12.11, p<.01）。以上より，本章において1年間を通して

行ったインターネット依存改善のための教育実践は，概ね学習対象の生徒の依存傾向の実態に

応じたものであり，彼らのインターネット依存傾向やインターネットの有効な利用に関わる意

識，行動の改善及びその定着に有効であったことが示唆された。

今後の課題としては，まず調査方法に関することが挙げられる。本研究では，依存傾向の経

時的変容の分析が量的な分析のみであったため，インタビュー調査を取り入れるなど，より詳

細に生徒1人1人の依存傾向や，インターネット利用に関わる意識，行動の変容について分析

できる方法を検討する必要がある。2 点目は学習対象の生徒がB 高校の 41 人とサンプル数が

少なかったことである。本研究で行った教育方法の妥当性をより高めていくために生徒，実践

校のサンプル数を拡充することを今後の課題とし，このような教育実践を多くの学校で行う中

で，生徒の依存傾向の実態に応じた教育方法の検討，実践，改善を重ねながらその精度を高め

ていくことが必要である。

また，インターネットの有効な利用についても2点の課題が考えられる。1点目は，今回の

調査は生徒への自由記述による方法に限られたため，高校生がインターネットをどれだけ有効

に使うことができているか，インターネット社会にどれだけ適応できているかについて客観的

に測定できる指標を今後検討していくことが必要であると考えられる。それによって，生徒の

利用行動の特性や，インターネット社会への適応状況を正確に把握することが可能になると考

えられるためである。また，高校生のインターネット利用に対する意識や行動の特徴をより正

確に把握できるようにするためには，彼らのインターネットの利用行動，インターネット社会

への適応状況，そしてインターネット依存傾向との関連性についても今後詳細に検討していく
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必要があるだろう。次に2点目は，本章では学校内外でインターネット利用に関する校則が定

められていない高校の生徒を対象としたが，日本ではまだインターネット利用が校則で制限さ

れている学校の方が多く見られる。このような学校では，授業で生徒に有効な利用を促したと

しても，学校では使えないという校則によって彼らの利用に必然的に制限がかかってしまうと

考えられる。したがって，このような学校の実践ではどのような方法で有効な利用を促す実践

を進めていけばよいのかという点についても今後検討していく必要がある。また，それぞれの

学校の特性が，生徒のインターネット依存やインターネットの有効な利用，インターネット社

会への適応にどのような影響を与えるのかという点についても，今後の学校内での生徒のイン

ターネット利用のあり方を考えていく上で検討していく必要があると考えられる。



87

終章

おわりに

本論文は，近年インターネットを利用する高校生の間で問題となっているインターネット依

存について，教育的観点からこの問題の改善，解決を目指すという問題意識のもとに，高等学

校の情報科教育での教育実践を通して行ったものである。

近年，高校生がインターネット依存に陥ることにより，生活リズムが昼夜逆転して学校生活

がまともに送れなくなり，そのことにより心身の健康や発達に悪影響が及ぶことなどをはじめ

とする，高校生がインターネットに依存することによって生じた問題やトラブルの事例が多数

報告されている。そしてこのような状況を改善するために，学校教育現場においてインターネ

ット依存を予防，改善することを目的とする教育を行うことの必要性が広く指摘されている

（五十嵐・青山 2011）。しかし，これまで学校教育現場においてはこのような教育実践は殆ど

行われてきておらず，手つかずの状態になっていることが問題点として指摘されており（清川

2014），またそれに関わる研究も十分に行われていなかった。そのため，このような教育実践

のための明確な教育方法や学習活動の確立には至っていない。そこで本論文では，このような

状況下におけるインターネット依存の予防，改善のための教育実践にかかわる効果的な教育方

法の確立と学校教育現場への普及に繋がる知見を得ることを目的として研究を行った。以下に，

各章で得られた成果，知見を整理する。

第1章では，従来のインターネット依存改善のための教育実践における課題として，このよ

うな学習が教室の中の学習活動として収束してしまっており，生徒の日常生活でのインターネ

ット利用行動の改善に繋がっているとは言い難いことを指摘した。そこでこのような課題を改

善するため，先行するアルコールや薬物などの他の依存に関する依存防止プログラムや依存回

復の手法を検討し，教育工学のカリキュラム開発の分野において実績のある PDCA サイクル

に改善を加えた新たな教育方法である R-PDCA サイクルの手法を授業に取り入れることが効

果的と考えた。その後この手法を取り入れた単元を開発し，授業実践を私立K高等学校の高校

3 年生 137 名を対象に行った。この R-PDCA サイクルを取り入れた実践を要約すれば，まず

生徒に自身のインターネット利用行動を調査させ（Research），その結果を踏まえた利用行動

を改善するための計画目標を検討し（Plan），日常生活においてその目標を意識した利用がで

きるように一定期間取り組ませ，（Do），その後取り組みに対する自己評価を行い（Check），

さらなる利用行動の改善に繋げさせる（Action）という手順で行っている。
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そしてこのような考えのもとで実践した授業実践の成果と課題について，学習対象の生徒を

対象に実施した質問紙調査の分析を通して検討した。その結果，大きく下記の2つのことが示

された。

・多くの生徒が携帯電話やパソコンの利用におけるルールの大切さについて肯定的な認識を持

ち，自分で決めたルールを意識してインターネットを利用している生徒が増えたこと。

・多くの生徒が授業前に比べて自分自身で様々なことを意識しながらインターネットを利用す

るようになったと認識していること。

さらに，授業実践を通して生徒の1日の平均利用時間が97分から49分に，メールの送信件

数が24件から13件に減少しており，これらの結果から生徒の利用行動が全体的に改善してい

ることも確認された。

以上より，この R-PDCA サイクルの活動がインターネット依存の予防，改善のための学習

において，生徒の依存的な利用行動の改善に有効であることが示唆された。その一方で，学習

対象の生徒のインターネット依存傾向の実態に応じた授業設計が十分にできなかったことが

今後の授業改善のための課題として考えられた。また，現代の高校生に見られやすいインター

ネット依存の依存的な行動や意識などの特徴に焦点を当てた学習内容となっているとは言え

なかったことも同様に今後の課題として考えられた。

そして第1章の実践を通してこのような課題が浮かび上がってきた理由として，高校生のイ

ンターネット依存の実態を測定する尺度が現存しておらず，現代の高校生に見られやすい依存

的な行動や意識などの特徴も明らかにされていなかったことを指摘した。そこで第 2 章では，

このような課題を改善した授業実践を行うことができるようにするために，高校生のインター

ネット依存を測定する尺度の開発を試みた。

尺度作成にあたっては，既存の尺度に共通した項目に加えて，今現在の高校生におけるイン

ターネット依存の状態を表す項目を付け加えるための予備調査をもとに検討した項目を加え，

計62 項目を作成した。その後，本調査として高校生376 名を対象に調査を実施した。そして

最尤法，promax回転による因子分析を行い，その結果「精神的依存状態」因子，「メール不安」

因子，「長時間利用」因子，「ながら利用」因子，「対面コミュニケーション不安」因子の 5 因

子が見出された。そして，この 5 因子 39 項目からなる高校生向けインターネット依存傾向測

定尺度が開発された。

その後，開発された尺度の信頼性と妥当性について検討した。まず尺度の信頼性については，
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Cronbachのα係数を算出し，尺度全体ではα＝0.915，各因子についても精神的依存状態因子

から順にα＝0.886，0.822，0.838，0.782，0.789 であった。したがって，作成された尺度に

は一定の信頼性が保証されていると考えられた。次に尺度の妥当性について検討したところ，

精神的依存状態因子，長時間利用因子は先行するインターネット依存研究から抽出された因子

であり，メール不安因子，ながら利用因子，対面コミュニケーション不安因子は新たな調査研

究に基づいて作成された項目群から構成される因子であった。この後半の3つの因子はRosen

ら（2012）が指摘した iDisorderの考え方に類似していることから，構成概念妥当性の点から

の妥当性が認められた。以上より，作成された尺度は現代の高校生のインターネット依存を測

定するに相応しいものであると考えられた。

そして第3章では，このような尺度が開発されたことを踏まえ，高校生に見られやすい依存

的な意識や利用行動を改善することを目的とした教育実践を行った。その中でも特に，学習者

の実態を事前に測定した上で授業設計を検討している点，日常生活の利便性を高めるインター

ネットの有効な利用の大切さの意識を持たせることも目的としている点が，これまでの実践で

は見られなかった本実践の特色である。また，実践校の情報科教育のカリキュラムの中に生徒

のインターネット依存を改善するための教育を計画的に位置づけて1年間に渡って継続的な教

育実践を行っていることも特徴的な点である。さらに調査方法についても，授業実践を通した

学習者の生徒の依存傾向の変容について継続的に測定するという，従来の研究には見られなか

った調査方法を用いた。

まず，この授業に関する単元開発を行うに当たって，第2章で開発した尺度を用いて学習対

象の生徒の実態調査を行った。クラスタ分析を行った結果，群の説明が最も明快であった3つ

のクラスタを採用することとした。まず1群はすべての因子得点が全体的に高くインターネッ

ト依存のリスクが高いと考えられた．2 群は「メール不安」と「長時間利用」因子がプラスで

それ以外がマイナスであり，1 群に比べると依存のリスクは低いと考えられるが，メールや

SNS等の利用による長時間利用の傾向が少し窺えると考えられた。3群はすべてがマイナスで

あり，現時点では依存のリスクは低いと考えられた。人数の分布は1群が5名，2群が31名，

3群が5名であった。

この章での実践は，私立B高校の1年生41名を対象に行った。なお，単元開発に際しては，

B高校の情報科の他の学習の進度に大きな支障をきたさないようにするため，B高校の各学期

のカリキュラムからは極端に逸脱せず，これに沿った中で本実践が行うことができるように単
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元を検討している。そして 1 学期は「メール不安」因子及び「対面コミュニケーション不安」

因子に，2学期は「長時間利用」因子及び「ながら利用」因子に，3学期は「精神的依存状態」

因子に焦点を当てた授業実践を行った。そして，第2章で作成した尺度を用いて授業前，1学

期終了時，2学期終了時，3学期終了時，授業後3ヶ月後と5回に渡って継続的に調査を行い，

授業を通した学習者の依存傾向の経時的な変容について分析した。また，授業前の調査時点で

依存のリスクが高かった生徒を対象に2学期に実施した3回に渡る個別面談における彼らのイ

ンターネット利用に関わる行動や考え方に関する発話の内容の分析などを通して，1 年間に渡

って行った授業実践の成果と課題について検討した。

尺度を用いた継続的な調査の結果，1 年間の授業実践を通して生徒のインターネット依存の

意識や行動が全体的に改善され，授業が終了してから約3ヶ月後の時点でも改善された状態が

概ね定着していることが確認された。また，学習者の 1 日の平均利用時間が授業前後で 122

分から 71 分に減少し，メールや SNS のメッセージ等の送信件数も 55 件から 37 件に減少し

ていたことも確認された。さらに，生徒が自身のインターネット利用に関わる意識や行動につ

いて，授業前と授業後での変化をどのように認識しているのかについて授業実践終了後に自由

記述による調査を行ったところ，多くの生徒がインターネットを有効に利用することの大切さ

を認識し，行動に移すことができるようになっていることも確認された。以上より，1 年間を

通して行われたこのインターネット依存改善のための教育実践は，彼らのインターネット依存

傾向やインターネットの有効な利用に関わる意識，行動の改善及びその定着に有効であったこ

とが示唆された。

そして以上の研究を通して，高校生のインターネット依存改善のための教育実践において効

果的な方法として示唆されたことは下記の通りである。

・R-PDCAサイクルの活動を取り入れることによって授業実践と生徒の日常生活でのインター

ネット利用とを関連させながら実践を進めていき，その上で彼らのインターネットの利用行

動の改善を促すこと。

・第2章での尺度開発を通して高校生に見られやすい依存傾向の特徴として得られた5つの因

子に関する内容を授業で取り上ること。

・依存的な利用には気をつけさせながらも，インターネットの良さや長所にもしっかりと触れ，

インターネットを有効に利用することの大切さの意識も高めることができる学習活動も取

り入れるようにすること。
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・生徒の依存的な意識や行動の改善，またその定着のために，情報科教育のカリキュラムの中

にインターネット依存改善のための教育を計画的に位置づけ，継続的に教育，支援を行うこ

とができるようにすること。

そして最後に，このインターネット依存の問題については，先述のように高校生を中心とす

る青少年の間で近年深刻化してきているが，今のところインターネット依存の専門外来を持っ

た医療現場でも対応，治療には苦慮している状況である。このような状況の中で，今回の授業

実践において行った教育方法については更なる検討，改善の余地もあると考えられるが，本研

究を通して，学校教育現場において情報科教育を中心にこの問題に対応できる可能性を見出す

ことができたことも，本研究で得られた大きな成果であると考える。

今後の課題と展望

次に今後の課題について整理しておきたい。本研究では，第1章では私立K高等学校，第3

章では私立B高等学校において筆者自身が教育実践を行った。それぞれの学校における授業実

践では，生徒の依存的な利用行動や意識の改善及びその定着，また有効なインターネット利用

に対する認識，行動の変化などに各々の学校で行った教育方法の有効性が示唆されたが，本研

究で得られた成果は2つの高校での実践から得られたものであり，どちらの実践も筆者が行っ

たものであった。そのため，本研究での授業実践において行った教育方法の妥当性や，学校教

育現場での実践可能性をより高めていくために生徒，実践校，授業実践者のサンプル数を拡充

していくことを今後の課題とし，このような教育実践研究を多くの学校で行う中で，インター

ネット依存の改善を促しながら，それに併せてインターネットの有効な利用や，インターネッ

ト環境への適応を積極的に促していくことができる教育方法の検討，授業実践，授業改善を重

ねることによって，その精度を高めていくことが必要であると考える。今後も多くの高校生へ

の教育，支援に関する教育実践研究を積み重ねることによって，生徒のインターネット依存改

善のための教育の学習内容や指導方法を確立すること，そして学校教育現場へこのような実践

が広く普及していくことを目指して研究を進めていきたい。また近年，中学生だけでなく小学

生のインターネット利用も増加してきており，彼らが様々なリスクに遭遇することも懸念され

るため，高校生だけでなく小，中学生を対象とした実践や研究も併せて行っていく必要もある

だろう。
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次に，調査方法に関する課題が挙げられる。本研究では，自由記述による調査も行ったが，

第3章の実践での生徒の依存傾向の経時的変容の調査に代表されるように，量的な調査が中心

であった。しかし，生徒1人1人の依存的な意識や行動の変化は，量的な調査だけでは十分に

測ることができないと考えられる。したがって今後は，インタビュー調査をはじめとする質的

研究法による調査方法も取り入れることにより，授業実践を通した生徒の依存傾向の変容や，

インターネット利用に関わる意識や考え方の変容などについてより詳細に調査，分析できる方

法を検討していく必要があると考えられる。またこのような教育実践を行う上では，何をもっ

て生徒の依存傾向が改善したのかを判断する基準も検討しておく必要があるだろう。

また本研究では，情報科教育における実践を通して高校生のインターネット依存を改善する

ことを目指してきたが，養護教諭との連携（竹内.2014）や，「個人及び社会生活における健康・

安全について理解を深めるようにし，生涯を通じて自らの健康を適切に管理し，改善していく

資質や能力を育てる」ことが教科の目的である保健科（文部科学省.2011），さらには必要に応

じて生徒の保護者とも連携することなどによって，生徒の実態に応じた教育実践や個別の支援

などがより質の高いものになるのではないかと考えられる。また，インターネット依存に限ら

ず，青少年のインターネット利用に関わる問題はネットいじめ，ネット犯罪など多岐に渡り，

それが生徒の日常生活や学校生活にも大きな影響を与えると考えられるため，このような問題

の改善，解決のためには生徒指導の教員や養護教諭などを中心に学校全体での取り組みを行っ

ていくことも必要と考えられる（田中.2009a）。

さらに遠藤・墨岡（2014）は，ネット依存の流れは，親だけ，学校だけではこの流れは変え

られないと指摘している。そして行政や企業も含めた社会全体で問題の大きさを正しく捉え，

ゲーム製作者であっても，保護者，教育者であっても，大人がみな、子どもや将来の社会への

責任を担っていると認識し，協力していこうという意識を持つべきであると述べている。また

竹内（2014）も同様に，インターネット利用に関わる問題は一朝一夕では解決できないが，「私

たちの子どもたち」のために親，教師，企業，研究者，マスコミがそれぞれの立場で自分がで

きることを考え，実行していくことが必要であると述べている。したがって今後は，学校教育

という枠の中だけではなく，社会全体で子どもたちをインターネット利用に関わる問題から守

るといった視点で，様々な研究領域や立場の専門性を活かした協同的な教育や支援などの取り

組みやそれに関わる研究も必要であると言えるだろう。

そして最後に，インターネット依存に関する研究全般についての研究課題，展望を述べてお
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きたい。まず，インターネット依存について定義や基準を明確にする必要があることである。

現在は，インターネット依存の定義や基準が様々になされており，それらが類似しているよう

で同一のものとは言えず，インターネット依存とは何なのか，他の依存症と同様に病気なのか，

またその基準は何なのかが非常に曖昧な状況である。その一方で筆者は，発達段階や年齢など

によってインターネットの利用目的や使われ方の実態は異なるため，これらによってインター

ネット依存の基準や，特徴的な意識や行動なども異なってくると考えている。したがって，そ

れぞれの発達段階に適した定義や基準を慎重に検討し，その上で例えば「依存者」，「依存予備

軍」，「非依存者」のように依存のリスクを正確に判定，分類ができるようにその基準の質を高

めていく必要があると考える。当然ながら，第2章で作成した尺度についても，近年LINEや

Twitter などのSNS が高校生に急速に浸透するなど，彼らの利用形態も尺度を作成した 2012

年当時からは大きく異なる様相を見せてきているため，今後さらなる検討，改善を加えること

によって尺度の精度やその信頼性，妥当性をより高めていく必要があると考えている。

また，インターネット依存には他の精神障害（ADHD，うつ病，不安障害，強迫性障害など）

との合併があるとされているが（樋口.2014），その関係性についてもより詳細に検討していく

必要がある。具体的には，インターネット依存が他の障害や病を引き起こすのか，それとも他

の精神障害や病がインターネットを引き起こすのか，という点である。今のところは，「両者

が別の障害なのか，片方がもう一つの土台になっているかはわからない」（Shapira et.al.2003）

ため，今後さらなる研究知見の蓄積が求められる。

最後に，これからも人々はインターネットと長きにわたって付き合っていくことになるだろ

う。そして繰り返しになるが，インターネットは正しく有効に使えば人々の日常生活の利便性

を大きく高めてくれるものである一方，使い方を誤れば人々に様々な危険や不幸を及ぼすもの

である。その中でも特に，大人に比べて判断力や危機管理能力に劣る子どもたちは，その危険

性に晒される可能性が高いと考えられる。したがって，「未来のある子どもたちをインターネ

ットのリスクや危険から守る」ことを常に意識するように心がけ，このようなリスクや危険に

よって不幸になる子どもたちがいなくなる社会を目指して，これからも研究を進めていきたい。
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